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１．はじめに 
平成 12年７月、（社）日本電機工業会（以下「ＪＥＭＡ」という）会員企業の 3
社に対して、ユーザーからポリ塩化ビフェニル（以下「ＰＣＢ」という）を使用し

ていないとする変圧器に充填された電気絶縁油から微量のＰＣＢが検出された旨

の連絡があった。これを受けＪＥＭＡでは、会員企業に対して過去におけるＰＣＢ

検出事例の有無の確認、電気機器の製造工程及び当該機器に使用した電気絶縁油に

ついて調査した結果、６社が製造した一部の電気機器にはＰＣＢ不含見解の得られ

ない再生電気絶縁油（以下、「再生絶縁油」という）が使用されており、微量ＰＣ

Ｂ混入の可能性が否定できないことが判明したため、この調査結果を平成 14年７
月に経済産業省及び環境省に対して「微量ＰＣＢ検出にかかる調査について」とし

て報告した。 
この報告に対し、環境大臣及び経済産業省製造産業局長は、平成 14 年７月 12
日付け通達により、ＪＥＭＡ及び微量のＰＣＢ検出事例等があった 10社に対して、
①ＰＣＢ含有の判別を行う調査、②原因の解明、③関連ユーザーへの情報提供等の

指示をしたことから、ＪＥＭＡでは電気機器を製造する会員企業 26社で構成する
「微量ＰＣＢ検出変圧器等対策検討委員会」を設置し、電気絶縁油及びＰＣＢの使

用状況を調査するほか、電気絶縁油メーカーの協力を得て微量ＰＣＢ混入原因の解

明調査を実施し、平成 15年 11月に「変圧器等への微量 PCBの混入可能性に関す
る調査結果について」（以下「ＪＥＭＡ報告書」という）として、経済産業省及び

環境省に報告した。 
ＪＥＭＡ報告書における調査は、主として電気機器メーカーにおける使用電気絶

縁油の状況、ＰＣＢ不含確認状況、電気絶縁油入り電気機器の種類と生産台数、製

造工程での人的要因も含めた混入の可能性調査、電気機器に使用した部品・材料等

の調査、微量ＰＣＢ検出事例のあった機器メーカーが自社の製造機器に対して新た

に充填されている電気絶縁油のＰＣＢを分析したサンプル調査、ユーザーからの検

出事例連絡を基にした調査、並びに電気絶縁油メーカーの原料調達・精油工程・輸

送から機器メーカーの製造工程等を経て納入後の機器における混入の可能性まで

広範囲に実施されたものの、電気絶縁油のライフサイクル上のどの段階で微量ＰＣ

Ｂが混入したかについての原因解明と汚染範囲の特定には至らなかった。 
経済産業省及び環境省は、ＪＥＭＡ報告書による電気絶縁油中の低濃度ＰＣＢは

変圧器等電気機器内部に密閉された状態にあり、直ちに生活環境への影響が懸念さ

れるものではないが、このような低濃度ＰＣＢ汚染電気絶縁油が充填している変圧

器等電気機器については、その実態を踏まえＰＣＢ廃棄物として確実かつ適正に対

応する必要があると判断し、電気絶縁油のライフサイクルに係わる全ての関係者の

協力を得て追加調査を行い、原因究明を図るとともに、低濃度ＰＣＢ汚染電気機器

に対する特定や対応の基本的方向を検討するために、共同して平成 15年 12月 26
日、専門家８名からなる「低濃度ＰＣＢ汚染物対策検討委員会」（委員長：永田勝
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也 早稲田大学理工学部機械工学科教授）を設置した。 
また、同委員会のもとで関係業界等の協力を得て汚染原因究明に係わる情報の収

集、整理等を行うために、「原因究明ワーキンググループ」（主査：宮崎 章 産業
技術総合研究所つくばセンター西事業所管理監、副主査：酒井 伸一 国立環境研
究所循環型社会形成推進・廃棄物研究センター長）を平成１6年２月９日に設置し
た。 
なお、調査を進める過程の平成 16年２月には、電気絶縁油を用いる地中送電線
として設置されているＯＦケーブルの電気絶縁油からも低濃度のＰＣＢが検出さ

れ、明確な混入原因が究明できなかったとする内容の報告「ＯＦケーブル設備から

の微量ＰＣＢ検出とその対応について」（以下「ＯＦケーブル報告書」という）が

電線メーカー９社から経済産業省に対して行われたため、ＯＦケーブル中の電気絶

縁油の低濃度ＰＣＢ混入原因についても併せて調査を進めることとした。 
本報告書は、以上のような経緯に基づく、原因究明ワーキンググループによる電

気機器に使用されている電気絶縁油への低濃度ＰＣＢ混入の原因究明に関する調

査報告書である。 
 
２．調査の目的及び調査概要 
2.1 原因究明調査の目的 

ＪＥＭＡ報告書及びＯＦケーブル報告書の検証並びに変圧器等及びＯＦケー

ブルに係わる電気絶縁油のライフサイクル関係者に対する調査等により、変圧器

等及びＯＦケーブルに使用されている電気絶縁油の低濃度ＰＣＢ汚染の原因究

明を行うとともに、変圧器等及びＯＦケーブルに使用されている電気絶縁油の低

濃度ＰＣＢ汚染範囲の特定やその処理に必要な基礎的情報を収集することを目

的とした。 
 
2.2 各調査項目及び調査概要 

原因究明調査は、ＪＥＭＡ報告書及びＯＦケーブル報告書並びにそれらの関連

データ等を基礎資料として活用するとともに、委員、専門委員の共有情報として

調査の背景となる調査前提についても事前に極力収集、整理した上で、電気絶縁

油のライフサイクルの観点で調査が不十分であったとされる内容を中心に、電気

絶縁油のライフサイクルに係わる関係業界等の協力を得て、アンケート及びアン

ケートに基づく現地ヒアリングを実施した。併せて、変圧器等及びＯＦケーブル

に使用されている電気絶縁油のＰＣＢ分析情報を収集し、整理・解析した。 
また、調査を進める中で低濃度ＰＣＢの検出事例は複数の混入原因が想定され、

原因の特定には困難を極めたことから、想定される混入原因が少ない検出事例を

抽出し、その対象機器の混入原因を究明する追跡調査を実施した。また、同じく

調査を進める中で一部の電気絶縁油メーカーにおいてＰＣＢ規制以前にＰＣＢ
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添加潤滑油の製造が行われていたことが判明し、潤滑油の製造及びリサイクルの

工程で電気絶縁油等へのＰＣＢ混入の可能性が懸念されることとなった。このた

め、経済産業省では、電気絶縁油メーカーを対象にＰＣＢを含有した電気絶縁油

以外の潤滑油等の製造・再生状況等におけるＰＣＢ管理状況等及びＰＣＢメーカ

ーを対象にＰＣＢの当時の販売先、製品特性と使用用途、出荷荷姿、回収等につ

いてアンケート調査を実施した。 
なお、原因究明を行うに当たっては、国内でＰＣＢが製造されていなかった

1953 年以前、ＰＣＢが優れた特性と安定した品質を有することから国内で製造
され、電気絶縁油として使用され、取扱い者に有害性の認識がなかった 1954～
1972年、カネミ油症事件（1968年）をきっかけにＰＣＢの有害性が明らかにな
り製造が中止となった 1973 年以降、再生絶縁油の使用が中止となった 1990 年
以降とそれぞれの年代におけるＰＣＢに関する取扱い者の認識や実態を踏まえ

て、原因究明調査を通して得たデータ及び資料等を整理・解析することにより原

因究明結果としての原因者特定、汚染機器種類の特定、製造年代の特定等を行う

ことを試みた。 
原因究明調査で実施した調査及びデータ収集は以下のとおりである。 

（１）原因究明アンケート 
① 電気絶縁油メーカーアンケート（18社） 
② 合成電気絶縁油メーカーアンケート（10社） 
③ 電気機器メーカーアンケート（19社） 
④ 機器ユーザーアンケート（44社） 

（２）経済産業省アンケート 
① ＰＣＢ含有製品メーカー及び潤滑油等の再生事業メーカーアンケート（18
社） 

② ＰＣＢメーカーアンケート（２社） 
（３）現地ヒアリング

① 電気絶縁油メーカーヒアリング（６社） 
② 電気機器メーカーヒアリング（６社） 
③ ＯＦケーブルメーカーヒアリング（１社） 

（４）低濃度ＰＣＢ混入原因が限定される検出事例における混入原因の追跡調査 
（５）検出事例・ＮＤデータ収集

（６）検出事例サンプル再分析 
（７）同族体分析データ収集 

 
３．原因究明調査の結果と考察 
3.1 検出及びＮＤデータの整理結果 
１）製造年代及び機種別の整理 
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全データ（24,028件）について、製造年代別の検出・NDデータ数及び検出
率を図 3.1-1に示す。 
全データにおける 1972 年以前（ＰＣＢ、新油絶縁油及び再生絶縁油使用時

期）製造機器の検出率は 58.1％、1973～1989 年（新油絶縁油及び再生絶縁油
使用時期）製造機器は 24.4％、1990年以降（新油絶縁油使用時期）製造機器は
1.8％であり、再生絶縁油の使用が中止となった（新油絶縁油のみ）1990 年以
降の製造機器の検出率は著しく低下した。 
また、国内でＰＣＢの製造が開始された 1954 年以降について製造年代毎の

検出率を単年度毎に見ると、1958年の約 75％をピークとして減少傾向にあり、
ＰＣＢの使用が禁止された 1972 年から 1973 年にかけて、検出率が 51％から
36％に、再生絶縁油の使用が中止となった 1989年から 1990年にかけて、検出
率が 23％から 5％になり、他の年代と比較して 1年間で検出率が著しく減少し
た。 
この 1989年から 1990年にかけて検出率が著しく減少したのは、1990年以

降は再生絶縁油の使用が中止されたことにより、ライフサイクル関係者の間で

再生絶縁油の流通が激減したことが主な理由として挙げられる。仮にＰＣＢ検

出事例全体の主な混入原因が電気絶縁油の交換・注ぎ足し及びメンテナンス等

によるものであるとすると、1989年以前に製造された多くの機器についても電
気絶縁油の交換・注ぎ足し及びメンテナンス時には 1990 年以降に購入した電
気絶縁油（ＰＣＢに汚染されていない新油絶縁油）を使用していることから、

再生絶縁油が中止となった年代を境に検出率が著しく減少することはない。従

って、ＰＣＢ検出事例の主要因は電気絶縁油の交換・注ぎ足し及びメンテナン

ス等によるものではない。 
機種別に見ると、変圧器、パルス変調器、直流高圧発生器、誘導電圧調整器、

コンデンサ、計器用変成器、リアクトル、放電コイル、油遮断器、油入開閉器、

空気遮断器用分圧コンデンサ、整流器、ブッシングと非常に多くの機器で検出

事例が認められ、コンデンサのように機器ユーザーが使用中に電気絶縁油の交

換等のメンテナンスをしない封じきり機器にも検出事例があった。 
機種毎の全年代の調査事例数が 500を超える変圧器、誘導電圧調整器、コン

デンサ、計器用変成器、リアクトル、油遮断器について、調査事例数に差異が

あるものの、1990年以降製造機器における調査事例があり、検出事例がなかっ
たのが、コンデンサ、リアクトルであった。 
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コンデンサは前述のとおり、機器ユーザーが使用中に電気絶縁油の交換及び

メンテナンスをしない封じきり機器であることから、コンデンサのＰＣＢ検出

状況は電気機器メーカーでの出荷時に充填された電気絶縁油のＰＣＢ汚染状況

を示している。従って、コンデンサについて 1990年以降機器に検出事例がなく、
他の電気機器において検出事例があることから、1990年以降製造機器について
の検出事例については、電気絶縁油交換及びメンテナンス時に使用された電気

絶縁油やタンク等にＰＣＢが混入していた可能性がある。なお、電気機器メー

カーにおける現地ヒアリングによって、1990年以降製造機器の一部の検出事例
については、電気機器メーカー１社において 1989年以前に購入した新油絶縁油
に微量ＰＣＢが混入しており、これを機器に封入したために検出されたと推定

される検出事例のあることが確認されている。 
 

図 3.1-1 全データ（24,028 件）における製造年代別の検出・ND データ数及び検出率 

 
２）製造年代別の濃度分布整理 

して、製造年代毎の平均ＰＣＢ検出濃度分布
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全データ（24,028件）を対象と
図 3.1-2に示す。 
全データにおける平

縁油及び再生絶縁油使用時期）製造機器は 17.3ppm、1973～1989 年（新油
絶縁油び再生絶縁油使用時期）製造機器は 7.4ppm、1990年以降（新油絶縁油
使用時期）製造機器は 1.5ppm であり、再生絶縁油が使用中止となった 1990
年以降のＰＣＢ検出濃度は減少した。 
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図 3.1-2 全データ（24,028 件）における製造年代別のＰＣＢ濃度分布 

 
３ 検出濃度別の検出台数の整理 
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図 3.1-3 検出事例濃度別の累積台数割合 
 

3.2 同族体分析データ解析
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析結果を製造年代時期別

ＰＣＢ、新油絶縁油及び再生絶縁油使用時期である 1954～1972年と新油絶縁
油及び再生絶縁油使用時期である 1973～
気機器における電気絶縁油中のＰＣＢ同族体分布を比較したところ、何れの時

期にも 3塩素化、5塩素化及び６塩素化にピークがあった。 
また、1954年～1972年には 4塩素化及び７塩素化のピークがあったが、1973

年～1989年にはなかった。 
機種別では、何れの機種にも本来使用されていたＰＣＢ油種のみの同族体分布

ではなく（例えば変圧器では

れた KC-300 の分布と重なっている）、変圧器、コンデンサ、熱媒体等多様な
用途に使用されたＰＣＢが混合あるいは混在した分布を示していた。 
濃度別では、何れの濃度群においても変圧器、コンデンサ、熱媒体等多様な用

途に使用されたＰＣＢが混合あるいは混在された同族体分布となってお

違いによって特徴的な差異は認められなかった。 

原因究明について 

主な混入原因は以

なお、1989 年（平成元年）、柱上変圧器の再生絶縁油の一部にＰＣＢ混入が
認められたことから通商産業省（当時）
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油

 
 
１）Ｐ

り、その有害性は認識されていなかったため、既にあった再生絶縁油の回収ルー

 
２） ＣＢの使用が制限され、その有害性は各方面で認識されたが、

使用済み絶縁油の抜油・回収過程で一部ＰＣＢ使用機器と認識出来なかった機器

 
３） 1年から行われ、1955年には日本工業規格 C 2320（電気

絶縁油）に再生絶縁油の概念が盛り込まれたが、機器メーカーにおいては、再生

の再生事業におけるＰＣＢ不使用と不含確認による汚染防止を通知した以前

においては、ほとんどの関係者が電気絶縁油中のＰＣＢ分析を行っておらず、

また当時の製造、流通等関係資料も少ないことが明らかとなった。これらの情

報の欠落を補完するため一部は当時の関係者への聞き取りや主として関係団体

を通じて各企業の協力のもとでのアンケート調査等も行ったが関係者が多岐に

わたっているため、原因究明には困難をともなった。以下の内容は現時点にお

いて可能な限りの範囲においての調査結果に基づいて取りまとめたものである。

ＣＢの製造が中止された 1972年以前にはＰＣＢは各方面で広く使用されてお

トにのって使用済み絶縁油の抜油・回収過程で一部ＰＣＢが誤って混合回収され、

再生絶縁油原料にＰＣＢが混入した可能性があり、また機器組立等の作業上の不

注意に起因してＰＣＢが誤って新油絶縁油、再生絶縁油、合成絶縁油に混入した

可能性がある。 

1973 年以降はＰ

からＰＣＢが誤って混合回収され、1989 年の再生絶縁油が使用されなくなるま
での間、再生絶縁油の回収ルートにのって再生絶縁油原料にＰＣＢが混入した可

能性があり、また 1975 年（昭和 50 年）に一部潤滑油中にＰＣＢが混入してい
た疑いから通商産業省（当時）から全国石油工業協同組合等に対して廃油再生事

業におけるＰＣＢ不含確認による汚染防止について通知が発出されたが、廃油再

生事業を行う事業場内でＰＣＢを取り扱っていないことから対象外と認識した

事業場があったこと、また当時一般に認知されていたＰＣＢ分析方法がなかった

とは言え原料受入時にＰＣＢ有無について代替分析確認等実施されていなかっ

た事業場があったこと等から、再生絶縁油への汚染が拡大（ＰＣＢ混入を含む）

した可能性がある。 

再生絶縁油事業は 194

絶縁油を使用したのは 1968年からとの認識がある。このため、機器メーカーお
よびＯＦケーブルメーカーは、この年次以前に製造された再生絶縁油について日

本工業規格を満たせば新油絶縁油と区分しておらず、ＰＣＢの混入については全

く念頭になかった可能性があり、一方再生絶縁油メーカーは再生絶縁油と新油絶

縁油についての認識はあったとは言え、再生絶縁油へのＰＣＢ混入については全

く念頭になかった可能性があり、そのため機器メーカーおよびＯＦケーブルメー

カーにおいては受入タンク等の区分がなく、再生絶縁油メーカーにおいては新油
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絶縁油と再生絶縁油のライン共用や製品タンクの共用があったことからＰＣＢ

が混入した再生絶縁油から新油絶縁油等へ汚染が拡大した可能性がある。 

ＰＣＢが使用制限された 1973 年から再生絶縁油の使用がなくなった 1989
 
４） 年ま

での間、再生絶縁油を製造する業界の一部では原料となる使用済み絶縁油にＰＣ

 
ＰＣＢの汚染拡大原因について

整理すると次のとおりである。 
 
（ 汚染拡大 
イ．油へのＰＣＢ混入 

まで行われたことから、当然ながら

収ルートがあったと考えられる。その間、ＰＣＢの使

 
する工程ではＰＣＢ

を使用していないことから、新油絶縁油及び再生絶縁油にＰＣＢそのもの

が

 
にＰＣＢを添加剤として使用していたが、

絶縁油製造ラインが別ラインであるとの現地説明があった。 
 

ロ．

② 年（昭和 50 年）に通商産業省(当時)から全国石油工業協同組合等に
業におけるＰＣＢによる汚染防止について通知が発出

Ｂが混入していないとの認識であったため分析等で不含確認しないまま使用し、

1988 年まで新油絶縁油と再生絶縁油の製造設備を共用しており、また当時、輸
送再生絶縁油のローリー洗浄も不十分であった。一方再生絶縁油を使用した機器

を製造する業界の一部ではＪＩＳ鉱油にはＰＣＢが含有されていないという認

識があり、1989 年まで新油絶縁油と再生絶縁油を使用する機器製造設備を共用
していた。これらのため、再生絶縁油にＰＣＢが含有されていた場合、それぞれ

の過程において汚染が拡大した可能性がある。 

各ライフサイクル別にＰＣＢの混入原因及び

１）絶縁油メーカーによる混入・

① 再生絶縁油事業は 1941年から 1990年
使用済み絶縁油の回

用が禁止されていなかった 1972 年までは、ＰＣＢは各方面で広く使用さ
れており、その有害性は認識されていなかったため、使用済み絶縁油の抜

油・回収過程で一部の再生絶縁油メーカーにおいて再生用として回収した

使用済み絶縁油にＰＣＢが混入した可能性がある。 

なお、鉱油成分の新油絶縁油及び再生絶縁油を製造

直接混入した可能性はない。 

また、一部メーカーでは潤滑油

ＰＣＢ汚染の拡大 
 1975
対して廃油の再生事

されたが、受領した当該メーカーは、過去に絶縁油としてＰＣＢを使用し

なかったこともあって対象外であると認識していたこと、また、当時一般
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に認知されていたＰＣＢ分析方法がなかったとは言え原料受入時にＰＣＢ

有無について代替分析確認等実施されていなかった事業場があったこと、

また、大半は受託再生であったが、再生絶縁油メーカーが再生原料へのＰ

ＣＢの混在を確認しなかったことから、再生絶縁油への汚染が拡大（ＰＣ

Ｂの混入を含む）した可能性がある。 
一部の絶縁油メーカー（1955 年～1965 年で 1 社、1966 年～1973 年で 1
社、1980年～1988年で 1社）では新油

③ 
絶縁油と再生絶縁油の製造ライン

④ 
リー車に残っていた

⑤ 
ンク内等においてＰＣＢが混入していない使用

⑥ 
に再生絶縁油にＰＣＢが混

⑦ 
添加剤と

 
 

が共有されていたため、仮にＰＣＢが混入していた場合、再生絶縁油から

新油絶縁油へ、汚染が拡大した可能性がある。また、1973年以降に製造さ
れた検出事例機器の追跡調査において、機器メーカーには混入の原因がな

く、納入された絶縁油に遡って調査したところ、新油絶縁油を納入した当

該絶縁油メーカーにおいて新油絶縁油と再生絶縁油の製造ラインを共用し

ていたことが否定出来ないことから当該絶縁油メーカーにおいてＰＣＢ汚

染の可能性が否定出来なかった事例１件があった。 
一部の輸送会社あるいは再生絶縁油メーカーでは、再生絶縁油を輸送した

後に必ずしも洗浄をしていなかったため（６社）、ロー

再生絶縁油等にＰＣＢが混入していた場合、次に輸送した絶縁油に汚染が

拡大した可能性がある。 
再生絶縁油の原料として受け入れた一部の使用済み絶縁油にＰＣＢが混入

していた場合、受け入れタ

済み絶縁油へ汚染が拡大した可能性がある。 
一部の絶縁油メーカーでは新油絶縁油と再生絶縁油の製品貯槽が共用され

ていた（1955年～1965年まで 1社）ため、仮
入していた場合、新油絶縁油へ汚染が拡大した可能性がある。 
一部の絶縁油メーカー（１社）では、ＰＣＢ添加潤滑油（ＰＣＢ濃度は数

パーセント程度）も製造していたが、ＰＣＢ使用禁止時期以前に

して使用していたことから、当該製品にＰＣＢが添加されているとの表示

をしていなかった。一方、絶縁油等の一部再生事業者（1971 年～1986 年
まで 1社）では、再生絶縁油と再生潤滑油の製造ラインが洗浄の上共用さ
れていたが、ＰＣＢ添加の使用済み潤滑油から再生絶縁油へ汚染が拡大し

た可能性がある。 

 
 
 
 

 x



    注）  図中の①～⑦は本文中の当該項目をいう。 
 
（２）合成絶縁油メーカーによる混入・汚染拡大 

ＰＣＢ混入の可能性は確認するに至らなかった。 

カー（１社）では、新油絶縁油の製造設備で再生合成

絶縁油（２種１号）を製造していたが、新油絶縁油と再生絶縁油の半製品

ていた可能性は否定できないとの説明があったことか

                                        

                                         

                                         

                             

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                   

                             

                                         

                                         

                                         

                                         

                                        

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                  

絶縁油メーカー

における混入 

原料調達 

製造ライン

絶縁油の出

荷・輸送 

原油 

①②再生油原料 

⑤原料タンク受入～タンク 

③再生設備 

③⑦配管系統 

⑥製品タンク 

出荷設備 

④ローリー等輸送設備 

④原料輸送 

③白土処理 

③蒸留処理 

イ．油へのＰＣＢ混入 

ロ．ＰＣＢ汚染の拡大 
① 再生合成絶縁油メー

送油ラインが繋がっ

ら、仮に再生絶縁油にＰＣＢが混入していた場合、再生合成絶縁油及び再

生合成絶縁油の貯蔵タンク等が汚染され再生合成絶縁油へ汚染が拡大した
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可能性がある。 
合成絶縁油メーカー（１社）では、再生絶縁油の蒸留製造設備で新油合成

絶縁油（２種４号）も製造しており、仮に再生絶縁油にＰＣＢが混入して

いた場合、新油合

② 

成絶縁油へ汚染が拡大した可能性がある。 
 
（３）電

イ．

① 1972年以前にはＰＣＢを使用（26社中 22社）しており、その有害性は認
、試験作業等の作業上の不注意に

及び再生絶縁油並びに合成絶縁油にＰＣＢが混入した

 

製造ライン撤去後に合成絶縁油の製造ラインを設置した

とＪＥＭＡ報告書で報告されている。 
 

ロ．

② 41 年から行われ、日本工業規格 C 
2320（電気絶縁油）に再生絶縁油についての概念が盛り込まれたのは 1955

器メーカーが再生絶縁油を使用開始したと認識したの

③ 

社、1977年～1984年 1社、1978

 

気機器メーカーによる混入・汚染拡大 
油へのＰＣＢ混入 

識されてなかったため、機器組立、注油

起因して新油絶縁油

可能性がある。 

なお、ＰＣＢと新油絶縁油、ＰＣＢと再生絶縁油の製造ラインは分離さ

れており、ＰＣＢ

ＰＣＢ汚染の拡大 
 絶縁油メーカーの再生絶縁油製造は 19

年である。一方、機

は 1968 年であることから、それ以前においては、絶縁油の委託再生を行
っていなかった機器メーカーでは再生絶縁油と新油絶縁油の区分認識がな

かったと考えられる。このため、再生絶縁油として製造された絶縁油であ

ったとしてもその特性が日本工業規格を満たしていれば新油絶縁油と認識

し、受け入れタンクを区分することなく受け入れしたと考えられ、再生絶

縁油にＰＣＢが混入していた場合、タンクおよび機器製造ラインで新油絶

縁油に汚染が拡大した可能性がある。 
ＪＩＳ電気絶縁油にはＰＣＢが混入しているとの認識がないことから、一

部の電気機器メーカー（７工場）では 1968年から 1989年までの間（1968
年～1969年 1社、1974年～1984年 1
年～1988年 1社、1978年～1989年 1社、1982年～1986年 1社、1984
年～1989年 1社）、新油絶縁油と再生絶縁油使用の機器製造ラインが共有
されていたため（油タンクは分離されていた）、再生絶縁油にＰＣＢが混入

していた場合、新油絶縁油へ汚染が拡大した可能性がある。 
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（ ）ＯＦケーブルメーカーによる混入・汚染拡大 
イ．油へのＰＣＢ混入 

。 
 

ロ．Ｐ

① 絶縁油メーカーの再生絶縁油製造は 1941 年から行われ、日本工業規格 C 
に再生絶縁油についての概念が盛り込まれたのは 1955

                                        

                                         

                                         

                                        

                                         

                                         

                                         

                                         

                             

                                         

                                         

                                         

                                         

                                        

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                        

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                    

機器メーカー 
における混入 

使用材料 

製造ライン

人的要因 

加工用使用潤滑油 

内部構成部品・材料 

②絶縁油ローリー受入口～配管 

②貯蔵タンク ドラム缶 

②③油配管 ②③送り配管 

②③戻り配管 

②③浄油機 

②③注入口 

①組立作業 

①注油作業 

①試験作業 

①工具 

４

ＰＣＢ混入の可能性は確認するに至らなかった

ＣＢ汚染の拡大 

2320（電気絶縁油）
年である。一方、ＯＦケーブルメーカーは全年代で新油絶縁油のみの使用
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であったと認識している。このことから、1955年以前は、再生絶縁油メー
カーにおいて再生絶縁油として製造された絶縁油であったとしてもその検

査成績値が各社の購入仕様を満たしていれば新油絶縁油と認識し、受け入

れしたと考えられ、その場合タンクおよび機器製造ラインでＰＣＢが混入

した再生絶縁油から新油絶縁油に汚染が拡大した可能性がある。 
1955年以降 1972年までの間において、ＰＣＢは広く使用されその有害性
は認識されておらず、何らかの原因でＰＣＢに汚染された新油絶縁

② 
油がＯ

③ 
槽等を通

 

Ｆケーブルメーカーに入荷した場合、その製品性能が各社の購入仕様を満

足すれば通常の新油として受け入れたと考えられ、その場合、タンク及び

製造ラインにＰＣＢが混入し、汚染が拡大した可能性がある。 
新油絶縁油がＰＣＢに汚染されていた場合、ケーブル増設による割入れや

ケーブル引き替えの際に、汚染新油絶縁油に使用された工事用油

じて他の新油絶縁油に汚染が拡大した可能性がある。また、汚染されてい

た既設ラインとの接続により汚染が伝播した可能性がある。 
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ＯＦｹｰﾌﾞﾙﾒｰｶｰ

における混入 

使用材料 

製造ライン

ＯＦｹｰﾌﾞﾙ 
設備施工 

加工用使用潤滑油 

導体・絶縁体・金属被

ＯＦケーブル製造 

ＯＦｹｰﾌﾞﾙ輸送 

施工 

③割入れ、引き替

え 

③工事用資機材 

③既存ライン伝播 

ＯＦｹｰﾌﾞﾙ設備製造

①②絶縁油入荷～配管 

絶縁油脱気処理 

紙巻～注油～防食層被覆 

給油設備製造 油槽・バルブパネル・給油管

工事用機材製造

／組立 

作業用油槽・給油管 

絶縁油給油工具類 

 
 

（５）機器ユーザーによる混入・汚染拡大 
イ．油へのＰＣＢ混入 

ＰＣＢ混入の可能性は確認するに至らなかった。 
ロ．ＰＣＢ汚染の拡大 
① 絶縁油メーカーの再生絶縁油製造は 1941 年から行われていたが、日本工
業規格 C 2320（電気絶縁油）に再生絶縁油についての概念が盛り込まれた
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のは 1955年である。このため 1955年以前において機器ユーザーでは、委
託再生を行っていなかった絶縁油について、日本工業規格を満たしている

絶縁油であれば再生絶縁油と新油絶縁油の区分認識がなく受入使用したと

考えられる。その場合、封じ切り機器以外の機器に対して注油した再生絶

縁油にＰＣＢが混入していれば、結果的に既に充填されていた新油絶縁油

へ汚染が拡大した可能性がある。 
また 1955 年以降においても、機器ユーザーは絶縁油メーカーから直接

購入したり、または電気機器メーカー等に対して絶縁油メーカー・製品名

を指定購入してきた。従って封じ切り機器以外の機器に対して結果的に注

油した再生絶縁油にＰＣＢが混入していれば既に充填されていた新油絶縁

油へ汚染が拡大した可能性がある。 
② 機器ユーザーでは、一部の機器において電気絶縁油が劣化した場合、電気
絶縁油の交換を行い、機器トラブルがある場合、補修作業等を行っている。

機器中の新油絶縁油を抜出し機器をメンテナンスする際、機器ユーザーは

ＪＩＳを満たしている絶縁油を電気機器メーカー等に対し指定して購入し

ており、仮にＰＣＢが混入した再生絶縁油を入れたことのあるタンク等を

使用したとすれば結果的に新油絶縁油へ汚染が拡大した可能性がある。 
 

なお、電力用コンデンサ等、ユーザーがメンテナンスを行わない封じ切

り機器では、ユーザーによる汚染の可能性はない。 
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 機器ユーザー
における混入 

現地注油 

油交換・注ぎ足し 

メンテナンス 

輸送設備 

絶縁油 

①絶縁油 

脱気処理 

②タンク 

工具等 

②脱気処理等設備 

②タンク 

 
 
（６）機器廃棄及び廃油回収等における混入・汚染拡大 
イ．油へのＰＣＢ混入 
① ＰＣＢが使用禁止になる 1972 年まで、ＰＣＢは各方面で広く使用されて
おり、その有害性は認識されていなかったため、ＰＣＢを使用した電気機

器メーカー、ＰＣＢ電気機器ユーザー、その他ＰＣＢ使用メーカー等にお

いては廃棄時に必ずしも廃油種類毎に区分することなく収集保管をし、廃

油処理業者または廃油回収業者に委託していたと考えられる。また廃油回

収業者においても、特に小口の廃油排出メーカー等からの回収については

数カ所の事業所からの混合回収がされたと推定されることから、再生絶縁

油メーカーに原料油として販売された使用済み絶縁油には廃棄されたＰＣ

Ｂが混入していたことが想定される。 
② ＰＣＢが使用禁止された 1973 年以降においても、使用済みとなったＰＣ
Ｂ使用電気機器が機器銘板の脱落等ＰＣＢ入の有無が判別出来なかった理
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由により解体業者に廃棄委託したと考えられる。また機器から絶縁油を抜

油して廃油回収業者に委託する際、排出メーカー・ユーザーが廃棄する廃

油のＰＣＢ分析や内容確認のないまま委託したと考えられる。一方、廃油

回収業者においても、特に小口の廃油排出メーカー等からの回収について

は数カ所の事業所からの混合回収がされたと推定されることから、再生絶

縁油メーカーに原料油として販売された使用済み絶縁油中に廃棄されたＰ

ＣＢが混入していたことが想定される。 
 

ロ．ＰＣＢ汚染の拡大 
③ 機器メーカー、機器ユーザー及び再生絶縁油メーカーにはＰＣＢが混入し
ているという認識はなかったものの、仮に再生絶縁油にＰＣＢが混入して

いた場合、ＰＣＢが混入した再生絶縁油から新油絶縁油に汚染が拡大した

可能性は否定できない。その場合には、機器メーカー及び機器ユーザー等

から廃棄された新油絶縁油の使用機器から回収・製造された再生絶縁油に

もＰＣＢが混入していたことになり、結果的に 1990 年までは再生絶縁油
メーカーの原料から汚染が拡大した可能性がある。 

 
3.4 汚染範囲の特定について 

アンケート調査、現地ヒアリング、検出事例等によって確認された混入原因か

ら、ＰＣＢが混入していない絶縁油等は以下のとおりと考えられる。 
 

3.4-1 電気絶縁油の製造年代について 
１）再生絶縁油について、ＰＣＢ国内生産が開始されていない 1953年以前に製造
された再生絶縁油は、原料としての使用済み絶縁油に廃ＰＣＢ等が回収・混入さ

れることもないことから混入の可能性はない。 
２）新油絶縁油について、ＰＣＢ国内生産が開始されていない 1953年以前に製造
された新油絶縁油および再生絶縁油が生産停止された 1990年２月以降に製造さ
れた新油絶縁油は、製造段階においてＰＣＢが混入する可能性はない。 

３）合成絶縁油について、合成絶縁油メーカーが 1974 年から 1990 年までの間、
再生絶縁油の製造設備と新油合成絶縁油の製造設備を共用しており、また再生絶

縁油メーカーは 1971年頃から 1975 年頃までの間、新油絶縁油の製造設備で再
生合成絶縁油を製造していたが、新油絶縁油と再生絶縁油の半製品送油ラインが

繋がっていた可能性は否定できないとの説明があったことから、仮に再生絶縁油

にＰＣＢが混入していた場合、再生合成油の貯蔵タンク等が汚染され再生合成絶

縁油へ汚染が拡大した可能性がある。 
これら２社の合成絶縁油メーカー以外で輸送においても合成絶縁油専用車で

輸送していたメーカーが製造した合成絶縁油にはＰＣＢ混入の可能性はない。 

 xviii



 
3.4-2 電気機器の製造年代について 
１）ＰＣＢが製造されていなかった 1953年以前に製造された国内メーカー製の電
気機器の新油絶縁油、再生絶縁油にＰＣＢが混入する可能性はないことから、混

入の可能性はない。 
２）1990 年以降に製造された機器については、全て新油絶縁油により製造された
機器であるが、そのうち 1990年以前から新油絶縁油（再生絶縁油も製造してい
たメーカーからの調達を除く）のみを購入していた機器メーカー・事業場の機器

には混入の可能性はない。 
３）1990 年以前において、再生絶縁油を購入していた機器メーカー・事業場、あ
るいは再生絶縁油も併産していたメーカーから調達された新油絶縁油を購入し

ていた機器メーカー・事業場において、1990 年時点で新油絶縁油の受入タンク
がＰＣＢに汚染されていた可能性があると想定し、その後の新油絶縁油受入によ

ってタンク内で 0.5ppm 以下に入れ替わると想定される年数を加えた時期以降

に製造された機器には混入の可能性はない。 
４）1990 年２月以降に製造された新油絶縁油を購入し、絶縁油メーカーから直接
現地に運搬し、現地注油した機器には混入の可能性はない。 
ただし、輸送時における混入の可能性については今後の議論が必要である。ま

た、機器製造後において確実に混入の可能性が否定できるのは封じきり機器であ

り、封じきり機器以外の機器のその後の油交換やメンテナンスによる混入の可能

性については、その確認方法について今後の議論が必要である。 
既に述べたように、1990年以降に製造された機器からのＰＣＢ検出事例が著

しく減少していることは、上記の事実と整合的である。 
 

なお、現地ヒアリングの結果を受け、現在も使用されている再生潤滑油へのＰＣ

Ｂ混入の可能性についてあらためて経済産業省より潤滑油協会等に確認した結果

は以下のとおりである。 
一般に潤滑油そのものが使用時に酸化、熱劣化により数年程度の寿命しかなく、

繰り返し再生されることが殆どないこと、再生潤滑油そのものは基本的に受託再

生であることなどから、仮に過去ＰＣＢ添加の潤滑油が一般潤滑油に混入する可

能性があったとしても、30年以上経過した現在、再生潤滑油へのＰＣＢ混入はな
いと言える。 
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１．はじめに 
平成 12年７月、（社）日本電機工業会（以下「ＪＥＭＡ」という）会員企業の 3
社に対して、ユーザーからポリ塩化ビフェニル（以下「ＰＣＢ」という）を使用し

ていないとする変圧器に充填された電気絶縁油から微量のＰＣＢが検出された旨

の連絡があった。これを受けＪＥＭＡでは、会員企業に対して過去におけるＰＣＢ

検出事例の有無を確認した結果、６社が製造した変圧器等で微量のＰＣＢ検出事例

が存在することが判明した。さらにＪＥＭＡでは、電気機器の製造工程及び当該機

器に使用した電気絶縁油についても調査した結果、６社が製造した一部の電気機器

にはＰＣＢ不含見解の得られない再生電気絶縁油（以下、「再生絶縁油」という）

が使用されており、微量ＰＣＢ混入の可能性が否定できないことが判明したため、

この調査結果を平成 14年７月に経済産業省及び環境省に対して「微量ＰＣＢ検出
にかかる調査について」として報告した。 
この報告に対し、環境大臣及び経済産業省製造産業局長は、平成 14 年７月 12
日付け通達により、ＪＥＭＡ及び微量のＰＣＢ検出事例等があった 10社に対して、
①ＰＣＢ含有の判別を行う調査、②原因の解明、③関連ユーザーへの情報提供等の

指示をしたことから、ＪＥＭＡでは電気機器を製造する会員企業 26社で構成する
「微量ＰＣＢ検出変圧器等対策検討委員会」を設置し、電気絶縁油及びＰＣＢの使

用状況を調査するほか、電気機器ユーザー及び経済産業省資源エネルギー庁資源・

燃料部長から（社）潤滑油協会を通じてＪＥＭＡが実施する調査への協力を要請さ

れた電気絶縁油メーカーの協力を得て微量ＰＣＢ混入原因の解明調査を実施し、平

成 15年 11月に「変圧器等への微量 PCBの混入可能性に関する調査結果について」
（以下「ＪＥＭＡ報告書」という）として、経済産業省及び環境省に報告した。 
ＪＥＭＡ報告書における調査は電気機器メーカーにおける使用電気絶縁油の状

況、ＰＣＢ不含確認状況、電気絶縁油入り電気機器の種類と生産台数、製造工程で

の混入の可能性、製造工程における人的要因の調査、電気機器に使用した部品・材

料等の調査、微量ＰＣＢ検出事例のあった機器メーカーが自社の製造機器に対して

新たに充填されている電気絶縁油のＰＣＢを分析したサンプル調査、ユーザーから

の検出事例連絡を基にした調査、並びに電気絶縁油メーカーの原料調達・精油工

程・輸送から機器メーカーの製造工程等を経て納入後の機器における混入の可能性

まで広範囲に実施されたものの、電気絶縁油のライフサイクル上のどの段階で微量

ＰＣＢが混入したかについての原因解明と汚染範囲の特定には至らなかった。 
経済産業省及び環境省は、ＪＥＭＡ報告書による電気絶縁油中の低濃度ＰＣＢは

変圧器等電気機器内部に密閉された状態にあり、直ちに生活環境への影響が懸念さ

れるものではないが、このような低濃度ＰＣＢ汚染電気絶縁油が充填している変圧

器等電気機器（以下、「低濃度ＰＣＢ汚染電気機器」という）については、その実

態を踏まえＰＣＢ廃棄物として確実かつ適正に対応する必要があると判断し、電気

絶縁油のライフサイクルに係わる全ての関係者の協力を得て追加調査を行い、原因
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究明を図るとともに、低濃度ＰＣＢ汚染電気機器に対する特定や対応の基本的方向

を検討するために、共同して平成 15年 12月 26日、専門家８名からなる「低濃度
ＰＣＢ汚染物対策検討委員会」（委員長：永田勝也 早稲田大学理工学部機械工学

科教授）を設置した。 
また、同委員会のもとで関係業界等の協力を得て汚染原因究明に係わる情報の収

集、整理等を行うために、「原因究明ワーキンググループ」（主査：宮崎 章 産業
技術総合研究所つくばセンター西事業所管理監、副主査：酒井 伸一 国立環境研
究所循環型社会形成推進・廃棄物研究センター長）を平成１6年２月９日に設置し
た。 
なお、調査を進める過程の平成 16年２月には、電気絶縁油を用いる地中送電線
として設置されているＯＦケーブルの電気絶縁油からも低濃度のＰＣＢが検出さ

れ、明確な混入原因が究明できなかったとする内容の報告「ＯＦケーブル設備から

の微量ＰＣＢ検出とその対応について」（以下「ＯＦケーブル報告書」という）が

電線メーカー９社から経済産業省に対して行われたため、ＯＦケーブル中の電気絶

縁油の低濃度ＰＣＢ混入原因についても併せて調査を進めることとした。 
本報告書は、以上のような経緯に基づく、原因究明ワーキンググループによる電

気機器に使用されている電気絶縁油への低濃度ＰＣＢ混入の原因究明に関する調

査報告書である。 
原因究明調査は、ＪＥＭＡ報告書及びＯＦケーブル報告書を参考とした上で、電

気絶縁油のライフサイクルに係わる関係業界等の協力を得てアンケート及びアン

ケートに基づく現地ヒアリング及び低濃度ＰＣＢ検出事例における追跡調査を実

施するとともに各電気機器の電気絶縁油のＰＣＢ分析情報を収集し、これらを通し

て得たデータ及び資料等を整理・解析することにより原因究明結果としての原因者

特定、汚染機器種類の特定、製造年代の特定等を行った。 
また、原因究明を行うにあたっては、国内でＰＣＢが製造されていなかった 1953
年以前、ＰＣＢが優れた特性と安定した品質を有することから国内で製造され、電

気絶縁油として使用され、取扱い者に有害性の認識がなかった 1954～1972年、カ
ネミ油症事件（1968 年）をきっかけにＰＣＢの有害性が明らかになり製造が中止
となった 1973年以降、再生絶縁油の使用が中止となった 1990年以降とそれぞれ
の年代におけるＰＣＢに関する取扱い者の認識やその取扱いの差異についても明

らかとなるよう試みた。 
なお、調査を進める中で一部の電気絶縁油メーカーにおいてＰＣＢ規制以前にＰ

ＣＢ添加潤滑油の製造が行われていたことが判明したため、潤滑油メーカーに対す

る潤滑油の製造・リサイクル等におけるＰＣＢ管理状況等について経済産業省が行

った調査結果等も含めて報告書となった。 
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２．調査の目的及び調査概要 

2.1 調査の目的 

ＪＥＭＡ報告書及びＯＦケーブル報告書の検証並びに変圧器等及びＯＦケー

ブルに係わる電気絶縁油のライフサイクル関係者に対する調査等により、変圧

器等及びＯＦケーブルに使用されている電気絶縁油の低濃度ＰＣＢ汚染の原因

究明を行うとともに、変圧器等及びＯＦケーブルに使用されている電気絶縁油

の低濃度ＰＣＢ汚染範囲の特定やその処理に必要な基礎的情報を収集すること

を目的とした。 
 
2.2 調査項目及び調査方法 

調査に先立ち、ＪＥＭＡ報告書及びＯＦケーブル報告書並びにそれらの関連デ

ータ等を基礎資料として活用した。 

その上で、電気絶縁油のライフサイクルの観点で調査が不十分であったとされ

る内容を中心に、電気絶縁油メーカー、電気機器メーカー及び機器ユーザーを対

象とするアンケート及びアンケートに基づく現地ヒアリングを実施した。併せて、

変圧器等及びＯＦケーブルに使用されている電気絶縁油のＰＣＢ分析情報を収

集し、整理・解析した。 

また、委員、専門委員の共有情報としてその調査の背景となる調査前提（３．

の章で述べる）についても事前に極力収集、整理した上で調査を実施した。 

なお、平成元年の石油部精製課長通達以前はライフサイクル関係者のほとんど

が電気絶縁油中のＰＣＢ分析を実施しておらず、当時の資料も少ないことに加え、

ＰＣＢの検出事例は複数の汚染原因が想定され、汚染原因の特定には困難を極め

たことから、追加的に汚染想定原因が少ない検出事例データを抽出し、その対象

機器の混入原因を究明する追跡調査を行った。 
同じく調査を進めるなかで一部の電気絶縁油メーカーにおいてＰＣＢ規制以

前にＰＣＢ添加潤滑油の製造が行われていたことが判明し、潤滑油の製造及びリ

サイクルの工程で電気絶縁油等へのＰＣＢ混入の可能性が懸念されることとな

った。 
このため経済産業省では、ＰＣＢを含有した電気絶縁油以外の潤滑油等の製

造・再生状況並びに昭和 50 年及び平成元年に通商産業省（当時）が全国石油工
業協同組合等に対して発出した廃油の再生処理を行う場合はＰＣＢ等が混在し

ないことを確認した上で行うこと等を内容とする通知に対する対応状況等につ

いて確認する調査を実施した。 
さらに、ＪＥＭＡ報告書提出時点ではＰＣＢが検出されていなかったコンデン

サ等に充填された合成電気絶縁油（以下、「合成絶縁油」という）からも低濃度

ＰＣＢの検出事例が報告されたことから、合成絶縁油メーカーに対してのアンケ

ートも行うこととなった。 
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原因究明のために実施した調査及びデータ収集は以下のとおりである。 

 

（１）原因究明アンケート調査（実施時期：平成 16年３月） 
     イ．電気絶縁油メーカーアンケート－１ 
     ロ．電気絶縁油メーカーアンケート－２ 
     ハ．電気機器メーカーアンケート 
     ニ．機器ユーザーアンケート 
 
（２）現地ヒアリング（実施時期：平成 16年３～７月） 

     イ．電気絶縁油メーカーヒアリング 
     ロ．電気機器メーカーヒアリング 
     ハ．ＯＦケーブルメーカーヒアリング  
 
（３）低濃度ＰＣＢ混入原因が限定される検出事例における混入原因の追跡調査

（実施時期：平成 16年８月～平成 17年１月） 
     イ．電気機器メーカーにおけるＰＣＢ混入原因の追跡調査及び検証ヒアリン

グ 
     ロ．ＯＦケーブルメーカーにおけるＰＣＢ混入原因の追跡調査 
     ハ．電気絶縁油メーカーにおけるＰＣＢ混入原因の追跡調査 
 
  （４）経済産業省アンケート等（実施時期：平成 16年８～９月） 
     イ．ＰＣＢ含有製品メーカー及び潤滑油等の再生事業メーカーアンケート 
     ロ．ＰＣＢメーカーアンケート 
 
  （５）合成電気絶縁油アンケート（実施時期：平成 16年 12月～） 
 
  （６）検出事例サンプル再分析（実施時期：平成 16年８月～） 
 
  （７）検出事例・ＮＤデータ収集（実施時期：平成 16年９月～） 
 

（８）同族体分析データ収集（実施時期：平成 16年８月） 
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３．調査前提の確認 
3.1 これまでのＰＣＢ関連行政措置 

昭和 47 年３月、関係団体に対する通商産業省局長通知によるＰＣＢ使用電気
機器の生産自粛、輸入自粛、使用自粛の要請から始まったＰＣＢ関連の各種行政

対応は、新たな事実確認等に対応して、ＰＣＢ使用電気機器にとどまらず、ＰＣ

Ｂ、ＰＣＢ廃棄物等について所管の官庁から法規制や関係団体等に対する通知等

が適時措置されてきた。 
また、ＪＥＭＡ報告書が経済産業省及び環境省へ提出された以降も新たな事実

確認等に対応して、適時行政対応が措置されてきた。 
主な行政措置は以下のとおりである。 

 
（１）ＰＣＢ使用電気機器関係 
昭和 47 年３月 通商産業省重工業局長 ｢PCB を使用する機器の生産自粛に

ついて｣（PCB を使用するトランス、コン
デンサ等閉鎖系機器のメーカーに対する生

産中止要請） 
通商産業省重工業局長・通商局長通知 ｢PCB使用機器の輸

入自粛について｣（PCB を使用する閉鎖系
機器の輸入中止要請） 

通商産業省公益事業局長通知 ｢PCB 使用電気機器の使用
自粛について｣（PCBを使用したトランス、
コンデンサ等の使用自粛） 

昭和 51年 10月 ｢電気設備に関する技術基準を定める省令｣の改正 
（PCB使用電気機械器具の電路への新たな施設禁止） 

昭和 51 年 11 月 通商産業省機械情報産業局長による「PCB 使用重電器の使
用保管状況監視指導要綱」の策定 

平成 13年 10月 ｢電気関係報告規則｣の改正 
（使用中の PCB使用電気機器の報告制度の創設） 

（２）ＰＣＢ関係 
昭和 48年 10月 ｢化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律｣の制定 

（PCBの製造・使用・輸入の事実上の禁止） 
（３）ＰＣＢ廃棄物関係 
昭和 48年 ８月 厚生省環境衛生局長、通産省機械情報産業局長通知 ｢PCB

使用部品を含む廃棄家電製品に関する協力要請について｣ 
昭和 48 年 ８月 厚生省環境衛生局環境整備課長通知 ｢PCB 使用部品を含

む廃棄家電製品の処理について｣ 
（PCB使用部品の取外し及びメーカー保管等） 
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昭和 50年 12月 ｢廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令｣改正 
（PCBを有害物質に指定） 

昭和 51年３月  厚生省水道環境部整備課長通知 ｢PCBを含む廃棄物の処理
対策について｣（PCB使用部品を含む廃家電製品、PCB使用
機器、PCB入り廃感圧複写紙の処理） 

昭和 51年３月  環境庁水質保全局長、厚生省水道環境部長 
｢廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正す

る政令の施行について｣ 
（廃家電製品の処分基準、廃 PCB等の処分基準） 

平成３年 10月 ｢廃棄物の処理及び清掃に関する法律｣改正 
（特別管理産業廃棄物定義、処理基準、保管基準、管理責

任者等） 
平成 13 年６月 ｢ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特

別措置法｣（PCB廃棄物の届出） 
（４）潤滑油、電気絶縁油製造等のＰＣＢ関係 
昭和50年10月 通商産業省資源エネルギー庁石油部精製課長から全国石油工

業協同組合等に対する通知 ｢PCB による汚染防止につい
て｣ 
（①潤滑油、工作油剤等の用途への PCB使用禁止、②廃油
再生を行う場合は、ＰＣＢ等有害物質が混在しないことを

確認） 
平成元年 11 月 通商産業省資源エネルギー庁石油部精製課長から全国石油工

業協同組合等に対する通知 ｢PCB による汚染防止につい
て｣ 
（①潤滑油の製造又は廃油の再生処理に当たっては PCB
使用禁止。②現在、廃油の再生処理を行っている場合は、

再生処理工程においてＰＣＢが混在しないことを確認。③

廃油の再生処理を行う場合は、ＰＣＢが混在しないことを

確認。） 
（５）ＪＥＭＡ報告書、ＯＦケーブル報告書関係 
平成 14 年７月  経済産業省原子力安全・保安院通達 「微量のＰＣＢ混入

の可能性が否定できない変圧器等電気機械器具に係る対

応について」 
平成 14 年７月  環境大臣「変圧器等の微量ＰＣＢ検出に関する調査及び情

報提供について」 
平成 14年７月  環境省廃リ部長 「変圧器等重電機器からの微量の PCBが

検出された事案について」 



 9

平成 15年 11月 経済産業省原子力安全・保安院電力安全課長から関係団体及
び電気事業者に対する通知 
（平成 14年７月に求めた対応の周知徹底） 

平成 15年 11月 環境省廃リ部長 ｢変圧器等の微量PCB検出に関する情報提
供等について｣ 

環境省廃リ部長 ｢変圧器等重電機器からの微量のPCBが検
出された事案について｣ 

平成 16 年２月  経済産業省原子力安全・保安院長通達「微量のＰＣＢ混入
の可能性が否定できないＯＦケーブル設備に係る対応に

ついて」 
平成16年２月  環境省廃リ部長 ｢重電機器等から微量のPCBが検出された

事案について｣・「ＯＦケーブルから微量の

ＰＣＢが検出された事案について」 
平成 16年３月 「電気関係報告規則」の改正 

電気関係報告規則に基づき使用中の PCB 使用機器として
届出を要する電気工作物を定める告示 
（微量 PCB を含有する絶縁油を使用する電気工作物の届
出を確実にするため、届出対象を拡大） 

 
3.2 日本工業規格（JIS）C 2320 「電気絶縁油」の変遷 

電気絶縁油は昭和 25年７月、JIS C 2320で「油入コンデンサ、油入ケーブル、
油入変圧器及び油入遮断器に用いる絶縁油に適用。絶縁油は、精製した淡黄色透

明の鉱油で、水分、浮遊物その他の有害なるものを含んでいてはならない」もの

として規定化された。その後、昭和 53年には JIS C 2320に５種類の合成絶縁油
が追加された。詳細は表 3.2-1のとおりである。 
再生絶縁油が JIS C 2320の解説において初めて記載されたのは、昭和 30年の
改正であり、解説の適用範囲の項に、｢なお、再生絶縁油は、この規格項目の条

件をみたすかぎり、別段除外されない｣とされた。その後、昭和 53年（1978R）
の改正において当該記述は削除され、平成５年の改正においては使用範囲の項に、

｢この規格は、油入コンデンサ、油入ケーブル、油入変圧器、油入遮断器などに

用いる使用前の電気絶縁油について規定する｣とされた。 
一方、外観、動粘度、引火点等の品質の検査については、昭和 57 年の改正に
おいて｢検査は受渡し時におこなうもの｣と記載され、平成 11 年の改正において
も当該記述は記載されている。また、平成 11 年の改正では、配送及び引渡しの
一般的な要求事項として、「電気絶縁油は特別に洗浄されたタンクローリー車、

タンク車又はドラムで配送し引き渡される」と記載された。 
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号

（
主
と
し
て
）
高
電
圧
大
容
量
油
入
変
圧
器
（
な
ど
に
用
い
る
。
）

5
種

7
種

ア
ル
キ
ル

ベ
ン
ゼ
ン

鉱
油

ア
ル
キ
ル
ナ
フ
タ

レ
ン
ア
ル
キ
ル
ジ
フ
ェ

ニ
ル
ア
ル
カ
ン

シ
リ
コ
ー
ン
油

鉱
油
、
ア
ル
キ
ル
ベ
ン
ゼ
ン

1
種

2
種

（
主
と
し
て
）
油
入
コ
ン
デ
ン
サ
（
な
ど
に
用
い
る
。
）

主
な
成
分

分
岐
鎖
形
直
鎖
形

ポ
リ
ブ
テ
ン

鉱
油

鉱
油

（
主
と
し
て
）
油
入
コ
ン
デ
ン
サ
、
油
入
ケ
ー
ブ
ル
（
な
ど
に
用
い
る
。
）

（
主
と
し
て
）
油
入
コ
ン
デ
ン
サ
、
油
入
ケ
ー
ブ
ル
（
な
ど
に
用
い
る
。
）

（
主
と
し
て
）
油
入
コ
ン
デ
ン
サ
（
な
ど
に
用
い
る
。
）

3
種

4
種

4
号

1
号
2
号

3
号

1
号
2
号
3
号

種
類

1
9
5
0
年
7
月
～
1
9
6
6
年
5
月

1
9
6
6
年
6
月

～
1
9
7
8
年
1
1
月

1
9
7
8
年
1
2
月

～
1
9
8
8
年
2
月

1
9
8
8
年
3
月

～
1
9
9
3
年
6

月

1
9
9
3
年
7
月

～
1
9
9
9
年
2

月

1
9
9
9
年
2
月

～

表
3
.2
-
1
　
J
IS
 C
 2
3
2
0
 電
気
絶
縁
油
に
お
け
る
絶
縁
油
の
種
類
の
変
遷

J
IS
 C
 2
3
2
0
-
1
9
5
5
 （
1
9
5
5
年
6
月
改
正
）
絶
縁
油
 の
解

説
で
、
「
再
生
絶
縁
油
は
、
こ
の
規
格
項
目
の
条
件
を
み

た
す
か
ぎ
り
、
別
段
除
外
さ
れ
な
い
も
の
で
あ
る
。
」
と
記

載
。

J
IS
 C
 2
3
2
0
-
1
9
9
3
（
1
9
9
3
年
7
月
改
正
）
 絶

縁
油
 で
、
規
格
の
対
象
と
な
る
絶
縁
油
は
、

「
使
用
前
の
絶
縁
油
を
対
象
」
と
な
っ
た
。

J
IS
 C
 2
3
2
0
-
1
9
8
2
 絶
縁
油
（
1
9
8
2
年
1
1
月
改
正
）

以
降
、
品
質
の
規
定
に
関
す
る
適
合
検
査
は
、
「
受

渡
し
時
に
行
う
も
の
と
す
る
。
」
と
記
載
。
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3.3 日本工業規格（JIS）C 2321「不燃性絶縁油」の変遷 

昭和 32年に制定され、昭和 47年に廃止となった JIS C 2321「不燃性絶縁油」
の変遷（表 3.3-1）について、適用範囲は JIS制定時から廃止まで変化はなく、
種類については、昭和 35年に 1号が 1号 300と 1号 500に区分され、昭和 45
年には 1号 300が低粘度のもの、1号 500は高粘度のものと追記された。2号 A
及び B については JIS 制定時から廃止まで変化はない。材料及び品質（加工方
法）については種類の増加に伴って変化している 
なお、鐘ヶ淵化学工業（株）のパンフレットによるとコンデンサ油の用途には

カネクロール 300（三塩素化ジフェニル）、400（四塩素化ジフェニル）、500（五
塩素化ジフェニル）が用いられ、トランス油にはカネクロール 1000（カネクロ
ール 500と三塩素化ベンゼンの混合物）が用いられていると記載されている。 

 
表 3.3-1 不燃性絶縁油の適用範囲等 

 
3.4 新油電気絶縁油と再生電気絶縁油の定義 

JIS C 2320電気絶縁油では、昭和 30年にＪＩＳ解説において、「なお、再生
絶縁油は、この規格項目の条件をみたすかぎり、別段除外されないものである」

と記載され、新油電気絶縁油（以下、「新油絶縁油」という）及び再生絶縁油に

関する電気絶縁油の区分の定義はなく、規定されている特性及び品質を満たせば

何れも同じ電気絶縁油であった。 
一方、ＪＥＭＡ及び（社）潤滑油協会における新油絶縁油及び再生絶縁油の定

義は、表 3.4-1のとおりであり、再生絶縁油の定義については、ＪＥＭＡと（社）
潤滑油協会では差異があった。 
なお、本原因究明ワーキンググループでは、新油絶縁油及び再生絶縁油はそれ

ぞれ次のように定義する。 
新油絶縁油：JIS C 2320-1999に定義されている原油を精製した炭化水素を主

成分とする鉱油からなる未使用の電気絶縁油 

JIS C 2321-1957 JIS C 2321-1960 JIS C 2321-1963 JIS C 2321-1970

適用範囲

1号；おもにコンデンサに用いるもの
1号300；おもにコンデンサに用いる
低粘度もの

1号500；おもにコンデンサに用いる
高粘度もの

材料およ
び品質（加
工方法）

不燃性絶縁油は精製した無色ないし
淡黄色透明の合成油で、1号は塩化
ジェフェニルを、2号は塩化ジフェニ
ルと塩化ベンゼンとをそれぞれ主成
分とし、水分・浮遊物その他の害に
なるものを含んでいないものとする

不燃性絶縁油は精製した無色ないし淡
黄色透明の合成油で、1号300は三塩
素化ジェフェニルを、1号500は五塩素
化ジェフェニルを、2号は塩化ジフェニ
ルと塩化ベンゼンの混合物で、いずれ
も水分・浮遊物その他の害になるもの
を含んでいない

この規格は、コンデンサ、変圧器などに用いる不燃性絶縁油について規定する。

1号300；おもにコンデンサに用いるも
の

1号500；おもにコンデンサに用いるも
の

不燃性絶縁油は精製した無色ないし
淡黄色透明の合成油で、1号300は三
塩素化ジェフェニルを、1号500は五
塩素化ジェフェニルを、2号は塩化ジ
フェニルと塩化ベンゼンとをそれぞれ
主成分とし、水分・浮遊物その他の害
になるものを含んでいない

種類
2号A；おもに変圧器に用いるもので安定剤を含まないもの

2号B；おもに変圧器に用いるもので安定剤を加えたもの
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再生絶縁油；使用済み絶縁油を原料として、ＪＩＳ規格に適合する特性及び品

質に再精製・加工した電気絶縁油 

 

表 3.4-1 各業界の新油絶縁油及び再生絶縁油の定義とＪＩＳ定義の比較表 

 
 
 

新油電気絶縁油 再生電気絶縁油 電気絶縁油

（社）日本電機工
業会

JIS C 2320-1999に定義されている原油を
精製した鉱油からなる使用前の絶縁油

JIS C 2320-1974で、再生絶縁油と記載の
もので、使用済み絶縁油を原料として再精
製した絶縁油（以後、再生電気絶縁油とい
う）を指し、市販再生電気絶縁油と電力会
社から支給された再生電気絶縁油があ
る。

（社）潤滑油協会 原油から蒸留・精製した鉱油を用いて製造
された未使用の絶縁油でドラム缶又は専
用タンクローリー等で出荷された製品であ
る。一度、需要家側のタンク、製品に充填
されたものは使用された油として区別され
る。

特定需要家の所有する使用済み絶縁油を
精製処理工程にかけ、JIS規格に適合する
特性に加工し需要家に戻す作業を受託再
生と称していたものであり、その再生され
た絶縁油を意味する。使用済み絶縁油は
廃油ではなく、特定需要家からの「預かり
油」という位置づけ。

＜1950年7月 ～1955年6月＞
油入コンデンサ、油入ケーブル、油入変圧器
および油入遮断器に用いる絶縁油に適用。
絶縁油は、精製した淡黄色透明の鉱油で、水
分、浮遊物その他の有害なるものを含んでい
てはならない。

＜1993年7月～＞
油入コンデンサ、油入ケーブル、油入変圧
器、油入遮断器などに用いる使用前（未使
用）の電気絶縁油

なお、JIS C 2320-1982電気絶縁油以降、品
質の規定に関する適合検査は、「受渡し時に
行うものとする。」と記載。

注）（社）潤滑油協会に加盟していない一部の電気絶縁油メーカーにおいて再生電気絶縁油の原料に不特定の購入先があった。

JIS C 2320 電気
絶縁油
（年代別）

注）JIS C 2320 で
は、新油電気絶
縁油及び再生電
気絶縁油の定義
はなく、電気絶縁
油としての適用範
囲・品質が規定さ
れている

＜1955年6月～1993年6月＞
油入コンデンサ、油入ケーブル、油入変圧器、油入遮断器などに用いる（添加物を含まない）（電気）絶縁油。
絶縁油は、鉱油を精製した淡黄色、透明の油で、水分、浮遊物その他有害なものを含まないようにつくらなければならない。

＜1955年6月～1978年2月＞
なお、再生絶縁油は、この規格項目の条件をみたすかぎり、別段除外されないものである。
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3.5 電気絶縁油の製造方法 

電気絶縁油は変圧器等電気機器の絶縁及び発生熱の冷却を役目としているこ

とは言うまでもないが、特に変圧器用電気絶縁油は①絶縁破壊電圧、体積抵抗率

等電気特性が高いこと ②酸化安定性が高いこと の性能が要求されることか

ら製造にあたっては、水分・不純物等を排除することがポイントである。また、

低温流動性に優れていることも重要なポイントであるため、鉱油系の電気絶縁油

にあっては、原料を流動点の低いナフテン系原油（ナフテン系炭化水素（１分子

中に少なくとも１個の飽和環を含む化合物）を多量に含んだ原油）からのみ製造

されていた時期もあったが、1980 年代頃から製造技術の進展により、鉱油系で
はパラフィン系原油（飽和鎖状炭化水素を多量に含み粘度指数の高い高級潤滑油

と固体パラフィンの製造に適している原油）からも製造されている。 
 
（１）鉱油系電気絶縁油（新油）の製造方法 

 ナフテン系電気絶縁油及びパラフィン系電気絶縁油の製造工程図は図

3.5-1及び図 3.5-2のとおりである。（(社)潤滑油協会による） 
 

図 3.5-1 新油（鉱油―ナフテン系）絶縁油の製造工程 

硫酸処理
（不安定物質反応除去）

中和処理 性状確認白土処理
(不純物の吸着除去)

製品槽硫酸処理ﾀﾝｸ

廃硫酸

中和処理ﾀﾝｸ

硫酸 苛性ｿｰﾀﾞ

廃苛性ｿｰﾀﾞ

白土処理ﾀﾝｸ

活性白土

廃白土

真空脱気
(ｶﾞｽ・微量水分の除去)

電気特性試験

絶縁油

ローリ・
ドラム缶
出荷

電気特性試験

電気絶縁油

ローリ・
ドラム缶
出荷

溶剤精製 水素化精製

芳香族成分

白土処理ﾀﾝｸ

溶剤精製
（芳香族成分分離）

水素化精製
（不安定物質分解）

製品槽

真空脱気
(ｶﾞｽ・微量水分の除去)

性状確認白土処理
(不純物の吸着除去)

廃白土

活性白土

国産・輸入
ナフテン系
原油

常圧・減圧蒸留
（分留）

常圧・減圧
蒸留塔

灯・軽油留分
重質油留分
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図 3.5-2 新油（鉱油―パラフィン系）絶縁油の製造工程 

 
（２）鉱油系再生絶縁油の製造方法 

 使用済絶縁油を原料とする再生絶縁油は、酸化物及び不純物の除去処理が

必要であり、その処理方法として硫酸・白土処理プロセスと蒸留プロセスの

２方法がある。大きなプロセスの差は酸化物除去の方法として硫酸処理・中

和処理に替えて蒸留で除去する点にある。なお、製造工程図は図 3.5-3 再生
絶縁油の製造工程のとおりである。（(社)潤滑油協会による） 

 

 

図 3.5-3 再生絶縁油の製造工程 

★硫酸・白土処理プロセス

硫酸処理ﾀﾝｸ

廃硫酸

中和処理ﾀﾝｸ

硫酸 苛性ｿｰﾀﾞ

廃苛性ｿｰﾀﾞ

硫酸処理
（酸化物等除去）

中和処理 白土処理
(不純物の吸着)

白土処理ﾀﾝｸ

活性白土

廃白土

濾過器

真空濾過
(不純物の除去)

製品槽

性状確認
使用済み
絶縁油

ローリ

ドラム缶

入荷

真空脱気
(ｶﾞｽ・微量水分の除去)

ローリ

ドラム缶

出荷

★蒸留プロセス

再生絶縁油

原料槽

使用済み
絶縁油

ローリ

ドラム缶

入荷

減圧蒸留
電気特性
試験

蒸留処理

常圧・減圧
蒸留塔

常圧・減圧蒸留
（分留）

製品槽

性状確認

真空脱気
(ｶﾞｽ・微量水分の除去)

電気特性試験

電気絶縁油

ローリ

ドラム缶
出荷

輸入
パラフィン系
原油

輸入
パラフィン系
原油

溶剤精製
（芳香族成分分離）

水素化精製
（不安定物質分解）

脱ロウ処理
(ワックス分の分離)

脱ロウ

灯・軽油留分

重質油留分

溶剤精製 水素化精製

芳香族成分 ロウ分（ワックス）
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3.6 電気絶縁油の使用電気機器 

（１）鉱油電気絶縁油 
電気絶縁油の適用（主な用途）は、表 3.2-1 JIS C2320の電気絶縁油におけ
る電気絶縁油の種類の変遷に示したように、ＪＩＳで油種毎に適用機器が規定さ

れている。一方、ＪＥＭＡによると電気機器メーカーで電気絶縁油を充填した機

器及び油種は表 3.6-1 電気機器別電気絶縁油使用実績一覧表のとおりである。 
両者を比較すると概ねＪＩＳの適用機器に該当の油種が使用されているが、

1978年（JIS C 2320-1978R改正）以降については、ＪＩＳの適用の項に、１種
１号は「主として油入コンデンサ、油入ケーブルなどに用いる」とされ、１種２

号は「主として油入変圧器、油入遮断器などに用いる」とされているが、実際に

は、コンデンサにも１種２号が使用されていた。また、計器用変成器及びブッシ

ングについて、1978年以前（JIS C 2320-1978R改正）には２号のみを使用して
いたが、1978年以降は１種１号及び２号の両者を使用していた。これまでに、1
種３号の使用実績はなかった。 
４章で記述する電気絶縁油メーカーアンケートによれば、１号、２号は同一設

備、同一原料で製造された同一の製品であり、それぞれの規格値を満足するため

用途に応じて種類を区分して供給しているとしていたメーカーも一部あった。 
なお、電気機器のうち、コンデンサ及び一部の計器用変成器は「封じ切り機器」、

または「密封型機器」と称され、機器の構造上、電気絶縁油の交換が出来ない機

器であり、一方、変圧器等その他機器は電気絶縁油の交換が可能な構造で、一部

の機器で電気絶縁油の劣化状態によっては電気絶縁油交換が実施されている場

合がある。 
（２）合成絶縁油 

合成絶縁油は主としてコンデンサに、２種３号、４号、３種２号、３号、４種

１号、２号、５種２号、６種、７種１号、７種４号が使用されていた。また、６

種では変圧器、計器用変成器、リアクトルにも、７種２号では変圧器、リアクト

ル、中性点（接地）抵抗器にも、７種４号では変圧器、リアクトル、中性点（接

地）抵抗器にも使用されていた。 
また、油入ケーブルでは、２種１号が使用されていた。 

 



油
入
電
気
機
器
名

同
類
の
機
器
名
称
　
(注
１
）

検
出
事
例

報
告
あ
り

検
査
事
例

1
号

2
号

3
号

1
種
1
号

1
種
2
号

1
種
3
号

1
種
4
号

(注
４
）

2
種
1
号

2
種
2
号

2
種
3
号

2
種
4
号
(注
４
)

3
種
1
号

3
種
2
号

3
種
3
号

4
種
1
号

4
種
2
号

5
種
1
号

5
種
2
号

6
種

7
種
1
号

7
種
2
号

7
種
3
号

7
種
4
号

変
圧
器

変
圧
器

●
○

○
○

○
○

○

パ
ル
ス
変
調
器
＜
注
：
油
種
不
明
＞

●

直
流
高
圧
発
生
器

●
○

誘
導
電
圧
調
整
器

●
○

コ
ン
デ
ン
サ

●
○

○
○
(注
5
)

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

計
器
用
変
成
器

計
器
用
変
圧
器
、
計
器
用
変
流
器
含
む

●
○

○
○

○
○

リ
ア
ク
ト
ル

●
○

○
○

○
○

○

放
電
コ
イ
ル

●
○

遮
断
器

遮
断
器

●
○

○

油
入
開
閉
器

●
○

ガ
ス
遮
断
器
用
ダ
ッ
シ
ュ
ポ
ッ
ト

○
 

○
○

空
気
遮
断
器
用
分
圧
コ
ン
デ
ン
サ

●
○

整
流
器

整
流
器

●
○

○
○

フ
リ
ッ
カ
抑
制
装
置
用
S
C
R
装
置

 検
査
例
な
し

○

無
効
電
力
補
償
装
置

 検
査
例
な
し

○

ブ
ッ
シ
ン
グ

＜
変
圧
器
に
含
入
の
例
あ
り
>

●
○

○
○

避
雷
器

○
 

○
○

中
性
点

(接
地
）
抵
抗
器

○
 

○
○

○

（
注
１
）
：
用
途
等
に
よ
り
、
こ
れ
ら
の
名
称
が
使
わ
れ
て
い
る
こ
と
が
あ
る
た
め
、
名
称
を
重
複
記
載

（
注
２
）
：
対
象
J
IS
 C
 2
3
2
0
,-
1
9
5
0
,-
1
9
5
5
,-
1
9
7
4
,-
1
9
7
8

（
注
３
）
：
対
象
J
IS
 C
 2
3
2
0
-
1
9
7
8
R
,1
9
8
2
,1
9
8
8
,1
9
9
3
,1
9
9
9

（
注
４
）
：
J
IS
 C
-
1
9
7
8
R
を
除
く

（
注
５
）
：
１
種
２
号
を
コ
ン
デ
ン
サ
に
使
用
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　
　
　
　
　
例
）
高
圧
コ
ン
デ
ン
サ
（
完
成
し
た
缶
タ
イ
プ
コ
ン
デ
ン
サ
）
を
複
数
台
集
合
し
て
使
う
際
に
、

　
　
　
　
　
　
　
冷
却
、
対
地
絶
縁
ア
ッ
プ
の
為
に
絶
縁
油
中
に
浸
漬
し
て
使
用
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　
　
　
　
　
　
　
こ
の
場
合
の
浸
漬
絶
縁
油
に
１
種
２
号
を
使
用
し
ま
す
。

表
3
.6
-
1
　
電
気
機
器
別
電
気
絶
縁
油
使
用
実
績
一
覧
表

１
９
７
８
R
以
降
の
J
IS
規
格
　
（
注
３
）

1
9
7
8
年
以
前
の

J
IS
規
格
　
(注
２
）

16
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3.7 潤滑油の製造方法 

潤滑油の製造工程は図 3.7-1のとおりである。常圧蒸留、減圧蒸留、精製工程
（溶剤抽出、溶剤脱ろう、水素化仕上げ）で構成されており、製造する潤滑油製

品の種類に応じて精製工程が適切に組み合わせられる。溶剤抽出では不安定な成

分の除去と粘度指数の向上を図り、また、溶剤脱ろうでは低温性能の改善を図り、

さらに水素化仕上げは色相の改善、残留炭素分の減少、酸化安定性等の向上を目

的として行われている。 
なお、電気絶縁油は潤滑油製品の１つであり、潤滑油工程で製造された基油を

更に白土処理等を経て製品となる。 
 

図 3.7-1 潤滑油の製造工程図 
 
 
  再生潤滑油の製造方法 

なお、この他に使用済み潤滑油から潤滑油を再生する技術がある。潤滑油の再生は、

水分、きょうざつ物、劣化物等を高精度に除去することによって潤滑油として再利用

可能にするものである。 
図 3.7-2に再生潤滑油の製造工程の概要を示す。 

その工程は、再生する潤滑油の種類、要求品質及び劣化・汚染の状態等によって異な

る。一般的には脱水工程で水分を分離した後、必要に応じて硫酸処理や中和処理工程

を経、又は蒸留操作等により劣化物や軽・重質油分等を分離除去し、その後、白土処

理により脱色や不純物の除去を行う方法が採用されている。油種によっては必要に応

じて添加剤を調整する場合がある 
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図 3.7-2 再生潤滑油の一般的製造工程図 

 

 
3.8 検出・不検出事例の収集 

ＪＥＭＡ報告書に基づく電気機器の電気絶縁油中のＰＣＢ検出（0.5ppm超）・
不検出（0.5ppm以下）のデータ（4130件）に加え、その後（平成 15年８月～
平成 16 年４月）ＪＥＭＡより追加報告のあったデータ（1724 件）、さらに、機
器ユーザーが自ら分析し、保有しているデータ（18174件）を収集し、整理・解
析等を行った。 
収集されたデータ総数は 24,028 件（詳細については、表 7.3-1 参照）であっ

た。 
なお、ＰＣＢ検出事例のうち同族体分析データについても収集した。 

使用済み潤滑油 脱水

白土処理

中和

バッチ式蒸留

ろ過

混合調整

再生潤滑油

硫酸処理

重質油

軽質油

廃硫酸

（泡消し剤など）

廃白土

排水、固形物



 19

４．アンケート調査と調査結果 
原因究明ワーキンググループでは、①ＰＣＢ混入原因者と混入要因の特定、②Ｐ

ＣＢ混入汚染機器の種類の特定、③ＰＣＢ汚染機器製造年代の特定、④ＰＣＢ混入

電気絶縁油の特定、を行うために必要となる情報を収集・整理するために電気絶縁

油メーカー、電気機器メーカー、機器ユーザーを対象としてアンケート調査等を実

施した。また、ＪＥＭＡ報告書時点ではＰＣＢが検出されていなかったコンデンサ

等に充填された合成絶縁油からも低濃度ＰＣＢの検出事例が報告されたことから、

合成絶縁油メーカーを対象としてのアンケート調査も追加で実施した。 
なお、５．に示す原因究明ワーキンググループで電気絶縁油メーカーへの現地ヒ

アリングを実施した結果、一部の電気絶縁油メーカーにおいてＰＣＢ規制以前にＰ

ＣＢ添加潤滑油の製造が行われていたことが判明したことから、経済産業省では電

気絶縁油メーカーを対象として、ＰＣＢを含有した潤滑油等電気絶縁油以外の製

品・再生状況等に関してアンケート調査を実施するとともに、原因究明に資するこ

とを目的に電気絶縁油のライフサイクルの関係者として、ＰＣＢメーカーについて

もその当時の販売先、製品特性と使用用途、出荷荷姿、回収等についてアンケート

調査を実施したことから、その結果についても記載した。 
 アンケート調査の配布先一覧は表 4-1、アンケート別の記載項目一覧は表 4-2の
とおりである。 
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表 4-1 アンケート調査配布先一覧表 

アンケート種類 団体名 会社数 
（事業場数） 

会社名（事業場名） 

（１）石油連盟 

 

６社 

 

㈱ジャパンエナジー、昭和シェル石油㈱、

出光興産㈱、新日本石油㈱、コスモ石油

ルブリカンツ㈱、エクソンモービル㈲ 

（２）（社）潤滑油協会 ７社 

 

富士興産㈱、㈱関西テック、谷口石油精

製㈱、松村石油㈱、新日本油脂工業㈱、

中国興業㈱、歴世礦油㈱ 

電気絶縁油メーカ

ーアンケート－１、

－２／潤滑油等再

生事業メーカーア

ンケート （３）非加盟 ５社 興和油化工業㈱、㈱ダイセキ、中部油研

㈱、㈲富山精油所、ユカインダストリー

ズ㈱、 

（１）シリコーン工業会 ３社 

 

東レ・ダウコーニング・シリコーン㈱、

ジーｲ―東芝シリコーン㈱、信越化学工業

㈱ 

合成電気絶縁油ア

ンケート／シリコ

ーン油アンケート （２）その他 ７社 新日本石油化学㈱、出光興産㈱、新日本

石油㈱、呉羽化学工業㈱、㈱関西テック

（現 ㈱かんでんエンジニアリング）、三
菱化学㈱、新日本理化㈱ 

電気機器メーカー

アンケート 

（社）日本電機工業会 １９社 

 

 

 

愛知電機㈱、北芝電機㈱、㈱キューヘン、

㈱指月電機製作所、㈱ダイヘン、㈱高岳

製作所、中国電機製造㈱、東光電気㈱、

㈱東芝、㈱トーヘン、東北電機製造㈱、

㈱酉島電機製作所、日新電機㈱、㈱日立

製作所、富士電機ホールディングス㈱、

北陸電機製造㈱、松下産業機器㈱、三菱

電機㈱、㈱明電舎 

（１）電気事業連合会 

 

 

１２社 

 

 

北海道電力㈱、東北電力㈱、東京電力㈱、

中部電力㈱、北陸電力㈱、関西電力㈱、

中国電力㈱、四国電力㈱、九州電力㈱、

沖縄電力㈱、日本原子力発電㈱、電源開

発㈱ 

（２）（社）日本鉄鋼連盟 

 

 

１１社 

 

 

新日本製鐵㈱、㈱神戸製鋼所、住友金属

工業㈱、JFE スチール㈱、日新製鋼㈱、
愛知製鋼㈱、大同特殊鋼㈱、トピー工業

㈱、中山製鋼所、日本金属工業㈱、日本

冶金工業㈱、 

（３） 

（社）日本自動車工業会 

 

 

１４社 

 

いすゞ自動車㈱、川崎重工㈱、スズキ㈱、

ダイハツ工業㈱、トヨタ自動車㈱、日産

自動車㈱、日産ディーゼル工業㈱、日野

自動車㈱、マツダ㈱、三菱自動車工業㈱、

三菱ふそうトラック・バス㈱、ヤマハ発

動機㈱、富士重工業㈱、本田技研工業㈱ 

機器ユーザーアン

ケート 

（４）ＪＲ ７社 北海道旅客鉄道㈱、東日本旅客鉄道㈱、

東海旅客鉄道㈱、西日本旅客鉄道㈱、四

国旅客鉄道㈱、九州旅客鉄道㈱、日本貨

物鉄道㈱ 

ＰＣＢメーカーア

ンケート 

 ２社 

 

鐘淵化学工業㈱（現 ㈱カネカ）、三菱化
学㈱（旧 三菱モンサント化成㈱） 
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表 4-2 アンケート別記載項目一覧（1） 

 
 

JEMA
報告書

電気
絶縁油
ﾒｰｶｰ
ｱﾝｹｰﾄ１

電気
絶縁油
ﾒｰｶｰ
ｱﾝｹｰﾄ２

合成
電気
絶縁油
ﾒｰｶｰ
ｱﾝｹｰﾄ

電気
機器
ﾒｰｶｰ
ｱﾝｹｰﾄ

機器
ﾕｰｻﾞ
ｱﾝｹｰﾄ

潤滑油等
再生事業
ﾒｰｶｰ
ｱﾝｹｰﾄ

PCB
ﾒｰｶｰ
ｱﾝｹｰﾄ

現地
ﾋｱﾘﾝｸﾞ
等

原料 ○
使用済み絶縁油 ○ ○

製品 ＪＩＳ ○
社内規格 ○ ○
商品名 ○

製造 専用・共用 ○ ○
マニュアル ○ ○ ○

出荷 製品貯槽 ○ ○
ＰＣＢ分析 ○ ○ ○
その他分析 ○

輸送 荷姿 ○ ○
専用設備区分 ○ ○
洗浄等マニュアル ○
業者名 ○

委託生産 ＪＩＳ ○
規格 ○ ○
生産マニュアル ○ ○

バーター販売 ○
ＪＩＳ１．２号併産 設備区分 ○
ＰＣＢ使用 有無 ○ ○
不含証明 発行時期 ○

サンプル箇所 ○
宛先ユーザー名 ○

原料 購入先 ○
購入荷姿 ○ ○
受入品質 ○
受入分析 ○
トラブル有無 ○

製品 ＪＩＳ ○ ○
社内規格 ○
商品名 ○

製造 専用・多目的 ○ ○ ○
マニュアル ○ ○ ○
製造品目
稼働率 ○

出荷 製品貯槽 ○ ○
ＰＣＢ分析 ○ ○ ○
その他分析 ○
販売先 ○
用途 ○

輸送 荷姿 ○ ○
専用設備区分 ○ ○
洗浄等マニュアル ○
業者名 ○

委託生産 ＪＩＳ ○
規格 ○ ○
生産マニュアル ○

生産形態 再生形態 ○ ○
ＪＩＳ１．２号併産 設備区分 ○
バーター販売 ○
ＰＣＢ使用 有無 ○ ○
再生油生産量 ○

中止時期 ○
保管量 ○
原料保管量 ○
設備滞留量 ○
設備処分方法 ○
再生油処分方法 ○
原料処分方法 ○
原料供給会社 ○

新油
電気
絶縁油
メーカー

購入
再生油
中止

再生
電気
絶縁油
メーカー
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表 4-2 アンケート別記載項目一覧（2） 

 
 
 
 
 

JEMA
報告書

電気
絶縁油
ﾒｰｶｰ
ｱﾝｹｰﾄ１

電気
絶縁油
ﾒｰｶｰ
ｱﾝｹｰﾄ２

合成
電気
絶縁油
ﾒｰｶｰ
ｱﾝｹｰﾄ

電気
機器
ﾒｰｶｰ
ｱﾝｹｰﾄ

機器
ﾕｰｻﾞ
ｱﾝｹｰﾄ

潤滑油等
再生事業
ﾒｰｶｰ
ｱﾝｹｰﾄ

PCB
ﾒｰｶｰ
ｱﾝｹｰﾄ

現地
ﾋｱﾘﾝｸﾞ
等

購入新油 ＪＩＳ ○ ○
社内規格 ○ ○
購入区分 ○ ○

購入再生油 ＪＩＳ ○ ○
社内規格 ○ ○
購入区分 ○ ○

購入ＰＣＢ 使用有無 ○ ○
受入 荷姿 ○

ＰＣＢ分析 ○ ○
その他マニュアル ○ ○
不含証明 ○

製造 ＰＣＢとの専用・共用 ○ ○
再生油との専用・共用 ○ ○
ＪＩＳ別専用・共用 ○
マニュアル ○
ＰＣＢライン処分 ○ ○

出荷 試験と注油 ○
ＰＣＢ不含確認 ○

機器廃棄 抜油処分 ○
ＰＣＢ不含確認 ○
機器処分 ○

委託再生 有無 ○
委託事業者 ○
品質管理 ○

機器別生産台数 ○
ＰＣＢ検出事例 機器メーカー別 ○

新油・再生油別 ○
機器別 ○
濃度別 ○
保守履歴 ○ ○
絶縁油メーカー区分 ○

購入再生油中止 中止時期 ○
保管量 ○
処分方法 ○

機器購入 ＰＣＢ不含確認 ○
絶縁油指定規格 ○
新・再生油区分 ○
再生油機器 ○

保守 注油有無 ○
調達方法 ○
新・再生油区分 ○
再生油使用機器 ○
規格 ○
ＰＣＢ不含確認 ○

機器廃棄 ＰＣＢ不含確認 ○
分析法 ○
廃棄処分方法 ○

委託再生 有無 ○
委託事業者 ○
品質管理 ○

購入再生油中止 中止時期 ○
保管量 ○
処分方法 ○

電気
機器
メーカー

機器
ユーザー
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表 4-2 アンケート別記載項目一覧（3） 

 
 

JEMA
報告書

電気
絶縁油
ﾒｰｶｰ
ｱﾝｹｰﾄ１

電気
絶縁油
ﾒｰｶｰ
ｱﾝｹｰﾄ２

合成
電気
絶縁油
ﾒｰｶｰ
ｱﾝｹｰﾄ

電気
機器
ﾒｰｶｰ
ｱﾝｹｰﾄ

機器
ﾕｰｻﾞ
ｱﾝｹｰﾄ

潤滑油等
再生事業
ﾒｰｶｰ
ｱﾝｹｰﾄ

PCB
ﾒｰｶｰ
ｱﾝｹｰﾄ

現地
ﾋｱﾘﾝｸﾞ
等

ＰＣＢ含有製品 製品名 ○
生産量 ○
ＰＣＢ添加量 ○ ○
商品名 ○
ＰＣＢ購入規格 ○
販売先 ○
販売量 ○
用途 ○ ○

設備 受入・貯蔵 ○ ○
生産・出荷 ○ ○

現状保有 保有量 ○ ○
再生製品 種類 ○

製品別再生量 ○
再生品販売先 ○

再生原料 調達先 ○
再生設備 ○ ○
含有確認 検査 ○

再生品含有状況 ○
通産省通知 50年通知対応 ○

平成元年対応 ○
絶縁油 販売先 ○

販売量 ○
用途 ○

商品 商品名 ○
生産量 ○
販売先・量 ○
用途 ○

出荷 荷姿 ○
設備貸与 仕様 ○

○
商品 ＪＩＳ ○

用途 ○
原料 原料 ○

調達先 ○
荷姿 ○
ローリー洗浄等 ○

製造 ＰＣＢ使用有無 ○
ライン共用 ○

品質管理 純度 ○
管理方法 ○

出荷 荷姿 ○
ローリー管理 ○

生産形態 ○
○
○
○輸送形態見学

合成
絶縁油
メーカー

消防法届出資料拝見
ＰＣＢ廃棄物保管管理状況見学

ＰＣＢ
メーカー

共通

潤滑油
メーカー

禁止後のユーザ対応
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4.1 電気絶縁油メーカーアンケート 

変圧器等及びＯＦケーブルに使用されている電気絶縁油の低濃度ＰＣＢ汚染

の原因究明及び汚染範囲の特定等を行うためにポイントとなる電気絶縁油メー

カーでの原料油購入先（委託生産等も含む）、製造工程、出荷、輸送、製品納入

先等について設備の共用や品質管理（各種規格、マニュアル、ＰＣＢ不含の確認

の有無等）も含めた情報を収集・整理するとともに特に再生絶縁油メーカーにつ

いては、再生絶縁油の製造中止時期、中止後の原料油、設備、再生絶縁油の取り

扱い等についても情報を収集することを目的として、平成 16 年３月に石油連盟
加盟６社、（社）潤滑油協会加盟会社７社及び両団体に非加盟の５社、計 18社を
対象として、新油絶縁油メーカーと再生絶縁油メーカーに分類して、アンケート

調査を行った。 
なお、対象 18社中、新油のみの電気絶縁油メーカーは 8社、新油及び再生油
の電気絶縁油メーカーは 7社、再生油のみの電気絶縁油メーカーは 3 社であり、
以下のとおりである。 

 
＜新油のみの電気絶縁油メーカー；８社＞ 

a社、b社、c社、d社、e社、f社、g社、i社 
＜新油及び再生油の電気絶縁油メーカー；７社＞ 

k社、l社、m社、n社、o社、p社、q社 
＜再生油のみの電気絶縁油メーカー；３社＞ 

r社、s社、t社 
 
アンケートの結果をまとめると以下のようになる。 

（１）新油絶縁油メーカーについて 
① 原料について 
○ 15社中 14社は、1974年以前に使用済み絶縁油を原料とした再生絶縁油

を新油絶縁油として販売したことはなかったが、１社が無回答であった。 
○ 電気絶縁油の原料として、ＰＣＢの受入・使用をしていたと回答した会社

はなかった。 
② 製品について 
○ 新油のみの電気絶縁油メーカー８社のうち、自社生産のみは２社であった。

２社は自社生産に加えて、他社からの購入品（会社が購入規格に基づき購

入先から購入する製品）を、1社は他社からの仕入れ品（電気絶縁油専業
メーカーよりＪＩＳ規格やユーザー規格に厳格に合致した完成品を仕入

れた製品）を使用していた。また、3社は自社生産の実績はなく、委託生
産品（通常、委託元が委託先に原料、製造方法及び製造規格等を指示して

製品の製造をした製品）を使用していた。また、新油及び再生油の電気絶
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縁油メーカー７社は全て自社生産のみであり、委託生産等はなかった。 
○ 新油絶縁油の定義については、原油から蒸留・精製した鉱油を新容器（未

使用ドラム缶）や専用タンクローリーに充填・出荷した製品としているの

が３社、原油から蒸留・精製した未使用の電気絶縁油としているのが８社、

新油のベースオイルをもとに高度に精製した電気絶縁油としているのが

１社で特に定義がなかったのが２社、無回答が１社であった。 
③ 製造について 
○ 自社生産をしていない３社を除いた 12社のうち、生産設備において、新

油絶縁油専用が９社、再生絶縁油設備と共用していたのが３社であり、共

用部は１社が充填口、１社が白土処理設備、１社が硫酸洗浄槽・中和槽他

であった。 
○ ＰＣＢの混入防止マニュアルの有無と設定時期について、1972 年以前に

マニュアルがあったのは０社、1989年以前は１社、1990年以降は７社で
あり、主なマニュアル名は製品規格、タンクローリー車洗浄作業手順書、

品質マニュアル等であった。 
④ 出荷について 
○ 自社生産をしていない３社を除いた 12社のうち、製品貯槽について、新

油絶縁油専用であったのは 10社、共用であったのは２社であり、そのう
ち１社は、新油絶縁油である１種と新油合成絶縁油である７種を洗浄後共

用、１社は２号再生絶縁油と共用であった。 
○ 1970 年以降、新油絶縁油の生産を行っていない２社を除いた 13 社につ

いて、出荷時にＰＣＢ分析を開始した時期は 1973 年～が１社、1975 年
～が１社、1988年あるいは 1989年～が 10社、1991年～が１社であり、
定期的に分析するようになったのは 1989～1991年であった。 

⑤ 輸送について 
○ 自社専用タンクローリーを使用していたのは 15社中７社であり、何れも

電気絶縁油専用（１社のみ極例外的に自社タンクローリー（前荷は灯油に

限定）を洗浄）であった。一方、タンクローリーを調達していたのは 15
社中 10社であり、５社が電気絶縁油専用、１社が専用車と兼用車（ケミ
カル品）、１社が白油使用車のみ転用、２社が不明、１社が無回答であっ

た。タンクローリー調達には自社調達が５社、仕入れ先（購入先を含む）

から調達が５社であった。タンクローリーによる出荷がなかったのが１社

あった。 
○ タンクローリーに関する洗浄等のマニュアルについて、自社専用タンクロ

ーリーを所有していた７社中５社はマニュアルで実施を規定しており、２

社は実施について規定がなかった。タンクローリーを調達していた 10社
中４社はマニュアルで実施を規定しており、２社は新油絶縁油専用車につ
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いては実施を規定していないが、白油使用車の転用時あるいはケミカル品

との兼用車は洗浄を実施していた。また、３社は不明で、１社は無回答で

あった。 
⑥ その他について 
○ JIS １号及び２号を併産していたのは６社あり、1969年に自社生産を中

止した１社を除いた５社のうち、生産設備及び輸送設備については５社全

てが区分なしとしており、貯蔵設備については４社が区分ありとしていた。 
○ 1965 年に新油絶縁油の生産を中止した１社を除く 14 社の不含証明の発

行時期は、1988年が３社、1989年が４社、1990年が２社、1991年が２
社、2001年が２社、2002年が１社であった。これらＰＣＢ分析のサンプ
リング箇所は出荷用製品タンクが主で、何れも輸送前でのサンプリングで

あった。 
 

（２）再生絶縁油メーカーについて 
① 原料について 
○ 再生絶縁油の原料として、ＰＣＢの受入・使用をしていたと回答した会社

はなかった。 
○ 10 社中９社で原料の特定の預かり先があった（１社は無回答で 1969 年

に再生絶縁油の製造を中止）。このうち預かり先が特定の電気機器メーカ

ーのみであったのは１社、機器ユーザーのみであったのは６社、特定の電

気機器メーカー及び特定の機器ユーザーであったのは、２社であった。 
○ 不特定の原料油の購入先があったのは２社で、無回答が２社、残りの６社

はなかった。不特定の原料の購入先があった２社の購入先は不明である。 
○ 受託再生時の使用済み絶縁油及び原料油として購入した場合の荷姿には、

タンクローリーとドラム缶の場合があった。 
○ 再生絶縁油の原料となった使用済み絶縁油の受入品質について、ＰＣＢを

混入しないための規格があったのは、10 社中１社であり、受入時に炎色
反応試験（塩素量として数％オーダーのＰＣＢ濃度であれば検出可能）を

実施していた。残りの９社中２社はＰＣＢ以外の受入規格があり、２社は

受け入れ先より発生由来等の確認を行っており、２社はＰＣＢ以外の受入

規格及び受け入れ先より発生由来等の確認を行っていた。残りの３社につ

いては受入条件がなかった。 
② 製品について 
○ 再生絶縁油メーカー10 社は全て自社生産のみであり、JIS １号及び２号

を製造していたのは１社で、残りの９社については、JIS ２号のみ製造
していた。製造開始時期は、最も早いメーカーで 1941年であり、中止時
期は最も遅いメーカーで 1990年１月であった。 
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○ 再生絶縁油の定義については、委託元から預かった使用済み絶縁油を再精

製仕上げした電気絶縁油が３社、受託による顧客からの再生依頼用劣化油

または一度使用された油を再精製した油が１社、特定需要家の支給使用済

み絶縁油を受託再生後納入する電気絶縁油が１社、使用済み絶縁油を再精

製した開封前の製品が２社、無回答が３社であり、特定の顧客からの再生

委託の電気絶縁油を再生絶縁油としているメーカーが６社あった。 
③ 製造について 
○ 生産設備において再生絶縁油専用が７社、新油絶縁油設備と共用していた

のが３社であり、共用部は１社が充填口（1966～1973 年）、１社が白土
処理設備（1980～1988年）、１社が硫酸洗浄槽・中和槽他（1955～1965
年）であった。 

○ ＰＣＢの混入防止マニュアルの有無と設定時期について、1972 年以前に
マニュアルがあったのは０社、1989 年以前は２社であり、マニュアル名
は不明であった。 

④ 出荷について 
○ 製品貯槽について、再生絶縁油専用が９社、新油絶縁油との共用は１社

（1980～1988年）であった。 
○ 出荷時にＰＣＢ分析をしていたのは１社のみであり、この１社は分析開始

時期を 1989 年 11 月としているが、再生絶縁油の生産を中止する際に分
析していた。 

○ 10 社中９社で原料の特定の納品先（再生委託先）があった（１社は無回
答で 1969 年に再生絶縁油の製造を中止）。このうち納品先が特定の機器
メーカーのみであったのは１社、機器ユーザーのみであったのは４社、特

定の電気機器メーカー及び特定の機器ユーザーであったのは４社であっ

た。 
⑤ 輸送について 
○ 自社専用タンクローリーを使用していたのは 10社中７社（無回答１社）

であり、何れも電気絶縁油専用（１社は再生絶縁油専用）であった。また、

タンクローリーを調達していたのは 10社中 1社であり、再生絶縁油専用
であった。タンクローリーによる出荷がなかったのが１社あった。 

○ タンクローリーに関する洗浄等のマニュアルについて、マニュアルで実施

を規定していたのが３社、実施について規定がなかったのが５社、無回答

が１社であった。 
○ 出荷の使用ドラム缶については、新品のドラム缶が１社、再生ドラム缶が

７社、委託元専用流通缶が１社、無回答が１社であった。 
⑥ 製造形態について 
○ 製造形態について、特定需要家からの受託再生が 10社中９社、特定業者
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または不特定業者から使用済み絶縁油を購入して再生した油を特定需要

家（機器メーカーまたは機器ユーザー）に販売するための生産が３社、無

回答が１社あり、特定業者または不特定業者から使用済み絶縁油を購入し

て一般需要家に販売するための生産はなかった。（なお、複数回答のため

合計は 10社を超えている） 
⑦ その他について 
○ JIS １号及び２号を併産していたのは１社であり、生産設備及び輸送設

備は区分なしとしており、貯蔵設備は区分ありとしていた。 
○ ４社の再生絶縁油の生産量を合計すると 84,000～95,000KLであった。 
○ 再生絶縁油の製造中止時点において、原料油及び再生絶縁油の保管量が不

明であったのが６社、製造・輸送設備の滞留量が不明であったのが７社で

あった。また、再生絶縁油設備の処分方法について、撤去したのが３社、

撤去及び一部洗浄して転用したのが４社、洗浄して転用したのが１社、無

回答が２社であった。再生絶縁油の処分方法については、使い切った２社

を除いた８社のうち、処分した（再生委託元あるいは再生受託元が全量引

き取り）のが４社、販売したのが２社、燃料油として処分したのが１社、

無回答が１社であり、ＰＣＢ不含を確認していたのは販売した２社のうち

の１社のみであった。原料油の処分方法については、使い切った２社を除

いた８社のうち、処分した（再生委託元あるいは再生受託元が全量引き取

り）のが２社、販売したのが１社、燃料油として処分したのが２社、無回

答が１社であり、ＰＣＢ不含を確認していたのは販売した１社のみであっ

た。 
 
以上のアンケート結果のまとめから新油絶縁油及び再生絶縁油へのＰＣＢ混

入の可能性について次のように整理出来る。 
 
＜新油絶縁油メーカーについて＞ 
○ 新油のみの電気絶縁油メーカー８社のうち、自社生産を除く６社で、購入

先、仕入れ先、委託生産先には新油絶縁油と再生絶縁油を製造していたメ

ーカーがあり、仕入れ品を使用していた１社は、仕入れ先で新油絶縁油と

再生絶縁油の製造設備を一部共用していた期間にこのメーカーから新油

絶縁油を仕入れていた。このことから、仕入れ先で仮に再生絶縁油にＰＣ

Ｂが混入していた場合、新油絶縁油を汚染した可能性がある。 
○ 1970 年以降に新油絶縁油の生産を行っていた 13 社が出荷時のＰＣＢ分

析をほぼ定期的に実施するようになったのは、1989～1991年であり、現
在までにＰＣＢを検出していないことから、1992 年以降に製造された出
荷時の新油絶縁油にはＰＣＢが含まれている可能性は極めて低いと考え
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られる。 
○ 輸送について、タンクローリーを調達した場合のタンクローリーの共用、

洗浄等のマニュアルの有無について一部不明なメーカーがあることから、

これらタンクローリーの新油絶縁油と再生絶縁油の共用による新油絶縁

油へのＰＣＢ混入の可能性がある。 
 
＜再生絶縁油メーカーについて＞ 
○ 新油絶縁油及び再生絶縁油を製造していた７社中３社の生産設備につい

て新油絶縁油と再生絶縁油との一部共用があり、この３社の中には製品貯

槽についても新油絶縁油と再生絶縁油の共用が１社あったことから、仮に

再生絶縁油にＰＣＢが混入していた場合、新油絶縁油及び新油絶縁油の貯

蔵・出荷・輸送設備を汚染した可能性がある。 
○ 昭和 50 年に通商産業省（当時）から、全国石油工業協同組合 理事長等

宛に、「廃油の再生を行う場合は、ＰＣＢ等有害物質が混在しないことを

確認した上で行うことを加盟会社に周知徹底するとともにＰＣＢによる

汚染防止のため万全の措置を講じるよう」との通知が出されていたが、各

社は電気絶縁油の原料としてＰＣＢの受入、使用をしていなかったことか

ら、原料受入時及び出荷時のＰＣＢ分析は実施されていなかった（１社は

受入時に炎色反応試験（塩素量として数％オーダーのＰＣＢ濃度であれば

検出可能）を実施）。このため、仮に再生原料にＰＣＢが混入していた場

合には、これを精製したために再生絶縁油にＰＣＢが混入し、汚染が拡大

した可能性がある。 
○ ほとんどが特定需要家からの再生委託であり、受託再生以外に特定業者ま

たは不特定業者から使用済み絶縁油を購入して再生した油を特定需要家

（機器メーカーまたは機器ユーザー）に販売するための生産としているの

が３社、不特定の原料の購入先があったのは２社であった。これらは、原

料受入時及び製品出荷時のＰＣＢ分析が実施されていなかった（１社は受

入時に炎色反応試験を実施）ことから、仮に再生原料にＰＣＢが混入して

いた場合には、これを精製したために再生絶縁油にＰＣＢが混入し、汚染

が拡大した可能性がある。 
○ 再生絶縁油の製造中止時点において、原料油及び再生絶縁油の処分方法に

ついて、一部無回答や、ＰＣＢ不含を確認せずに販売したメーカーがあり、

これらにより汚染が拡大した可能性は否定できない 
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4.2 合成電気絶縁油メーカーアンケート 

原因究明調査の過程において(社)日本電機工業会よりコンデンサに使用され
ていた合成絶縁油から低濃度ＰＣＢが新たに検出されたとの報告を受け、平成

16年 12月、電気機器メーカーおよびＯＦケーブルメーカーに電気絶縁油を供給
していたシリコーン工業会加盟会社でシリコーン油を供給していた３社および

合成絶縁油を供給していた石油および化学メーカー７社の合計 10社を対象とし
て、ＰＣＢの混入可能性について調査することとし、合成絶縁油の原料、製造、

出荷、輸送設備および品質管理等に関するアンケート調査を行った。 
 
１） 調査対象企業 
イ．シリコーン工業会加盟のシリコーン油メーカー；３社 

v社、w社、x社 
ロ．合成絶縁油メーカー；７社 

y社、f社、g社、z社、k社、z1、z2 
２） 調査時期 

平成 16年 12月～平成 17年 1月 
３）調査結果概要 

   イ．シリコーン油メーカー 
    （１）シリコーン油の生産形態と時期 
      ○生産形態は３社いずれもシリコーン油そのものの製造であり、そのうち

2社は委託生産もない。（１社は調査困難で回答なし） 
      ○生産開始時期は 1961 年でありＪＩＳ合成絶縁油が規定された 1978 年

より早く、ＪＥＭＡによる調査で電気機器に使用したとする 1970年よ
り早い。 

    （２）シリコーン油用途 
      ○シリコーン油の主な用途は、消泡剤、つや出し、離型剤、化粧品等であ

るが、電気絶縁油では３社がトランス用に、２社がコンデンサ用に、１

社がケーブル用に供給している。 
    （３）原料 
      ○シリコーン油の原料は２社が金属珪素、メタノール、塩酸で１社が塩化

メチルを追加している。金属珪素は布製のバッグで輸送され、その他は

ローリー輸送であるが、１社は品目指定の専用車を使用している。 
    （４）製造設備 
      ○メタノールと塩酸を反応させ生成した塩化メチルと金属珪素を反応器

に投入し、銅触媒下で合成させる。生成したシリコーン油の中間体とな

るモノマーシランを蒸留・精製したメチルクロロシランを分解槽で加水

分解し、更に重合槽で触媒を使用し重合させシリコーン油が製造される。
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反応式は次のとおりである。 
①メタノールから塩化メチルを得る反応 
CHB3BOH＋HCl→CHB3BCl＋HB2BO 
②塩化メチルと金属珪素との反応（銅触媒使用）（反応温度は最高

300℃） 
n CHB3BCl＋Si→(CHB3B) B3 BSiCl＋(CHB3B) B2BSiCl B2B＋CHB3BSiCl B3B（混合物） 
③メチルクロロシランの加水分解反応 
(CHB3B) B3BSiCl＋HB2BO→[(CHB3B) B3 BSi] B2BO＋2HCl 
(CHB3B) B2BSiCl B2B＋HB2BO→ジメチルシロキサン[-(CHB3B) B2BSiO-]＋HCl 
④重合反応 
2[(CHB3B) B3 BSi] B2BO＋n[-(CHB3B) B2BSiO-]→(CHB3B) B3BSiO-[(CHB3B) B2BSiO]n-Si(CHB3B) B3B 

○製品は品質検査を経て出荷する。 
○製造工程での熱媒体の使用はなく、３社とも同製造設備で他製品製造の

共用もない。 
    （５）品質管理 
      ○製品としてのシリコーン油の品質は２社の回答があり、シリコーン油と

して 99.9％以上、オルガノシロキシンとして 100％とのことであった。
品質管理のために粘度、屈折率、水分量等品質管理項目を定めている。 

    （６）出荷 
      ○出荷荷姿は３社ともドラム缶があり、１社は品目指定専用のローリー輸

送もあった。ドラム缶は３社が新品ドラムで１社が再生ドラムも使用し

ている。 
      ○出荷製品の品質については出荷ロットごとに分析を実施していると２

社の回答があった。 
   ロ．合成絶縁油メーカー 
      以下は回答のあった６社（アンケート７社）について整理した結果である。 
    （１）合成絶縁油の種類 
      ○２種アルキルベンゼンを製造は３社、３種ポリブテンは２社、４種アル

キルナフタレン、５種アルキルフェニルアルカンおよび７種鉱油+アル
キルベンゼンは各１社が製造しており、６社中の１社のみが３種類の合

成絶縁油を製造している。 
      ○生産形態については４社が合成絶縁油そのものの製造であるが、残り２

社は合成油を購入し、それに自社で添加・加工処理して製品としている。 
      ○２種アルキルベンゼンの生産開始時期は 1962年でありＪＩＳ合成絶縁

油が規定された 1978年より早く、ＪＥＭＡによる調査で電気機器に使
用したとする 1970年より早い。３種ポリブテンの生産開始時期は 1966
年でありＪＩＳ合成絶縁油が規定された 1978年より早く、ＪＥＭＡに
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よる調査で電気機器に使用したとする 1966年と同じであった。４種ア
ルキルナフタレンの生産開始時期は 1971年、５種アルキルジフェニル
アルカンの生産開始時期は 1973年でありいずれもＪＩＳ合成絶縁油が
規定された 1978 年より早い。７種鉱油+アルキルベンゼンの生産開始
時期は 1965年でありＪＩＳ合成絶縁油が規定された 1978年より早く、
ＪＥＭＡによる調査で電気機器に使用したとする 1965年と同じであっ
た。 
委託生産については１社が２種アルキルベンゼンと５種アルキルフェ

ニルアルカンを１社が５種アルキルフェニルアルカンの委託生産があ

った。 
    （２）合成絶縁油用途 

○ ２種アルキルベンゼンの主な用途は洗剤、電気絶縁油であり、電気絶

縁油として３社がＯＦケーブル用、１社がコンデンサ用に供給してい

る。 
○ ３種ポリブテンの主な用途は潤滑油、粘着剤であり、電気絶縁油とし

てコンデンサ用、ＯＦケーブル用に供給している。 
○ ４種アルキルナフタレンの主な用途は感圧紙、熱媒体であり、電気絶

縁油としてトランス、コンデンサ用に供給している。 
○ ５種アルキルジフェニルアルカンの主な用途は感圧紙インキ、電気絶

縁油であり、２社が電気絶縁油としてコンデンサ用に供給している。 
○ ７種鉱油+アルキルベンゼンの主な用途は電気絶縁油であり、トラン
ス、コンデンサ、ＯＦケーブル用に供給している。 

    （３）原料 
○ ４種アルキルナフタレンを除いた合成絶縁油の原料は石油精製会社の

ナフサまたは石油製品であり、４種ナフタレンはナフタレンとナフサ

を原料としたプロピレンである。 
○ 原料の輸送は４社がローリーであり、そのうち２社がタンク車または

船輸送を併用している。１社はパイプ輸送と船輸送、残り１社はパイ

プ輸送のみである。ローリーは 3社が品目指定専用車で 1社が危険物
類別専用車である。 

    （４）製造設備 
○ 合成絶縁油そのものの製造する４社は異なる油種を製造し、原料も異

なるが、反応、蒸留等を主体とする製造工程はほぼ同じである。いず

れも製造にあたってＰＣＢ熱媒体の使用はない。 
○ 自社で添加・加工する２社のうち１社は合成絶縁油に鉱油を添加・混

合し製品とする。もう１社は合成油製造時のボトム留分を原料として

蒸留設備で合成絶縁油を製造するとしている。２社とも製造にあたっ
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てＰＣＢ熱媒体の使用はない。 
○ 製造設備の他製品との共用については１社が鉱油生産設備、1 社が再
生絶縁油（1974年～1990年）と共用していた。 

    （５）品質管理 
○ ７種鉱油+アルキルベンゼンの製品純度についてはアルキルベンゼン
の混合量 5～50％であるが、２種アルキルベンゼンは 99％以上、３種
ポリブテンは 100％、４種アルキルナフタレンは 95％、アルキルジフ
ェニルアルカンは 95％となっている。また５社とも製造時の品質管理
や製造作業要領、受入原料規格、製品規格等何らかの品質管理方法が

ある。 
    （６）出荷 

○ 出荷荷姿は６社がドラム缶、そのうち２社はローリーとタンク車も使

用、２社がローリー併用となっている。ローリー輸送の４社はいずれ

も品目指定専用車である。そのうち１社は危険物類別専用車も併用使

用しているが、前荷が異なる場合は洗浄している。またドラム缶は６

社いずれも新品ドラムを使用している。 
○ 出荷製品の品質については４社が出荷タンクでの分析と併せ出荷ロッ

トごとの分析を実施しており、1 社は出荷タンク分析をもう 1 社は充
填ロットごとの分析を実施している。ただし分析項目についての記載

はなかった。 
 

以上のアンケート結果のまとめからシリコーン油及び合成絶縁油へのＰ

ＣＢ混入の可能性について次のように整理出来る。 
 
＜シリコーン油メーカーについて＞ 
 ○シリコーン油の原料は金属珪素とメタノール、塩酸の汎用化学製品であ

る。また危険物分類がＰＣＢあるいは電気絶縁油（第４類第３石油類）

とは異なることからローリー輸送においてもこれらとの混載はない。 
  製造工程では３社とも熱媒体の使用はなく、他製品製造の設備共用もな

い。 
 ○出荷荷姿はドラム缶であり、ローリー輸送が１社あるが品目指定の専用

車であることから混入の可能性はないと考えられる。 
 
＜合成絶縁油メーカーについて＞ 
 ○合成絶縁油の原料は原油を原料とした石油製品またはそれらを原料と

して生成された有機化学製品でありＰＣＢが混入される可能性はない。

原料輸送のローリーについては１社が危険物類別専用車ではあるが、ロ
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ーリー調達先が鉱油電気絶縁油等の製造・使用と無関係の化学会社であ

ることからＰＣＢの混入可能性は極めて少ないと考えられる。 
 ○全てのメーカーにおいて、製造工程でＰＣＢを熱媒体として使用したこ

とはなく、塩素を使用することもないことからＰＣＢが副生成されるこ

ともない。ただし 1社が再生絶縁油との設備共用をしていたことから再
生絶縁油にＰＣＢが混入していた場合、合成絶縁油にもＰＣＢが混入す

る可能性がある。 
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4.3 電気機器メーカーアンケート 

変圧器等及びＯＦケーブルに使用されている電気絶縁油の低濃度ＰＣＢ汚染

の原因究明及び汚染範囲の特定等を行うためにポイントとなる電気機器メーカ

ーでの電気絶縁油購入時の品質管理（購入電気絶縁油の油種、各種規格、マニュ

アル、ＰＣＢ不含の確認の有無）、電気機器廃棄時の扱い、ＰＣＢ使用中止後の

ＰＣＢラインの扱い、購入・使用再生絶縁油の中止・保管等に関する情報を収集・

整理することを目的として、平成 16年３月に以下のＪＥＭＡ加盟の 19社 32工
場を対象として、アンケート調査を行った。なお、電気機器メーカーアンケート

については、既にＪＥＭＡ報告書において７工場で、新油絶縁油と再生絶縁油の

製造ラインの一部共用が報告されている等、電気絶縁油の低濃度ＰＣＢ汚染の原

因究明や汚染範囲の特定等に関連した調査結果が報告されていることから、この

報告書を補完する内容に重点を置いた。 
 
A 社（A11･A14 工場、A12･A13 工場、A2 工場）、B 社（B 工場）、C 社（C

工場）、D社（D工場）、F社（F1工場、F2工場、F3工場、F4工場、F5工場）、
G社（G1工場、G2工場）、H社（H工場）、I（I1工場、I2工場）、J社（JH工
場、JM工場）、W（W工場）、K社（K工場）、X社（X工場）、M社（MC･MH･
MT工場、ML･MV工場）、N社（N工場）、P社（PA工場）、Q社（Q工場）、
RS社（R工場、S工場）、U社（UI工場、U2工場、U3工場）、V社（V1工場、
V2工場） 

 
アンケートの結果をまとめると以下のようになる。 

（１）電気絶縁油購入時の品質管理について 
○ 購入電気絶縁油が全て新油絶縁油であった工場は８工場、新油絶縁油及び

ＰＣＢであったのは 11工場、新油絶縁油及び再生絶縁油であったのは４
工場、新油絶縁油、再生絶縁油及びＰＣＢであったのは９工場であった。 

○ 機器メーカーが購入した電気絶縁油の種類（JIS C 2320の規格）につい
て、新油絶縁油では、１種１号のみを購入していたのは１工場、２号のみ

を購入していたのは 17 工場、１号及び２号を購入していたのは５工場、
２号及び４号を購入していたのは８工場、１、２及び４号を購入していた

のは１工場であった。一方、再生絶縁油では、再生絶縁油を購入していた

13 工場全てが１種２号のみであった。また、再生絶縁油の購入開始時期
は 1972年以前が２工場、1973年以降が 11工場（２工場については JIS
以外に指定していた社内規格なし）であった。 

○ 再生絶縁油を購入していた 13工場全てにおいて、新油絶縁油と区別して
再生絶縁油を指定しており、その指定のもとで市販再生絶縁油を購入して

いた。 
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○ ＰＣＢを使用していた工場におけるＰＣＢ混入防止のために実施された

品質管理項目について、1972 年以前にＰＣＢ混入防止マニュアルがあっ
たのは、20 工場中２工場であった。また、全ての工場でＰＣＢ使用中止
後のＰＣＢ製造設備の洗浄保管及び洗浄廃棄等は適正に実施され、残ＰＣ

ＢはＰＣＢメーカーに返却、または保管されていた。1990 年以降もＰＣ
Ｂ混入防止のための品質管理マニュアルが存在しないのは２工場であっ

た。 
○ 新油絶縁油及び再生絶縁油の受入時について、新油絶縁油についてＰＣＢ

分析を実施していたのは 26 工場で、その開始時期は、1989～1992 年が
17工場、1998年～2003年が９工場であり、2003年時点で受入時のＰＣ
Ｂ分析を実施していないのは４工場であった。一方、再生絶縁油について、

ＰＣＢ分析を実施していたのは１工場（開始時期：1977 年～）のみであ
った。 

○ 再生絶縁油が中止された 1990年頃以降における機器から抜油した油の管
理は、ＰＣＢの分析によりＰＣＢ不含確認をせず、廃油業者に出荷してい

た工場が半数以上あり、この中には再生油を使用していた工場も少数あっ

た。 
 
（２）電気機器の廃棄時の取扱いについて 

○ 2000 年以前に閉鎖した工場及び機器廃棄をしていない工場を除いた全て
の工場で電気機器廃棄時のＰＣＢ不含確認を実施していた。実施時期は

2001～2003（1990年の１工場を除く）の間であった。 
 

（３）その他について 
○ 使用済み絶縁油の委託再生を行っていたのは、１工場であり、不明が１工

場あった。 
○ 1990 年までに電気機器メーカーでは再生絶縁油の購入・使用を中止して

いた。また、その際の再生絶縁油の保管量及び処分方法について、５工場

が不明であった。 
 
以上のアンケート結果のまとめから新油絶縁油及び再生絶縁油へのＰＣＢ混

入の可能性について次のように整理出来る。 
 
○ 1972 年にＰＣＢ使用電気機器の生産自粛、輸入自粛、使用自粛の要請が

行われる以前は、ＰＣＢ混入の防止マニュアルがあったのは、２工場であ

った。それ以外の工場ではＰＣＢ混入防止マニュアルがないため、仮に人

為的ミスがあった場合、新油絶縁油及び再生絶縁油にＰＣＢが混入した可
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能性がある。 
○ ＰＣＢ使用電気機器の生産自粛、輸入自粛、使用自粛の要請が行われる

1973 年以降については、ＰＣＢ機器製造設備の廃棄・保管は適切になさ
れており、鉱油使用機器製造設備への影響は無いと考えられる。 

○ 電気機器メーカーは「新油絶縁油や再生絶縁油に微量ＰＣＢが混入してい

る」といった認識がないため、1989 年以前は電気絶縁油受入時にＰＣＢ
分析を実施していなかった。このことから、仮に電気絶縁油メーカーから

購入した電気絶縁油にＰＣＢが混入していた場合、結果的に汚染を拡大し

た可能性がある。また、柱上変圧器で使用された再生絶縁油に微量ＰＣＢ

の混入が明らかとなり、再生絶縁油の使用が中止となった 1989年におい
ても、新油絶縁油に対しては微量ＰＣＢ混入の認識はなかったため、各社

でのＰＣＢの受入分析の実施状況にバラツキがあり、2003 年時点におい
ても、電気絶縁油メーカーのＰＣＢ不含証明書を入手するのみで、自社で

は分析を実施していない工場が４工場あった。従って 1989年以降におい
ても、各社受入分析を実施する以前に電気絶縁油メーカーから購入した新

油絶縁油に、仮にＰＣＢが混入していた場合、結果的に汚染が拡大した可

能性がある。 
○ 機器メーカーでは１工場を除いて、2000 年以前は機器廃棄時に電気絶縁

油のＰＣＢ不含確認を実施していなかったことから、再生絶縁油が製造さ

れていた時代には、仮にこれら電気絶縁油にＰＣＢが混入していた場合、

結果的に廃油へＰＣＢが混入した可能性がある。 
 
 



 38

4.4 機器ユーザーアンケート 

変圧器等及びＯＦケーブルに使用されている電気絶縁油の低濃度ＰＣＢ汚染

の原因究明及び汚染範囲の特定等を行うためにポイントとなる機器ユーザーで

の機器購入時のＰＣＢ不含確認等、使用中機器の保守時の扱い、機器廃棄時のＰ

ＣＢ不含確認等について情報を収集・整理することを目的として、平成 16 年３
月に以下の電気事業連合会加盟会社、（社）日本鉄鋼連盟加盟会社、（社）日本自

動車工業会加盟会社及びＪＲの 44 社を対象として、アンケート調査を行った。
なお、１社については回答がなく、１社については４事業場からの回答があり、

計 46事業場として整理した。 
 

＜電気事業連合会＞ 
あ社、い社、う社、え社、お社、か社、き社、く社、け社、こ社、さ社、し社 
＜（社）日本鉄鋼連盟＞ 
す社、せ社、そ社、た社、ち社、つ社、て社、と社、な社、に社、ぬ社 
＜日本自動車工業会＞ 
ね社、の社、は社、ひ社（ひ 1工場、ひ 2工場、ひ 3工場、ひ 4工場）、ふ社、
へ社、ほ社、ま社、み社、む社、め社、も社、や社 
＜ＪＲ＞ 
ゆ社、よ社、ら社、り社、る社、れ社、ろ社 

 
アンケートの結果をまとめると以下のようになる。 

（１）電気機器購入時の取扱いについて 
○ 電気機器購入時においてＰＣＢ不含を確認して機器購入をしている事業

場は 46 事業場中の 35 事業場であり、不含確認開始時期は 2001～2004
年であり、2002 年が最も多く 26 事業場であった。確認方法は２事業場
を除き、電気機器メーカーに確認していた。 

○ 電気絶縁油に関して規格を指定していたのは 34事業場で、全てＪＩＳ規
格であった。新油絶縁油及び再生絶縁油の区分をして購入していたのは９

事業場であり、指定していなかった事業場のほとんどは電気機器に封入さ

れている電気絶縁油は新油絶縁油との認識であった。但し、２事業場につ

いては新油絶縁油あるいは再生絶縁油を使用するかについては電気機器

メーカーあるいは電気絶縁油メーカーに委ねていた。 
 

（２）使用中機器の保守時の扱いについて 
○ 電気機器の保守（封じきり機器以外）のために、全ての事業所で電気絶縁

油を入れ替えたり、注ぎ足したりした実績があった。 
○ 保守に使用していた電気絶縁油（保守油）は、電気絶縁油メーカー、納入
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機器メーカー、保守受託会社から購入がほとんどであったが、一部、保管

品の社給、工事請負会社による調達、点検修理業者の持ち込み等があった。 
○ 保守油に対して規格を指定していたのは 37事業場で、全てＪＩＳ規格で

あった。新油絶縁油及び再生絶縁油の区分を指定して購入していたのは、

11 事業場であり、指定していなかった事業場のほとんどは電気機器に封
入されている電気絶縁油は新油絶縁油との認識であった。また、新油絶縁

油と再生絶縁油の区分を指定していない事業場もあり、そのうち１事業場

は「性能を満足していれば問題ない」としていた。 
○ 保守油購入時においてＰＣＢ不含を確認して機器購入をしている事業場

は 46 事業場中の 28 事業場であり、不含確認開始時期は 2001～2004 年
であり、2002 年が最も多く 24 事業場であった。確認方法は全ての事業
場で電気機器メーカーに確認しており、それに加えて一部、自社等で分析

や電気絶縁油メーカーに確認していた。 
 
（３）廃棄時について 

○ 電気機器廃棄時にＰＣＢの不含を確認していたのは、46事業場中 42事業
場であった。不含確認開始時期は 2000～2004年であり、2002年が最も
多く 31事業場であった。確認方法は電気機器メーカー、自社等で分析し
て確認及び他社に分析を依頼して確認していた。また、ほぼ全ての機器ユ

ーザーにおいて、電気機器廃棄時に不含確認後、適正に保管・処分がなさ

れていたが、ごく一部のユーザーにおいては、不含確認を行わずに機器を

解体業者に廃棄委託し、または、機器から電気絶縁油を抜油して廃油業者

に廃棄委託し、容器は鉄屑として廃棄処分していた。 
 

（４）その他について 
○ １事業場において、電気絶縁油として所内の電気機器に再利用することを

目的として電気絶縁油の再生を委託していた。 
 
以上のアンケート結果のまとめから新油絶縁油及び再生絶縁油へのＰＣＢ混

入の可能性について次のように整理出来る。 
 
○ 機器ユーザーでは、電気絶縁油には微量ＰＣＢが混入しているといった認

識がないため、2000 年以前は電気機器購入時及び保守油購入時において
電気絶縁油のＰＣＢ不含を確認していなかった。また、大多数の機器ユー

ザーでは電気機器に封入されている電気絶縁油は新油絶縁油との認識で

あったため、ほとんどが新油絶縁油と再生絶縁油を区分しておらず、JIS
規格のみを指定していたので、多くの電気機器及び保守油で再生絶縁油を
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使用したかどうかが確実には把握できない。従って仮にこれらの再生絶縁

油にＰＣＢが混入していた場合、新油絶縁油にＰＣＢが混入していないと

の認識のもと、保守等の油交換を行ったとすると、結果的にタンクや器具

の共用によって汚染を拡大した可能性がある。 
○ また、上記認識の下、アンケート実施時点で電気機器購入時及び保守油購

入時において、電気絶縁油のＰＣＢ不含を確認していない機器ユーザー事

業場もあり、保守油については、電気絶縁油メーカー、納入機器メーカー、

保守委託会社からの購入がほとんどであったが、一部、保管品の社給、工

事請負会社による調達、点検修理業者の持ち込み等があったことから、こ

れらの保守油に仮にＰＣＢが混入していた場合、結果的に汚染が拡大した

可能性がある。 
○ 機器ユーザーでは、電気絶縁油には微量ＰＣＢが混入しているといった認

識がないため、1999 年以前は機器廃棄時に電気絶縁油のＰＣＢ不含確認
を実施していなかったことから、再生絶縁油が製造されていた時代には、

仮にこれら電気絶縁油にＰＣＢが混入していた場合、結果的に廃油へＰＣ

Ｂが混入した可能性がある。 
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4.5 ＰＣＢ含有製品メーカー及び潤滑油等の再生事業メーカーアンケート 

本アンケート調査は、現地ヒアリング結果から判明した一部電気絶縁油製造企

業におけるＰＣＢ含有製品製造の実態を受け、ＰＣＢを含有した潤滑油等電気絶

縁油以外の製品の製造・再生状況等に関して平成 16 年８月、電気絶縁油製造企
業を対象に、資源エネルギー庁資源・燃料部石油精製備蓄課が調査を実施したも

のであり、結果の概要は以下のとおりである。 
１）調査対象企業 

電気絶縁油の製造・販売、再生業務を行っている／行っていた企業 計 18社 
内訳 精製元売り：６社 
潤滑油製造／電気絶縁油製造専業：12社 

 
２）調査結果概要（18社中 17社より回答） 
（1）ＰＣＢ含有製品を製造していた企業 計１社 
①c社 
・製造品目(PCB含有量)：３品目 工業用汎用油(3.0mass%) 

油圧作動油(0.5mass%) 
ト ル ク コ ン バ ー タ ー 専 用 油

(4.0mass%) 
・製造量   ：不明 
・ＰＣＢ購入量：z3社 KC-500 
        92,100kg(昭和 40年～46年の合計) 
・1971年 10月 20日付けでＰＣＢ使用中止 
・電気絶縁油は専用設備で製造しており、一般潤滑油との共用部分なし 

 
（2）潤滑油等の再生事業を行っていた企業 計６社 

 
○事業内容  ：潤滑油の受託再生・・・・・４社 

廃油の燃料油への再生・・・１社 
詳細不明・・・・・・・・・１社 

 
○ラインの状況：専用ライン・・・・・・・・４社 

一部共用・・・・・・・・・１社 
詳細不明・・・・・・・・・１社 

 
○ＰＣＢ検査 ：受入時、再生品共に未実施・５社 

詳細不明・・・・・・・・・１社 
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①l社 
・事業内容：工業用潤滑油の受託再生 
・再生量 ：約 860kl／年～2,100kl／年（平成元年度以前のデータな
し） 

・専用ラインを利用。 
・ＰＣＢ含有の確認検査は行っていない。 

 
②m社 

・事業内容：潤滑油（ディーゼルエンジン油・タービン油）、トルエン・

キシレン、流動パラフィンの受託再生 
・再生量 ：潤滑油     570kl／年（昭和 50年事業撤退） 

トルエン等   500kl／年（平成 13年事業撤退） 
流動パラフィン  70kl／年（平成 13年事業撤退） 

・再生方法が異なり、装置施設の共用はなし。 
・ＰＣＢ含有の確認検査は行っていない。 

 
③p社 

・事業内容：タービン油、エンジン油、油圧作動油、ギヤー油の受託

再生 
・再生量 ：昭和 40～49年  3,600kl／年 

昭和 50～55年  2,400kl／年 
昭和 56～60年  1,200kl／年 
昭和 61～平成元年   360kl／年（平成２年事業撤退） 

・再生絶縁油と硫酸及び白土処理装置を共用（昭和 46～61年） 
・ＰＣＢ含有の確認検査は行っていない。 

 
④t社 

・事業内容：工業用潤滑油の受託再生 
・再生量 ：不明 
・電気絶縁油は専用ラインであり、共用はなし。 
・ＰＣＢ含有の確認検査は行っていない。 

 
⑤s社 

・事業内容：廃油として収集した工業潤滑油（タービン油等）を産業

廃棄物として引き取り、燃料油として再生・販売 
・再生量 ：15kl／年程度 
・電気絶縁油と潤滑油の処理設備は完全に分離されている。 
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・ＰＣＢ含有の確認検査は行っていない。 
 
⑥q社 

・1969年に事業撤退しており、詳細資料なし 
 

(3) 資源エネルギー庁からの通知（昭和 50年及び平成元年）への対応 
＊両通知は、資エ庁から直接伝達された一部専業企業を除き、潤滑油専業企業の

団体である全国石油工業協同組合に対して行われており、石油連盟及び精製

元売企業には送付されていない。 
 

○潤滑油等の製造にＰＣＢを使用していた企業（１社） 
・通知以前に使用を停止（c社:昭和 46年） 

 
○潤滑油等の再生事業を行っていた企業（６社） 

・通知以前に再生事業から撤退（q社:昭和 44年・m社:昭和 50年） 
・再生受託製品名の確認、鉱物油の再生事業の中止（p社） 
・顧客先情報及び製品情報によるＰＣＢ含有の有無の確認、ＰＣＢ含有

可能性のある油種の受入れ中止（l社） 
・潤滑油にＰＣＢが使用されていたとの認識がなかったことから特段の

対応せず（t社・s社） 
 
○潤滑油等の製造にＰＣＢを使用しておらず、潤滑油等の再生事業を行っていな

い企業（８社） 
・特段の対応は行っていない（f社・e社・d社） 
・関係部署に注意喚起（i社） 
・自主的に不混入を確認（g社） 
・電気絶縁油に関するＰＣＢ検査を実施（a社） 
・特定取引先企業との間に新たに基本契約を締結し、契約先企業以外と

の受託再生は行わないことを徹底（昭和 50 年通知）、電気絶縁油の再
生事業から撤退、電気絶縁油の製品検査規定中にＰＣＢ分析項目を追

加（平成元年通知）（n社） 
・詳細不明（b社） 

 
○電気絶縁油のみの製造／再生事業を行っていた企業（２社） 

・電気絶縁油の委託再生加工受入れ時に確認試験を実施（k社） 
・詳細不明（r社） 
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4.6 ＰＣＢメーカーアンケート 

本調査は電気絶縁油のライフサイクルの関係者としてＰＣＢメーカーについ

てもその当時の販売先、製品特性と使用用途、出荷荷姿、回収等を調査し原因究

明に資することを目的に平成 16 年８月、経済産業省環境指導室がアンケートを
実施したものである。結果の概要は以下のとおりである。 

 

１）調査対象企業 
ＰＣＢメーカーの２社（z3社、z4社） 

 

２）調査時期 
平成 16年８月～９月 

 

３）調査結果概要 
（１）ＰＣＢの販売先等 

○メーカーでは電気用、開放系用、熱媒体用、感圧紙用と区分して把握して

おり、電気用ではＪＥＭＡ加盟の変圧器、コンデンサメーカー等へ、熱媒

体用についても電気機器メーカー、電気絶縁油メーカーへの販売があった。 

（２）ＰＣＢに係る生産品目毎の特性及び用途 
○z3社のＰＣＢ生産は 1954年から 1972年までの間、56,320㌧であり、z4
社の生産は 1969年から 1972年までの間、2,455㌧であった。また当時の
通産省の回収指示に基づき z3社は 1972年から 1975年までの間、約 5,500
㌧を回収し、z4社は 1969年から 1981年までの間に回収し、回収油には
ＰＣＢ機器、設備を洗浄した油も含まれている。（z4 社 z4 あ事業所が作
成したパンフレット｢タンク保管ＰＣＢの無害化処理について｣によれば、

回収量は 968㌧となっている） 
○ＰＣＢ用途別の生産商品名については次表のとおり整理できる。 

ｚ3社 ｚ4 社 用 途 

生産商品名 塩素化度 生産商品名 塩素化度

変圧器用 KC-1000 ５ ｱﾛｸﾛｰﾙ T-100 ５

コンデンサ用 KC-300 

KC-400 

KC-500 

３

４

５

ｱﾛｸﾛｰﾙ 1242 

ｱﾛｸﾛｰﾙ 1248 

ｱﾛｸﾛｰﾙ 1254 

３

４

５

熱媒体 KC-300 

KC-400 

３

４

ｻﾝﾄｻｰﾑ FR1 

ｻﾝﾄｻｰﾑ FR2 

３

４

潤滑油 KC-300 

（極圧添加剤）

３ ｱﾛｸﾛｰﾙ 1232 

ｱﾛｸﾛｰﾙ 1242 

ｱﾛｸﾛｰﾙ 1248 

２

３

４
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ｱﾛｸﾛｰﾙ 1260 

（作動油） 

ｱﾛｸﾛｰﾙ 1254 

（切削油） 

６

５

 

（３）ＰＣＢの出荷荷姿 

○ z3 社では出荷荷姿の 70～80％はドラム缶で変圧器、熱媒体用途。ロー
リー車は残り 20～30％の大半はコンデンサ用途であった。（※） 

○ z4社では出荷荷姿でローリー車は感圧紙向けのみ。U変圧器用は専用の
通いステンレスコンテナー（２～４ＫＬ）使用であった。その他はドラ

ム缶。（※） 

（４）ＰＣＢ貯槽等の設備貸与 

○一部のユーザーが貯槽等の施設を設置していた模様だが、ＰＣＢメーカー

による設備貸与があったかは不明。（※） 
 

※ 資料は残っていないが、当時の関係者にヒアリング調査した結果による。 
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５．現地ヒアリング結果 
5.1 電気絶縁油メーカー 

原因究明ワーキンググループの委員及び専門委員が現地設備等を確認するこ

とにより、新油絶縁油及び再生絶縁油の製造に対して正しく認識し、ＰＣＢ使用

時期、再生絶縁油使用時期等の当時の製造状況（原料受入、製造、貯蔵、製品出

荷、輸送、品質管理等）を示す資料等を確認することにより各社アンケートの検

証と電気機器へのＰＣＢ混入の原因を究明するために、平成 16 年５～７月に電
気絶縁油メーカーに対して現地ヒアリングを行った。 
現地ヒアリングの対象メーカーの選定にあたっては、新油のみの電気絶縁油メ

ーカー、新油及び再生油の電気絶縁油メーカー、再生油のみの電気絶縁油メーカ

ーに分類し、アンケート結果を参考に石油連盟加盟会社及び（社）潤滑油協会加

盟会社を主として、その代表例を選定した。 
選定したメーカー・事業場及び主な確認事項は以下のとおりである。 

 
○選定メーカー 
① 新油のみの電気絶縁油メーカー（自主生産のみ） 

・・・c社・c1事業場 
② 新油のみの電気絶縁油メーカー（自社生産及び他社調達） 

・・・g’社・g’1工場 
③ 新油及び再生油の電気絶縁油メーカー 

・・・p社・p1工場、n社、k社・k1工場 
④ 再生油のみの電気絶縁油メーカー・・・s社 

 
○現地ヒアリングにおける現地設備確認を含む主な確認事項 
① 電気絶縁油関係設備（原料油受入、製造、貯蔵、出荷設備等）確認 
② ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器、関係設備撤去保管状況等確認 
③ 関係資料の提示、各社アンケート回答に対する質問等 
・ＰＣＢ使用、再生絶縁油使用及び新油絶縁油使用時期の各種マニュアル、

社内基準・規格、契約書・注文書 
・受入輸送、受入設備、製造設備等フローシート、図面、設備設置許可書、

届出書等 
・不含証明書及び不含証明書の元となった分析結果表 
・アンケートの回答に対する確認等 

 
現地ヒアリングの結果、主に以下のことを確認した。 

 
 



 47

１）c社・c1事業所 
工場の概要説明及び関係資料の提示・説明、電気絶縁油関係設備（受入タンク、

旧溶剤精製装置跡地、旧溶剤脱蝋装置跡地、過去に使用していた減圧・蒸留装置

跡地、貯蔵設備、タンクローリー出荷設備、ドラム缶充填設備）、潤滑油関係設

備（一般潤滑油設備（調合室））、ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器、関係設

備撤去保管状況等について現地確認した。 
① 電気絶縁油関係及び潤滑油設備確認 
・ 昭和 40～46 年にＰＣＢを購入し、潤滑油（工作機械油）に極圧添加剤とし
てＰＣＢを添加していたとの説明があった。ＰＣＢが電気絶縁油に混入する

可能性については、潤滑油と電気絶縁油のライン及びタンクは全く別個のも

ので、また電気絶縁油の製造場所とＰＣＢ添加（調合）の作業場が離れてい

ることから、あり得ないことについてフロー図での説明及び現場での説明が

あった（当時の消防への提出書類として、昭和 34 年の届出書「危険物取扱
所既存届出書」の提示があったが、書類ではタンク、配管図、フローシート

等の証明となる資料は確認できなかった）。 
② ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器、関係設備撤去保管状況等確認 
・ 専用の建家に高圧変圧器６台、低圧変圧器 35 台及び当時ＰＣＢを添加した
潤滑油等が 682個のドラム缶に保管してあった。 

③ 関係資料の確認、各社アンケート回答に対する質問等 
・ 電気絶縁油生産の歴史及び電気絶縁油製造工程の変遷について説明があり、

その概要は以下のとおりであった。 
 
¾ 1951～1975年５月（c2製油所一貫生産－ア県内の国産原油使用）； 

常圧蒸留→（残査）→減圧蒸留→溶剤精製→溶剤脱蝋→硫酸洗浄・白土

処理 
¾ 1975年６月～1998年９月（c3製油所；中間原料・c2製油所；仕上げ－中
東系原油使用）； 
（c3 製油所）常圧蒸留→減圧蒸留→水素化精製・（c2 製油所）溶剤精製
→溶剤脱蝋→白土処理（1985年３月から水素化精製の技術の進歩により、
溶剤精製の工程はない） 

¾ 1998年 10月以降（c3製油所一貫生産－中東系原油使用）； 
常圧蒸留→減圧蒸留→水素化脱蝋→水素化精製 
なお、現在、c1事業所では c3製油所からタンカーで輸送された変圧器
用電気絶縁油を脱水塔で水分を除去し、ごみをＭＦで濾過除去後（一部

特殊グレードで添加剤（BTA等）を使用）、タンクローリー、ドラム缶で
製品出荷。 
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・ アンケートの回答の根拠となる資料として、原料受入規格（1973 年以降～
現在）、製造マニュアル・製品規格（1972年以前～現在）、製品検査標準（1973
年以降～現在）、不含証明書及び不含証明書の元となった分析結果表につい

て提示があり、不含証明は平成２年から発行していた。ＰＣＢの分析は平成

２年に２件、平成３年に 25件、平成３年以降は年に 10件以上行っている（主
に客先の要望）とのことであった。定期的（1 回／月）にＰＣＢ分析を実施
したのは平成 13 年以降で、サンプリング箇所はタンクローリーの放油管で
行っているとのことであった。 

・ 自社専用タンクローリーは自社製の新油絶縁油のみに使用しているが、極例

外的に前荷を灯油に限定して洗浄して使用（灯油ローリーの格上げは容器検

査標準に規定）しており、その際には共油（新油絶縁油）で洗浄、電気特性

を満足することを確認し、製品積み込みを行い、洗浄油は廃油として処理し

ているとの説明があった。 
・ ＰＣＢ検出時の措置規定としてＰＣＢ管理手順書等はないとの説明があっ

た。 
・ 1951～1975 年にア県内の国産原油をタンク車で輸送していたことによるＰ
ＣＢ混入の可能性について、タンク車は輸送会社の所有、近距離輸送である

ことから、他の用途に使い回されたとは考えにくいと説明があった。 
・ 万が一、原料である国産原油にＰＣＢが混入していたと仮定した場合、

KC-300及び 400は沸点範囲から軽油留分となるはずであり、電気絶縁油へ
の混入の可能性はない。一方、KC-500 については電気絶縁油留分になる。
その後の精製工程で除去できるかどうかについては知見がないので電気絶

縁油に混入するかどうかは不明であるとの説明があった。 
・ 特約店の販売について、電気絶縁油は、現在末端ユーザーまで分かるが、過

去については不明である。潤滑油については小口であり、過去から現在まで

不明であるとの説明があった。 
 
２）g’社・g’1工場 

工場の概要説明及び関係資料等の提示・説明、電気絶縁油関係設備（アルキル

ベンゼンの受入設備、ソルベント蒸留装置、ノンアロマソルベント製造装置

（NASU）、接触脱蝋装置（MLDW）、白土処理装置、ドラム缶出荷現場、タン
クローリー出荷現場）、ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器、関係設備撤去保

管状況等について現地確認した。 
① 電気絶縁油関係設備確認 
・ 白土処理は窒素化合物を除去しているとの説明があった。白土処理タンクは

５基あり、１基当たり約 40KLの逆円錐型で、３基は洗浄槽で２基は別な調
合に用いているとのことであった。白土―濾過器は、フィルターが 30 枚あ



 49

り、白土を掻き落とす用途として用いられていた。掻き落とされた白土は産

廃として処理しているとのことであった。 
② ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器、関係設備撤去保管状況等確認 
・ 鉄筋コンクリートの専用保管場所に、高圧コンデンサ、蛍光灯安定器、水銀

灯安定器（ドラム缶入）が保管されており、変圧器はなかった。この中には

g’1工場の機器だけでなく、g’2工場の機器も保管されているとのことであっ
た。 

③ 関係資料の確認、各社アンケート回答に対する質問等 
・ g1 製油所の製造工程管理基準、製造工程における品質管理状況の概要及び

g1製油所時代からの電気絶縁油製造工程の変遷について説明があった。電気
絶縁油製造工程の変遷は以下のとおりであった。 

 
¾ 1967年以前（硫酸洗浄時代－ナフテン系の国産であるイ原油、イ原油とナ
フテン系南方原油併用、ナフテン系南方原油）； 
原油タンク→減圧蒸留→原料タンク→硫酸洗浄槽→ソーダ洗浄槽→湯洗

槽→白土洗浄槽→濾過装置→製品タンク→フィルター→製品出荷 
¾ 1967～1983年（水素化精製時代－ナフテン系南方原油）； 

原油タンク→減圧蒸留→原料タンク→水素化精製→半製品タンク→白土

洗浄槽→濾過装置→製品タンク→フィルター→製品出荷 
なお、電気絶縁油の性能向上のため、y社製のアルキルベンゼンを白土
処理して混合していた。 

¾ 1983年以降（中東系原油使用）； 
常圧蒸留の重質分を受入→減圧蒸留→原料タンク→接触脱蝋（流動点を

下げる）→半製品タンク→白土洗浄槽→濾過装置→製品タンク→フィル

ター→製品出荷 
なお、場合によって白土洗浄槽の前に y 社製のアルキルベンゼンを添
加していた。 

 
・ 原料油受入規格票、原料油規格（2004.4.7）、製品規格、仕入れ商品規格、
試験検査成績表、不含見解書、不含証明書等の提示があった。なお、1975
年付けの試験成績表によると製品 17 種類についてＰＣＢを分析し、全て不
含であった。 

・ 他社からの購入品については、購入先から直接出荷しており、自社工場を経

由しての出荷はないとのことであった。 
・ 生産設備において、JIS 1・2号以外に JIS 7種 4号（1982年～）及び外国
規格（IEC、BS、ASTM 等）を同一のラインで使用していたとの説明があ

った。 
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・ 調達タンクローリーについて、電気絶縁油専用車と電気絶縁油・ケミカル品

の兼用車を使用しており、ケミカル品とは y社で製造している商品（アルキ
ルベンゼン等）であるとの説明があった。専用車は洗浄せず、兼用車は洗浄

を実施しており、洗浄には灯油と洗剤を使用し、洗浄後の廃油は産業廃棄物

として処理されているとのことであった。 
・ 不含見解と不含証明についての違いについて、ＪＥＭＡ報告書における不含

見解書は PCB を取り扱っていないなどの状況証拠から不含であることを示
したもので、不含証明とは電気絶縁油中のＰＣＢ分析結果に基づき不含であ

ることを示したものであると理解しているとの説明があった。 
・ 電気絶縁油の納入時に発行する試験成績書に、ＰＣＢ分析結果に基づきＰＣ

Ｂ不含であることを記載するようになったのは 2002年 11月以降であり、発
行先は電気絶縁油の納入時に試験成績書を提出している主要機器メーカー、

ユーザーであるとの説明があった。 
・ 購入品の管理について、購入先４社のうち現在購入している m 社の製品の

み自社でＰＣＢ分析を実施しているとの説明があった。l 社、p 社について
は、不含見解を入手しているが、不含証明は入手できておらず、a 社からは
不含証明を入手しているが平成 2年のみであるとのことであった。購入品の
輸送についての管理についても、m社のみ把握しており、g社と同等に行っ
ているが、その他の購入先については把握していない。 

・ 潤滑油と電気絶縁油の製造工程の共用について、アロマフリーソルベント及

び圧延油については、減圧蒸留装置は共用、原料タンクは別である。また、

冷凍機油については、全ての製造工程が別である。 
・ 購入品については仕入れ商品規格を満たすように指示しており、1 号油と４
号油は自社生産品のみである。自社生産品と購入品では用途などによって納

入先を区別しており、大型機器に対しては g社製造のものを、m社のものは
小型、汎用品用に販売したとの説明があった。 

・ 商流としては特約店を経由した販売がほとんどであるが、出荷は直送が多い。

一部特約店の倉庫に納品した製品についてはどこに売られているかまでは

わからないとの説明があった。 
 

３）p社・p1工場 
工場の概要説明及び関係資料等の提示・説明、電気絶縁油関係設備（原料油受

入設備、新油の製造設備である硫酸処理、白土処理、脱気装置等、新油絶縁油及

び再生絶縁油製造時代の貯蔵及び出荷設備）、ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入

機器、関係設備撤去保管状況等について現地確認した。なお、再生絶縁油の製造

設備は現存していなかった。 
① 電気絶縁油関係設備確認 
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・ 当時の再生絶縁油原料受入タンクは再生潤滑油用と再生絶縁油用を合わせ

て６基あり、この内２～３基を再生絶縁油用に使用しており、これらは現在

洗浄して新油絶縁油及び潤滑油の受入タンクに転用しているとの説明があ

った。再生絶縁油の原料油はドラムとタンクローリーを使用し、変圧器用電

気絶縁油のみを受入れていたが受入れ基準や製品の規格等は残っていない

とのことであった。 
・ 新油絶縁油の原料受入タンクはコーンルーフ型の 1 基で、1979 年～現在ま
で新油絶縁油に使用しているとの説明があった。新油絶縁油の原料は、1960
年以前は鉄道で、1960 年以降は船で工場外の油槽所に搬入しており、現在
はタンクローリー車を用いているとのことであった。当時の新油絶縁油の原

料は主にナフテン系であり、石油会社から比較的重質なものを購入している

とのことであった。 
・ 電気絶縁油に限らず、過去に遡ってＰＣＢを原料として仕入れたことや製品

として使用したことはないとのことであった。 
・ 電気絶縁油の製造設備で製造している製品は JIS １種、６種、７種、ASTM
規格電気絶縁油、BS 規格電気絶縁油、IEC 規格電気絶縁油であるとのこと
であった。 

・ 製品の出荷は自社専用タンクローリーであり、3台（2台は電気絶縁油専用、
1 台は潤滑油専用）所有していた。タンクローリーの洗浄は自社で行ってい
るとのことであった。 

② ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器、関係設備撤去保管状況等確認 
・ 変電室に、過去に電路に使用していたコンデンサ３台が保管してあった。 
③ 関係資料の確認、各社アンケート回答に対する質問等 

電気絶縁油の生産管理工程図、消防法の届出書（1971 年以降の新油絶縁油
及び再生絶縁油の配管図面（変更后配管系統図(1)送油配管、ウ市昭和 49年 6
月 21日、消防局）、受入規格、不含証明書等について提示・説明があった。電
気絶縁油製造工程は以下のとおりであった。なお、新油絶縁油と再生絶縁油の

ラインは分離していた。 
 
＜新油絶縁油＞ 
¾ 昭和 26年～； 

硫酸処理（中和処理含む）→白土処理→濾過処理 
 ＊硫酸処理は原料油の品質向上により、1974年に中止 

¾ 現在；白土処理→半製品貯蔵タンク→真空・ろ過(水分除去と脱気する)→製
品タンク 

 
＜再生絶縁油＞ 
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¾ 昭和 26年～昭和 60年； 
硫酸処理（中和処理含む）→白土処理→濾過処理 
なお、1971～1985年は電気絶縁油以外の潤滑油の受託再生を行ってお
り、硫酸処理及び白土処理装置は洗浄で切替えて共用（原料と貯槽は

専用）していた。 
 
・ 「再生アルケン」は、合成油（２種１号）の納入先であるケーブルメーカー

との間の製品名称であり、この納入メーカー１社だけで用いているとの説明

があった。なお、ケーブルメーカーからの委託内容は「自社内ＯＦケーブル

製造時オーバーフロー等で生じたＯＦ油に限定した精製委託」である。 
・ 新油絶縁油の生産設備について、製造ラインは JIS 1～4号、BS、ASTM、

IECは共用、7種 2号、4号については、タンクは別、その他については一
部共用、6 種についてはシリコーン油なので、製造ライン、処理装置は専用
であるとの説明があった。 

・ 再生絶縁油の輸送について、自社専用タンクローリーで原料と製品の両方を

運搬しており、製品を輸送する場合には洗浄していたとの説明があった。洗

浄油は電気特性を考慮して、タンクローリーに積み込む製品を共洗いに使用

し、洗浄油については、全て自家燃料にしていたとのことであった。 
・ 受託再生は歩留まりがあるので、最初の契約で預かった油の、例えば 80％を
戻すと取り決めて再生していた。従って歩留まりの補充はしていないとの説

明があった。 
・ 1971 年以降の新油及び再生油の配管図面より、詳細な配管の繋がりが確認
できなかったことから、新油絶縁油と再生絶縁油の半製品送油ラインが繋が

っていた可能性は否定できないとの見解があった。 
 

４）n社 
工場の概要説明及び関係資料等の提示・説明、電気絶縁油及び潤滑油関係設備

（再生絶縁油製造時の原料（廃油）タンク、廃油入りドラム缶の収集跡地、硫酸

タンク、中和槽、フィルタープレス、温湯洗浄装置、タンクローリー出荷場所、

新油絶縁油の原料タンク、白土処理槽、濾過機、脱水槽、製品タンク、脱水塔、

ドラム缶充填設備、一般潤滑油の製造設備）について現地確認した。なお、ＰＣ

Ｂ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器の保管、関係設備の撤去保管はなかった。 
① 電気絶縁油関係設備確認 
・ 再生絶縁油及び新油絶縁油の原料受入れタンクはそれぞれ１基であった。再

生絶縁油の原料油（廃油）の受入れについては、ガラス管を用いて簡易に品

質をチェックし、合格した油のみを受入れていたとの説明があった。また、

廃油タンクのまわりに原料油（廃油）の入ったドラム缶を在庫し、ドラム缶
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の在庫量と原料タンク内の在庫量で生産量を調整していたとのことであっ

た。 
・ 新油絶縁油及び再生絶縁油の製造設備について、白土処理装置は２基所有し

ており、新油絶縁油及び再生絶縁油の併産時は新油絶縁油に１基、再生絶縁

油に１基使用していたが、新油絶縁油のみになり、新油絶縁油に２基使用し

ているとの説明があった。また、新油絶縁油及び再生絶縁油の製造ラインは

全て分離されていた。 
・ 輸送には、自社専用タンクローリーを１台（出荷用）を使用しており、再生

絶縁油はタンクローリー出荷のみとのことであった。 
② ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器、関係設備撤去保管状況等確認 
・ ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器の保管、関係設備の撤去保管はないと

の説明があった。 
③ 関係資料の確認、各社アンケート回答に対する質問等 
絶縁油再生委託加工契約書（昭和 43 年 10 月 1 日～）、受入検査規定（1964
年 6 月 1 日 決定実施、1988 年 8 月 1 日 改正）、原材料規格（1986 年 8 月 1
日 決定実施）、特別作業標準 絶縁油（再）、硫酸洗浄作業・中和処理作業・水
洗作業・白土処理作業・濾過及び脱気作業・脱水処理及び納入作業（昭和 50年
11 月 1 日 決定実施）、特別作業標準 絶縁油、白土処理作業・濾過及び脱気作
業・脱水及び充填作業（昭和 39年 6月 1日 決定実施）、規格・代表性状表、材
料部品基準 材料 再生油（制定；昭和 45年 1月 30日）、共通作業標準（製品出
荷）（1964年 6月 1日 決定実施）、中間検査規定 絶縁油（1964年 6月 1日 決
定実施）、製品検査規定 絶縁油（1964 年 6 月 1 日 決定実施）、契約書（昭和
54年 4月 1日～昭和 55年 3月 31日）、品質管理規定（1964年 6月 1日 決定
実施）、計量証明書等について提示及び説明があった。また、変圧器用電気絶縁

油生産工程配管図により、電気絶縁油製造工程について説明があり、その概要

は以下のとおりであった。 
 
＜新油絶縁油＞ 
原料タンク→白土処理→濾過機→脱気槽→製品タンク→脱水槽→容器詰 

 
＜再生絶縁油＞ 
廃油タンク→硫酸洗浄タンク→中和槽→水洗槽→白土処理→フィルタープレ

ス→脱気槽→冷却槽→タンクローリー出荷 
 

・ 新油絶縁油の原料は、原油から精製されたベースオイルで石油精製元売りよ

り購入しており、購入先は時期によって異なり、複数社から購入していると

の説明があった。1992年 11月以前はナフテン系、1992年 11月以降はナフ
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テン系＋パラフィン系（一部）、2000年４月より、パラフィン系であるとの
ことであった。また、平成 10 年６月４日にエ社に、受入れ原料（一般潤滑
油ベースオイル、電気絶縁油ベースオイル、電気絶縁油製品の３サンプル）

についてＰＣＢ分析を依頼したところ、全て N.Dであったとのことであった。 
・ 再生絶縁油の輸送タンクローリーの洗浄について、年に約２回をめどに実施

し、灯油約 100～200Lで洗浄後、新油絶縁油約 200Lで友洗をし、洗浄油は、
自家ボイラー燃料として使用したとの説明があった。 

・ 再生絶縁油を中止した時点での再生絶縁油設備は、設備によって灯油、新油

絶縁油及びクリーニング用アルカリ洗浄剤で洗浄し、洗浄後の油については、

灯油、新油絶縁油は、自家ボイラー燃料として使用、洗浄剤は業者で処分し

たとの説明があった。 
・ 潤滑油の製造工程と再生絶縁油の製造工程の違いは、硫酸処理であり、潤滑

油の製造は、硫酸処理は行わない。 
・ 受託再生時の歩留まりは、90～92％（8～10％の減耗）であり、精製減耗に
ついて補充は行わず、例えば 10 の原料油を預かって、９の製品が出来上が
れば、9を受託再生元に納めていたとの説明があった。 

・ 昭和 43年 10月１日にH社と取り交わした絶縁油再生委託加工契約書で、「H
社から引渡を受けた廃油、再生油等は他社との混同を避けるため専用タンク

に収納し、帳簿上も区分整理するものとする。」としていた。n 社では H 社
以外の電気絶縁油の再生を手がけた記録はないが、仮に当時他社の再生を同

時期に行っていたと仮定すれば、受入れタンクは１つだったので、製造ライ

ンは区分されていなかったと考えられるとの説明があった。 
・ ＰＣＢを添加剤として受入れたことはないとの説明があった。 
・ 新油絶縁油の販売は特約店経由であり、ドラム缶は小口販売で新品のドラム

缶を使用していたとの説明があった。 
・ 昭和 54 年４月１日の H 社との（委託）契約書で、「H 社以外の廃絶縁油は
一切取り扱わない」としており、昭和 54 年４月以降の再生電気絶縁油の生
産は H社との受託再生のみであった。なお、この契約書は昭和 50年のエネ
ルギー庁通達に関連して取り交わしたもであるとの説明があった。 

 
５）k社・k1工場 

工場の概要説明及び関係資料等の提示・説明、電気絶縁油関係設備（蒸留塔、

白土処理、制御室、新油絶縁油貯蔵タンク、新油絶縁油原料タンク、再生絶縁油

専用原料タンク及び製品タンク、タンクローリー充填設備、ドラム充填設備）に

ついて現地確認した。なお、ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器の保管、関係

設備の撤去保管はなかった。 
① 電気絶縁油関係設備確認 
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・ タンクヤードは昭和 46 年に設置して以降、現在まで変更はないとの説明が
あった。新油絶縁油の原料タンクは複数あり、再生絶縁油使用当時の再生絶

縁油の原料タンクは 150KL が２基あった。配管は既に処分され、タンクの
みが現存していた。 

・ 再生絶縁油の減圧蒸留塔はメタノール・水酸化カリウム方式の連続蒸留装置

であり、真空状態で温度を約 270℃にして、蒸留していたとの説明があった。
この際のトップ（低沸点：70℃以下）は主にメタノール成分であることから
蒸発し、ボトムはタンクに抜き、別途処分し、これらを除いた４段の留分を

再生絶縁油として回収していたとのことであった。生産量は約 90KL／日
（4KL／h）とのことであった。 

・ 新油の貯蔵タンクは複数あり、客先毎の微妙な規格の違いによって区分して

貯蔵していた。微妙な規格の違いとは、ベンゾトリアゾール添加量、流動点

であるとの説明があった。タンクローリーは、自社専用タンクローリーに加

えて、繁忙期は自社専用のタンクローリーを調達しているとのことであった。 
② ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器、関係設備撤去保管状況等確認 
・ ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器の保管、関係設備の撤去保管はないと

の説明があった。 
③ 関係資料の確認、各社アンケート回答に対する質問等 
製品規格（ＰＣＢ）QC工程図（工程管理図（3）（作業名：製品調整、製品充
填工程、運搬搬入））（1993年 8月）、製品のＰＣＢ分析結果 分析試験報告書（昭
和 60年 7月 15日）、分析試験報告書（平成元年 11月 29日）、年代別ＰＣＢ測
定実績、ＰＣＢ分析ガスクロマトグラム測定記録について提示・説明があった。

電気絶縁油の製造工程は以下のとおりであった。 
 
＜新油絶縁油＞ 
原料油タンク→白土処理（～80℃）→濾過→製品タンク→出荷（ガロン缶、
ドラム缶及びタンクローリー） 
 原料油は特定の石油会社１社から原油を蒸留精製した基油を専用船で輸送

（一部、タンクローリー）し、k1工場内の原料油タンクに受入れていたとの
説明があった。 

 
＜再生絶縁油＞ 
¾ 1941年 12月～1972年３月（k2工場及び k3工場）； 

専用廃油タンク→硫酸処理→白土処理→製品タンク 
¾ 1974年４月～1990年１月（k1工場） 

専用廃油タンク→蒸留→製品タンク 
 原料油はか社から専用のタンクローリーまたはドラム缶で原料油（柱上変
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圧器の油）を輸送しており、製品は専用のタンクローリーまたはドラム缶で

か社の指定場所（柱上変圧器メーカーの工場等）に納品していたとの説明が

あった。 
 

・ 新油絶縁油におけるＰＣＢの分析頻度は、1985 年：１回、1988 年：２回、
1989年：18回、1990年：68回、1991年：95回、1992年：99回、1993
年：88回、1994年：99回、1995年：95回、1996年：120回、1997年：
96回、1998年：99回、1999年：86回、2000年：85回であった。 

・ 新油絶縁油における輸送タンクローリーの洗浄について、白油使用車転用時

のみ新油で洗浄・油試験を実施し、洗浄後の油は燃料用として売却していた

との説明があった。 
・ か社の受託再生のみであり、歩留まりの補充はしていなかったとの説明があ

った。蒸留によって、トップ（1％程度）とボトム（5％程度）を除くので、
仕上がりは預油の 93％程度とのことであった。 

・ 再生絶縁油を中止した時点で再生絶縁油設備を洗浄した後の洗浄油及び預

油・再生絶縁油とも全量をか社に引き取ってもらったとの説明があった。 
・ 原油について、昔はナフテン系であったが、現在は徐々にパラフィン系にシ

フトしているとの説明があった。 
・ 新油絶縁油と再生絶縁油のラインは繋がっており、38 カ所をバルブで封印
（系統隔離）して、新油絶縁油と再生絶縁油が混合しないようにしており、

封印の詳細は不明であった。また、k1工場での再生絶縁油の生産開始が 1974
年４月～で、封印したのが 1974 年８月～であることから、この４ヶ月間は
新油絶縁油と再生絶縁油の生産ラインは共用していたと考えられるが、実際

にこの間に再生絶縁油が製造されていたかどうかは不明との説明があった。 
 
６）s社 

工場の概要説明及び関係資料等の提示・説明、電気絶縁油及び関係設備（屋外

原油及び製品貯蔵タンク、真空浄油機、硫酸処理タンク、中和処理タンク、白土

処理タンク、フィルタープレス、半製品タンク、潤滑油再生設備（濾過のみ））、

ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器、関係設備撤去保管状況等について現地確

認した。 
① 電気絶縁油及び潤滑油関係設備確認 
・ s 社では、再生絶縁油製造当時に自社タンクローリーを２台所有しており、
１台は回収した変圧器からの抜油の輸送用、１台は再生した電気絶縁油の出

荷（輸送）用に使用していたとの説明があった。 
・ 当時使用していた原料タンク（屋外）は 100KLが２基、製品貯蔵タンク（屋
外）は 20KLが３基あり、同じ防油提内に設置されており、現在は洗浄して
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新油絶縁油等の貯蔵に使用しているとの説明があった。なお、その他に屋外

ドラム缶貯蔵所があり、ドラム缶で 100KL 分の貯蔵能力があるとのことで
あった。タンクローリーノズルは原料と製品は別個の２個を確認した。また、

タンクへの注油はタンクローリーからする場合とドラム缶からポンプアッ

プする場合があるとの説明があった。原料タンクから再生設備へのラインと

再生後から製品貯蔵タンクまでの戻り配管が一部共用となっており、配管に

残った油などは混合していたとのことであった。 
② ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器、関係設備撤去保管状況等確認 
・ 再生絶縁油製造設備そのものがＰＣＢに汚染されているため、コストの関係

で解体せず、そのまま保管されていた。 
③ 関係資料の確認、各社アンケート回答に対する質問等 
絶縁油規格書（昭和 51年 2月 2日）、絶縁油試験成績書（昭和 58年 10月 28
日）、絶縁油再生加工（昭和 57年 4月）、品質管理工程図、管理マニュアル等（内
容；資材の受入管理、絶縁油再生工程管理、タンクローリー車・ドラム缶充填

時の管理、検査・試験体制、クレーム発生時の対応、絶縁油再生加工工程図）

について提示・説明があった。電気絶縁油の製造工程は以下のとおりであった。 
 
＜再生絶縁油＞ 
原料油貯蔵タンク→硫酸処理タンク→中和処理タンク→白土処理タンク→フ

ィルタープレス→半製品タンク→真空浄油機→製品貯蔵タンク 
 

・ 再生絶縁油の製造形態は、お社、え社、Q社からの受託再生であり、再生処
理で９割は回収、１割は硫酸ピッチとなっていたとの説明があった。1 割の
補充については、主に上記３社の紹介によって、紹介先から、原料油を回収

していたとのことであった。原料油について、受託再生先のお社及び Q社で
は、s 社の社員が現地に行って、原則として柱上変圧器及び変圧器からタン
クローリー（ポンプ搭載）で油を抜いて回収（納品もタンクローリー）し、

え社（オ支店管轄資材センター）の場合はドラム缶で回収し、ドラム缶で納

品しており、ドラム再生は外注をしていたとのことであった。販売先につい

ては、お社、Q社、え社のみであったとのことであった。 
・ 当時の新油絶縁油の値段は 130～140円、受託再生は約 40円（新油の約 1/3）、
紹介先で調達した場合には約 77円（新油の約 1/2）であり、当時の背景とし
て納入メーカーから１円でも安い油を欲しいと要求されていたので、一般的

に歩留まりを新油絶縁油で補充することは考えられないとの見解があった。 
・ 昭和 48～49 年以降は、再生絶縁油の原料として変圧器から抜油する時、機
器メーカーから提供された「ＰＣＢ使用電気機器表示記号便覧」と変圧器と

を照合し、ＰＣＢが使用されてないことを確認していたとの説明があった。 
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以上をまとめると、電気絶縁油関係設備、ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機

器、関係設備撤去保管状況等について現地確認を行い、また、当時の電気絶縁油

の製造状況（原料受入、製造、貯蔵、製品出荷、輸送、品質管理）を示す資料や

アンケートの根拠となった関係資料を確認した結果、新油絶縁油及び再生絶縁油

にＰＣＢが混入する可能性について次のように整理出来る。 
 
・ 新油絶縁油の原料にはＰＣＢが使用されていないことが確認された。また、

再生絶縁油の原料には、ＰＣＢが混入している可能性があるという認識がな

かったことが確認された。 
・ 新油のみ（自主生産のみ）の電気絶縁油メーカーの１工場において昭和 40
年から 46 年にＰＣＢを購入し、一部の潤滑油に添加剤としてＰＣＢを添加
していたことが明らかとなった。なお、潤滑油と電気絶縁油のライン及びタ

ンクは全く別個のもので、また電気絶縁油の製造場所とＰＣＢ添加（調合）

の作業場が離れていることから、製造工程でＰＣＢが電気絶縁油に混入する

可能性はないことについてフロー図での説明及び現場での説明があった（そ

れを証明する当時の図面等は確認できなかった）。 
・ ＰＣＢを添加剤として潤滑油に添加していた１工場では、ＰＣＢ添加潤滑油

はＰＣＢが使用禁止となった時点で回収し、回収したＰＣＢ添加潤滑油は専

用倉庫で適切に保管していることを確認したが、回収しきれなかった製品に

ついては、製品にＰＣＢ添加の表示がなかったことから、再生潤滑油の原料

となった可能性がある。 
・ 新油及び再生油の電気絶縁油メーカー１社で 1971～1985年に再生絶縁油と
再生潤滑油の製造設備で一部共用（硫酸処理、白土処理）があった。従って

このメーカーに関しては仮に再生潤滑油の原料にＰＣＢが混入していた場

合、再生絶縁油及び再生絶縁油の製造設備、輸送設備等が汚染された可能性

があり、また輸送において、原料と製品の両方を運搬（製品を輸送する場合

は洗浄）していたことから、再生原料及び受入設備についても汚染された可

能性がある。また、さらに新油絶縁油と再生絶縁油の半製品送油ラインが繋

がっていた可能性は否定できないとの見解があったことから、仮に再生絶縁

油にＰＣＢが混入していた場合、新油絶縁油及び新油絶縁油の貯蔵タンク、

輸送設備等が汚染された可能性がある。 
・ 新油及び再生油の電気絶縁油メーカー１社で1974年４月～1974年８月の間、
新油絶縁油と再生絶縁油のラインを共用していた可能性が否定できないこ

とから、このメーカーに関しては、仮に再生絶縁油の原料にＰＣＢが混入し

ていた場合、新油絶縁油及び新油絶縁油の製造設備、輸送設備等が汚染され

た可能性がある。 
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・ 再生油のみの電気絶縁油メーカーで歩留まりの補充をするために、原料を受

託再生先の紹介先から回収していたことがあり、昭和 48～49 年以降は変圧
器から抜油する時、機器メーカーから提供された「ＰＣＢ使用電気機器表示

記号便覧」と変圧器とを照合し、ＰＣＢが使用されてないことを確認してい

たとのことから、仮にこの便覧に記載していないＰＣＢ使用機器があった場

合、ＰＣＢ使用電気機器でないとの認識のもと再生絶縁油の原料となった可

能性がある。 
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5.2 電気機器メーカー 

原因究明ワーキンググループの委員及び専門委員が現地設備等を確認するこ

とにより機器製造に対して正しく認識し、ＰＣＢ使用時期、再生油使用時期等の

当時の製造状況を示す資料等を確認することにより、ＪＥＭＡ報告書の検証と電

気機器へのＰＣＢ混入の原因を究明するために、平成 16 年３～４月に電気機器
メーカーに対して現地ヒアリングを行った。 
現地ヒアリングの対象事業場の選定にあったては、ＰＣＢ使用変圧器等電気機

器を製造していた事業場であることを前提として、新油絶縁油のみを使用してい

る変圧器等電気機器を製造している事業場、新油絶縁油及び再生絶縁油を使用し

た変圧器等電気機器を製造している事業場に分類し、製造ラインの共用やアンケ

ート結果を参考にその代表例を選定した。 
選定した事業場及び主な確認事項は以下のとおりである。 

 
○選定事業所 
① 新油絶縁油のみ使用・・・N社・N工場、V社・V1事業所 
② 新油絶縁油及び再生絶縁油使用（製造ライン分離）・・・P社・PA工場 
③ 新油絶縁油及び再生絶縁油使用（製造ライン一部共用）・・・J社・JM工場 

 
○現地ヒアリングにおける現地設備確認を含む主な確認事項 
① 電気絶縁油関係設備（受入設備、製造ライン等）確認 
② ＰＣＢ使用、製造及び低濃度ＰＣＢ混入機器等保管状況確認 
③ 関係資料の提示、各社報告書に対する質問等 
・ ＰＣＢ使用、再生絶縁油使用及び新油絶縁油使用時期の各種マニュアル、

社内基準・規格、設備設置許可書、届出書等の提示・説明 
・ 各社報告書及びホームページ等の報告に対する質問 
・ アンケートの回答に対する確認等 

 
現地ヒアリングの結果、主に以下のことを確認した。 

 
１）N社・N工場 

工場の概要説明及び関係資料等の提示・説明、電気絶縁油関係設備（受入設備、

製造ライン、変圧器試験方法及び試験設備）、ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入

機器等保管状況について現地確認した。 
① 電気絶縁油関係設備確認 
・ 新油絶縁油使用機器とＰＣＢ使用機器の電気絶縁油処理ラインは、受入場か

ら注油場まで、設備として完全に分離されていたとの説明があった（但し、

消防法届出書等の証明となる当時の資料はなかった）。 
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・ 変圧器の製造工程には、大きく分けて２種類あり、一般の変圧器製作フロー

は、全てを工場内で組立・試験を行い、注油のまま現場に輸送し、大型変圧

器の製作フローは、全てを工場内で組立、試験を行い、その後機器から抜油

した後、現地に輸送し、機器の現地据付時に注油するとの説明があった。な

お、N社では現地注油をする場合には、新油絶縁油を電気絶縁油メーカーか
ら手配購入し、タンクローリーで現地に直送した油を注油しているとのこと

であった。 
・ 当時のＰＣＢ受入場には、３klの保管タンクが設置されており、ＰＣＢ購入
はドラム缶で行われていたとの説明があった。現在は、ＰＣＢ受入タンク及

び配管等は全て撤去されていた。 
・ 新油絶縁油については、３社から購入しており、2003 年１月より、新油絶
縁油は電気絶縁油メーカーからタンクローリーで輸送され、ホースで仮タン

クに注油、ＰＣＢを測定後、ＰＣＢ不含を確認して本タンクに移送している

との説明があった。 
② ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器等保管状況確認 
・ 当時のＰＣＢに使用していた受入タンク及び配管等はコンクリート建家の

地下室の保管場所に保管されていた。機器保管については高濃度ＰＣＢが充

填されたコンデンサを約 800台保管しており、高濃度ＰＣＢが充填された変
圧器の保管はなかった。低濃度ＰＣＢ混入機器は、ユーザーが保管している

とのことであった。 
③ 関係資料の提示、各社報告書に対する質問等 
・ 作業手配仕様書の例（昭和 61 年）の提示があり、動粘度、腐食性等につい
て電気絶縁油購入規格の記載があった。なお、2003 年以降は納入時に不含
証明書を添付しているとのことであった。 

・ ＬＴＣ来歴表の提示があり、これによって「油交換あり」が確認出来るとの

ことであった。 
・ 購入品標準仕様書の提示があり、購入品一般契約要綱（1970年 2月 21日制
定）に従って電気絶縁油購入仕様書があり、昭和 46年 9月 23日付けで電気
絶縁油カ 1号を昭和 41年 6月の JIS 2320に対する規格として定めていた。 

・ ドラム缶入りＰＣＢの受入法（昭和 37年 3月 13日制定）、不燃性油取扱い
法（昭和 33年 10月 4日制定）等の提示があった。 

・ 不含見解書、不含証明書、試験成績書の一部提示があった。 
・ N社では 1929年製造の変圧器におけるＰＣＢ検出事例（39ppm）について、
ＰＣＢ使用機器の製造は 1955 年に開始しているので、出荷段階でのＰＣＢ
混入はないと判断し、当該機器の製造年が 1929 年と古いことから、製品出
荷後に油交換または補充により混入したものと推定していると説明があっ

た。 
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・ ＰＣＢ検出事例 115件中、計器用変成器 12台及び空気遮断器用分圧コンデ
ンサ 12台の計 24台については、封じ切り機器であるとの説明があった（油
弁がなく現場での油交換は困難）。 

 
２） V社・V1事業所 
工場の概要説明及び関係資料等の提示・説明、電気絶縁油関係設備（変圧器工

場、貯蔵タンク）、ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器等保管状況について現

地確認した。 
① 電気絶縁油関係設備確認 
・ 変圧器の製造について、1961年３月以前は V2工場、1961年４月以降現在
までは V1工場で製造していたとの説明があった。 

・ ＰＣＢ機器生産ラインのＰＣＢ受入設備、配管ラインは新油絶縁油機器生産

ラインと完全に独立（昭和 44 年の作業マニュアル「不燃性絶縁油入変圧器
組立・注油作業方法」に分離の記載あり）していたとの説明があった。但し、

消防法届出書（昭和 46年）による確認は出来なかった。 
・ 当時使用していたＰＣＢ専用タンクは、容量 8,000klの z3のタンクであり、
ＰＣＢはこのタンクから専用ホースで機器に充填していたとの説明があっ

た。このタンクはＰＣＢ使用禁止時に z3に返却したとのことであった。 
② ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器等保管状況確認 
・ ＰＣＢを使用していた当時の変圧器、試験使用機器、タンク、配管（ホース）

等は工場敷地内の防油提装備のスレート倉庫内に保管してあり、台帳によっ

て管理されていた。 
③ 関係資料の提示、各社報告書に対する質問等 
・ ＰＣＢの取扱い手順書として「不燃性絶縁油入変圧器の組立・注油作業法」、

「不燃性絶縁油入変圧器組立作業上の注意事項」、「不燃性絶縁油貯蔵タンク

の取扱い」、「ミュークロール（V社の商品名）の注油方法」についての提示
があった。また、新油絶縁油の取扱い手順書として「油入変圧器類の乾燥、

油含浸及び真空注油方法」、「油入変圧器類の油含浸後の静置及び真空注油方

法」の提示があった。 
・ 購入電気絶縁油の社内規格（昭和 56年 7月）の提示があった。 
・ ＰＣＢ混入防止の作業マニュアル（昭和 56 年制定の絶縁油注文仕様書の平
成 3年改訂版）の提示があった。 

・ 新油絶縁油受入マニュアルとして、２つの作業標準書（油入変圧器の乾燥、

油含浸及び真空注油方法、、変圧器類含浸後の静置及び真空注油方法）の提

示があった。 
・ 1992年４月以降のＰＣＢ分析試験成績書の提示があった。 
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３） P社・PA工場 
工場の概要説明及び旧資料等の提示・説明、電気絶縁油関係設備（廃油処理場、

常備油貯蔵タンク、再生絶縁油貯蔵タンク及び配管、旧ＰＣＢ使用機器作業域、

旧再生絶縁油使用機器作業域、大型変圧器試験場）、ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣ

Ｂ混入機器等保管状況について現地確認した。 
① 電気絶縁油関係設備確認 
・ 当時使用していた再生絶縁油受入タンクは 93kl で、再生絶縁油はタンクロ
ーリーからホースで受入れ、配管ライン（使用したポンプも含めて）は独立

しており、また、当時使用していたＰＣＢ受入タンクは 10kl で、タンクロ
ーリーで受入れていた（昭和 44年 12月 23日付｢ＰＣＢタンク管理基準｣よ
り）との説明があった。 

・ 当時のＰＣＢ使用作業域と鉱油使用作業域は別の離れた場所であったとの

説明があった。 
・ 1937 年～現在までの何れに時期においても、新油絶縁油使用機器とＰＣＢ
使用機器の電気絶縁油処理ラインは、受入場から注油場まで完全に分離され

ており、また、新油絶縁油使用機器と再生絶縁油使用機器の電気絶縁油処理

ラインについても受入場から注油場まで完全に分離されているとの説明が

あった（自社報告書及び配管図により確認）。 
・ P社が購入していた電気絶縁油の区分はＰＣＢ（キ シンクロール）、新油絶
縁油 JIS油(１種 2号)、再生絶縁油（q社製）、AS油（現地で注油する油）
であり、再生絶縁油は銅腐食性が 2b を満足しないため、負荷時タップ切換
器（裸銅電極が露出する部分があり、硫黄分の多い再生絶縁油を使用すると

硫化銅が生成され短絡事故を起こす可能性がある）を付属しない小型変圧器

の封送油にのみ使用していたとの説明があった。現存する購入規格は 1979
年 1月 31日以降とのことであった。 

② ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器等保管状況確認 
・ 廃ＰＣＢ使用機器保管倉庫（テントハウス）にて、廃ＰＣＢ使用機器（変圧

器、コンデンサ）及びＰＣＢ製造時の設備（タンク、油脱気装置、ろ過機、

ホース、ウエス等）の保管状況を確認した。 
③ 関係資料の提示、各社報告書に対する質問等 
・ 最終報告書の内容を検証する資料としてＪＩＳ規格、設計基準書、製造基準

書、試験成績書、取扱い説明書、図面、不含証明書、油の購入仕様書、ＯＥ

Ｍ先への製造依頼書、再生油使用変圧器(825 台)全ての納入先リスト及び社
内通達文書等について、閲覧及び説明があった。 

・ 自社生産及び販売した油入り電気機器毎に充填したＪＩＳ油の種類は、ＪＩ

Ｓ 1種 2号、4号、7種 2号、4号（実施開始 1979年 1月 31日）であり、
これらの使い分けについては、規格の油種別に製品および工程毎での電気絶
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縁油使用を規定した社内規定「使用油の種類と使い分け」があった。 
・ P社がＯＥＭで販売した油入り電気機器について発注時の電気絶縁油スペッ
クは、ＰＣＢは、「キ シンクロール」と指定しＯＥＭ先にＰＣＢを使用する
よう製造依頼しており、鉱油は「普通鉱油ＪＩＳ」と指定し、再生絶縁油の

指定はしていない（その他に酸化防止剤を添加したキ ノックスがある）と
の説明があった。 

・ ＰＣＢ使用機器の製造現場におけるＰＣＢの取扱いを定めた作業基準であ

る技術基準、顧客へ P社のＰＣＢ使用機器の取扱いを説明した技術資料の提
示・説明があった。 

・ 取引のあった油メーカーから入手した不含証明の提示があった。 
・ 1989年 10月 25日付通産省提出文書にて、当時 1989年 6月と 7月に分け
て 20000Lの再生絶縁油を購入し、1989年 10月 2日最終出荷製品をもって
再生絶縁油を全て使い切ったことを報告した資料の提示があった。 

・ 油受入れ管理に関する社内基準として 2002年 7月以降実施している管理基
準の提示があり、油の受入、貯蔵タンクへの注油、機器への注油等の作業方

法、チェック検査等について明記している手順の説明があった。 
・ P 社より、2003 年 7 月以降製造した変圧器は、ＰＣＢ不含を証明出来る。
及びサンプル調査結果（1990年から 2002年まで、現地別送油変圧器につい
て調査）が全て ND であったことにより、1990 年以降製造の現地別送油変
圧器からＰＣＢが検出される可能性はないものと判断するとの見解があっ

た。同時に、1990 年以降のＰＣＢ不含証明付電気絶縁油にはＰＣＢの混入
はなかったものと判断しているが、1989 年以前に購入した工場貯蔵油(新油
絶縁油)が完全に 1990年以降購入の新油絶縁油と入れ替わり、ＰＣＢ検出下
限値(0.2ppm)以下になるには約 5年を要すので、90年から 95年までに製作
した、封送油変圧器、特殊封送油機器(直流電源、CT)からは、微量ＰＣＢが
検出される可能性があるとのことであった。また、微量ＰＣＢが検出される

可能性のある上記機器は、90～95年の PA工場製作量(kVAベース)の 3%以
下であり、97%以上を占める別送油変圧器はＰＣＢが検出されないとの説明
があった。 

・ P社は廃油を100L q社に渡して再生絶縁油を75L戻すといった取引をおこな
っており、再生絶縁油を購入する際に廃油を下取価格としていた。種ありP

＊
Pな

し P

＊＊
Pで価格が設定されており、100L下取りで 200L購入するケースなどがあ

るが、P社は下取りの廃油を再生して引取るという考えではなかったことか
ら委託再生絶縁油という扱いをしていない。あくまでも再生絶縁油は市販さ

れている再生絶縁油を購入したものである（注記：種あり P

＊
P；廃油を下取り

として拠出して応分の再生絶縁油を購入、種なしP

＊＊
P下取り廃油の拠出がなく

再生絶縁油を購入）との説明があった。 
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４）J社・JM工場 

工場の概要説明及び旧資料等の提示・説明、電気絶縁油関係設備、ＰＣＢ使用

及び低濃度ＰＣＢ混入機器等保管状況について現地確認した。 
① 電気絶縁油関係設備確認 
・ 新油絶縁油と再生絶縁油受入タンクへの受入ライン及びタンク出口から脱

気装置までのラインは共用であり、タンク受入はタンク 10％残油程度でタン
クローリーから注油していたとの説明があった。また、再生絶縁油タンクは

洗浄後、新油絶縁油タンクとして転用していた。 
・ 油処理概略レイアウト図によりＰＣＢ配管と新油絶縁油配管（防油提は共

通）及び作業エリアは区分されていたと説明があった。 
② ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器等保管状況確認 
・ 機器の保管状況を確認した。ＰＣＢを使用した設備は洗浄後、廃棄したと説

明があった。 
③ 関係資料の提示、各社報告書に対する質問等 
・ 再生絶縁油受入時期（1977～1980 年）の新油絶縁油及び再生絶縁油使用の
製品の区分は出来ない。ただし、再生絶縁油は、特別高圧級のものには使用

していない。見込み生産の比較的容量の小さい機器、高圧級の機器に使用し

ていたと思われるとの説明があった。 
・ 再生絶縁油中止時点での再生絶縁油は、全量再生絶縁油メーカーに引き取ら

せたとの説明があった。 
・ 1990 年以降の分析に基づいたＰＣＢ不含を時系列に示した資料の提示があ
った。 

・ 受入標準（昭和 52年）、購入仕様書（昭和 56年）等により、購入電気絶縁
油の規格の提示があった。 

・ 絶縁油管理通達（平成元年、平成８年）の提示があった。 
 
以上をまとめると、電気絶縁油関係設備、ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機

器等の保管実態等について現地確認を行い、何れの機器メーカーでもＰＣＢと新

油絶縁油の受入設備や製造ライン等は完全に分離しているとの説明（１社、作業

マニュアルに分離の記載あり）があったが、ＰＣＢが危険物扱いとなっていなか

ったため、消防法届出書によるＰＣＢの製造ラインと新油絶縁油の製造ラインの

分離を確認することが出来なかった。ＰＣＢ使用及び低濃度ＰＣＢ混入機器等の

保管は適正になされていた。 
また、関係資料（受入輸送、受入設備、製造設備等のフローシート及び図面、

電気絶縁油受入規格、製造マニュアル、出荷テスト、不含証明等）の提示・説明

により、各社の報告書及び機器メーカーアンケート結果の内容について根拠とな
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る資料を確認した範囲では、報告書やアンケートと異なる点はなかった。さらに、

アンケートにおいて一部不明であった点についても現地ヒアリングによって明

らかとなった。 
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5.3 ＯＦケーブルメーカー 

ＯＦケーブル報告書に基づき、原因究明ワーキンググループの委員及び専門委

員が現地設備等を確認することによりＯＦケーブルの製造工程及びＯＦケーブ

ル設備の施工工程等に対して正しく認識するとともに、当時の資料である品質管

理や工程管理に関するマニュアルやＰＣＢの分析に関する記録、昭和 50 年以前
に製造された既設ケーブル設備との割入れ接続や引き替え等の履歴に関する記

録を確認することによりＯＦケーブル報告書の検証とＯＦケーブルへのＰＣＢ

混入の原因を究明するために、平成 16 年４月にＯＦケーブルメーカーに対して
現地ヒアリングを行った。 
現地ヒアリングの対象事業場の選定にあたって、全てのＯＦケーブルメーカー

では鉱油（新油絶縁油）と合成絶縁油を使用していることから、ＯＦケーブル報

告書の中で検出事例の最も多かった Y社を代表例として、現在、ＯＦケーブルを
製造している Y1事業所を対象にした。 
現地設備確認を含む主な確認事項は以下のとおりである。 

 
① 電気絶縁油関係設備（ＯＦケーブルの製造工程及び設備の施工工程等）確認 
② 低濃度ＰＣＢ混入機器等保管状況確認 
③ 関係資料の提示・説明及びＯＦケーブル報告書に対する質問等 

・ ＯＦケーブル報告書における調査データと関係資料、各種マニュアル、

社内基準・規格、不含証明書の提示・説明 
・ ＯＦケーブルの製造工程及びＯＦケーブル設備の施工工程等に関する過

去から現在までのフローシート・図面及び当時の設備設置許可書、届出

書の提示 
・ ＯＦケーブル報告書等に対する質問 

 
現地ヒアリングの結果、主に以下のことを確認した。 
 

１）Y社・Y1事業所 
工場の概要説明及び関連資料等の提示・説明、電気絶縁油関係設備（ＯＦケー

ブルの製造工程及び設備の施工工程等）について現地確認した。 
① 電気絶縁油関係設備確認 
・ ＯＦケーブル製造工程における電気絶縁油使用フローは以下のとおりであ

り、独立した設備が２系統あった。 
 
 
 
 

ローリー車 受入タンク（20KL） 脱気装置 精油タンク（30KL）

排油タンク（10KL） 製品に注油 
注油ｵｰﾊﾞﾌﾛｰ油 
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・ 受入油は、過去は鉱油と合成絶縁油（ハード DDB：ハード型アルキルベン
ゼン）の 2種類を使用していたが、現在は鉱油ラインをソフトＤＤＢ（合成
油でソフト型アルキルベンゼン）に切替え、ハードＤＤＢとソフトＤＤＢ（い

ずれも合成絶縁油）の２種類を使用。これらの受入タンク、配管ライン等は

分離していた（消防法届出書で確認）。 
② 低濃度ＰＣＢ混入機器等保管状況確認 
・ 納品後の低濃度ＰＣＢ混入機器等については、全て客先管理となっているた

め、Y1事業所を含め Y社では保管していないとの説明があった。 
・ 低濃度ＰＣＢ混入機器等（コンデンサ、安定器、ＰＣＢを含んだウエス類）

については、別の場所に適正に保管・管理を行っていると写真により説明が

あった。 
③ 関係資料の提示・説明及びＯＦケーブル報告書に対する質問等 
・ ＯＦケーブル報告書に記載の 138 件の検出事例について、「電線メーカー納
入設備からの微量ＰＣＢ検出詳細データ」の提示・説明があった。 

・ 不含証明書に関して、現時点で電気絶縁油メーカーから入荷毎の分析・不含

証明の入手は出来ておらず、調整中であり、そのため、2002年 12月から工
場内の分析を開始し、それ以降は複数回／年度（2003年５月／2004年２月）
検査を実施し、いずれもＰＣＢは不含であることが証明され、2003年 10月
以降客先から要求があったものは全数検査を行っているとのことであった。

なお、サンプリング箇所は、ケーブルへ油詰めをする工程の工場配管給油口

であるとのことであった。 
・ 作業条件書「ＯＦケーブル油入れ条件」（昭和 59年４月５日制定）等の提示
により、施工、注油等について説明があった。 

・ 1970年以降、新油購入の仕様変更はなかったとの説明があった。 
 
以上、ＯＦケーブルの製造工程等について現地確認を行い、ＯＦケーブルの製

造工程及びＯＦケーブル設備の施工工程等に関する関係資料、ＯＦケーブル報告

書の内容について根拠となる資料及び報告書の不明な点等について確認したが、

ＯＦケーブル報告書と異なる事実や、ＯＦケーブル報告書にケーブル電気絶縁油

にＰＣＢ混入要因の可能性が否定できないと記載している以外のＰＣＢが混入

する原因となる事実は確認できなかった。 
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６．低濃度ＰＣＢ混入原因が限定される検出事例における混入原因の追跡調査結果 
機器ユーザーで電気絶縁油の交換が可能な変圧器等電気機器のＰＣＢ混入原因

を究明する場合、電気絶縁油のライフサイクル関係者（機器ユーザー、電気機器メ

ーカーまたはＯＦケーブルメーカー、電気絶縁油メーカー）において各々原因究明

を行う必要がある。しかし、変圧器等電気機器を所有している機器ユーザーから電

気機器メーカーまたはＯＦケーブルメーカー及び電気絶縁油メーカーに遡及して

原因究明を行うことは、電気絶縁油メーカーまで遡るほど、複数の混入可能性の原

因が生じる等の理由により、ＰＣＢ混入原因の特定が困難となる。このため、個別

の検出事例から機器ユーザーで電気絶縁油交換等のメンテナンスが物理的に不可

能な電気機器（「封じきり機器」または「密封型機器」）やＯＦケーブル等の混入可

能な経路が極力排除されたケースで、ＰＣＢ混入原因の特定を図り、機器メーカー

またはＯＦケーブルメーカー及び電気絶縁油メーカーにおける原因の究明追跡調

査を行った。選定したのは以下の５ケースである。 
① 電気機器検出データの追跡調査（１） 

・・・ＰＣＢ及び再生絶縁油が使用されたことがなく新油絶縁油のみを

使用した事業場で製造された封じ切り機器から検出された事例 
② 電気機器検出データの追跡調査（２） 

・・・ＰＣＢ使用の事業場であったが、ＰＣＢ使用禁止以降、新油絶縁

油のみを使用した事業場でＰＣＢ使用禁止以降の期間に製造さ

れた封じきり機器から検出された事例 
③ 電気機器検出データの追跡調査（３） 

・・・ＰＣＢ使用禁止以降に事業場が設置され、新油絶縁油のみを使用

した事業場で製造された機器で製造された事業場で試験用に使

用された機器から検出された事例 
④ ＯＦケーブル検出データの追跡調査（１） 

・・・ＰＣＢ使用禁止以前に製造されたＯＦケーブルと接触履歴のない

ＰＣＢ使用禁止以降に製造されたＯＦケーブルに使用された電

気絶縁油からの検出事例 
⑤ ＯＦケーブル検出データの追跡調査（２） 

・・・ＯＦケーブルに使用された電気絶縁油からの検出事例において、

比較的高濃度であり、当該ＯＦケーブル路線における割入れ接続

（従来路線に増設すること）や引き替え（ケーブル交換）履歴が

ない検出事例 
 
以上のケースに該当する機器及びＯＦケーブルメーカーの事業場における検出

事例を選定し、それぞれの事業場における検出事例において、電気機器メーカー及

びＯＦケーブルメーカーに対してＰＣＢ混入の可能性の有無とそれを裏付ける機
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器製造年代における消防法届出書、契約書、マニュアル等の資料を調査・提出頂き、

これら資料が十分に整った場合に、現地ヒアリングによって、委員及び専門委員で

確認することとした。 
なお、現地ヒアリングで委員及び専門委員によって該当する検出事例について、

機器及びＯＦケーブルメーカーでのＰＣＢ混入の可能性がないと判断した場合に

は、該当する検出事例に充填された電気絶縁油の納入メーカーに同様の追跡調査を

実施することとした。 
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6.1 選定した検出事例の電気機器メーカー及びＯＦケーブルメーカーにおけるＰＣ

Ｂ混入原因の追跡調査 

選定したケース毎の追跡調査対象事業場及び検出事例の概要を表 6.1-1に整理
した。 
選定した事業場は表 6.1-1に示したとおりの５事業場であった。電気機器メー
カーである D 社・D 工場は、クの際に多くの保管記録を紛失しており、残存し
ている記録の中で可能な限り調査対象事例に関する資料を提出して頂いたが、該

当する検出事例についてＰＣＢ混入の可能性の有無を証明する資料は揃わなか

った。また、ＯＦケーブルメーカーの Z 社・Z1 工場及び ZA・ZA1 工場におい
ても残存している記録の中で可能な限り調査対象事例に関する資料を提出して

頂いたが、該当する検出事例がそれぞれ、1974年、1966年と 30年以上も前の
事例であることから資料の社内保管期間を過ぎていたりする等の理由により、Ｐ

ＣＢ混入の可能性の有無を証明する資料は揃わなかった。 
このような調査過程での経緯もあり、該当する検出事例についてＰＣＢ混入の

可能性の有無を証明する資料が揃った U社・U2工場及びM社・MLV製作所の
２事業場について、平成 16 年 10 月に主査または副主査、委員及び専門委員で
現地ヒアリングを実施した。 
現地ヒアリングの結果、主に次のことを確認した。 
 

１）U社・U2工場 
 U 社・U2 工場における追跡調査結果の概要は表 6.1-2 のとおりであり、ヒア
リング結果に基づき、副主査同席の上、当日参加した委員及び専門委員において

U 社・U2 工場で製造・使用されている３台の検出事例については、当時 U2 工
場での機器製造工程等におけるＰＣＢ混入はなく、納入時点までの電気絶縁油に

ＰＣＢが混入していた可能性が考えられることから納入された電気絶縁油メー

カーに遡及してこの検出事例に該当する電気絶縁油の追跡調査依頼を行った。 
 
２）M社・MLV製作所 
 M 社・MLV 製作所における追跡調査結果の概要は表 6.1-3 のとおりであり、
ヒアリング結果に基づき、主査同席の上、当日参加した委員及び専門委員におい

てM社・MLV製作所で製造された当該機器の検出事例については、当時、MLV
製作所での機器製造工程等におけるＰＣＢ混入はなく、納入時点までの電気絶縁

油にＰＣＢが混入していた可能性が考えられることから納入された電気絶縁油

メーカーに遡及して、この検出事例に該当する電気絶縁油の追跡調査依頼を行っ

た。 
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表6.1-2　U社・U2工場（PCB及び再生絶縁油の使用はなく、新油絶縁油のみを使用していた）における微量PCB検出状況と追跡調査に関する現地ヒアリング結果概要
検出・ＮＤﾃﾞｰﾀ

検
出
デ
ー
タ

6～7ppm未満 1台
●6.5ppm

5～6ppm未満⇒

4～5ppm未満

3～4ppm未満 1台
●3.3ppm

2～3ppm未満 1台 1台 1台
●2.1ppm ●2.2ppm ●2.2ppm

1～2ppm未満

3台 3台 3台
●1.5ppm ●1.4ppm ●1.9ppm 2台
●1.5ppm ●1.1ppm ●1.1ppm ●1.7ppm 1台 1台 1台 1台
●1.0ppm ●1.0ppm ●1.1ppm ●1.5ppm ●1.2ppm ●1.3ppm ●1.0ppm ●1.4ppm

0.5＜～1ppm未満

11台
●0.9ppm

●0.9ppm

●0.8ppm

●0.8ppm

●0.7ppm 6台
●0.7ppm ●0.8ppm

4台 ●0.6ppm ●0.7ppm

●0.8ppm ●0.6ppm ●0.7ppm

●0.8ppm ●0.6ppm 2台 ●0.6ppm

●0.7ppm ●0.6ppm ●0.7ppm 1台 1台 ●0.6ppm 1台 1台 1台 1台
●0.6ppm ●0.6ppm ●0.6ppm ●0.6ppm ●0.6ppm ●0.6ppm ●0.7ppm ●0.7ppm ●0.6ppm ●0.7ppm

年代 1972年 1973年 1974年 1975年 1976年 1977年 1978年 1979年 1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年

N
D
デ
ー
タ

○ ●0.5ppm ●0.5ppm ●0.3ppm ●0.5ppm ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●0.5ppm ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ●0.5ppm ○ ●0.5ppm ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1台 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1台 ○ ○ 1台 ○ ○ 1台
○ ●0.5ppm ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2台 ○ 2台 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ●0.5ppm ○ ○ ○ ○ 3台 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ●0.5ppm ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4台
○ ○ 5台 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5台 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5台 ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5台 ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7台 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9台 ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10台 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10台 ○
11台 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ 13台 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 14台 ○ ○ ○
○ 15台 ○ 15台 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 15台
○ ○ ○ 16台 ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ 18台 ○ 18台
19台 ○ ○ ○ ○

23台 26台 20台 20台

データ 1972年カバー率 1973年 1974年 1975年 1976年 1977年 1978年 1979年 1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 合計
データ 19総数 34 12 18 24 11 15 28 14 6 3 7 3 1 10 16 20 18 15 9 20 18 5 1 10 5 1 15 0 0 4 1 363
検出データ数 8 15 7 3 1 8 0 2 1 1 1 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 49
ND 数 11データ 19 5 15 23 3 15 26 13 5 2 7 2 1 10 16 20 18 14 9 20 18 5 1 10 5 1 15 0 0 4 1 314

（ / 40%検出＋NDデータ） 国内生産台数 31% 20% 44% 57% 33% 18% 30% 33% 32%

経緯・ｲﾍﾞﾝﾄ 1972年 1973年 1974年 1975年 1976年 1977年 1978年 1979年 1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年
U2工場での ▲'72年：U2工場設立高電圧・大容量外鉄形変圧器の生産開始 ▲'87年：U1工場で製作の中容量内鉄形変圧器を統合
出来事 ▲'90年：電気絶縁油のPCBに対する管理強化

社会の動き

○'72年：PCB機器の製造中止の通達
○'73年：化審法制定（翌年よりPCB製造・輸入・使用を法的に禁止）

○'75年：全国石油工業協同組合等へPCB混入防止の通達文書発行
○'76年：電気事業法改正（PCB入り機器の電路への設置禁止）
○'76年：廃棄物処理法改正（PCB関係廃棄物処理基準設定）

現地ヒアリングの結果
（資料で確認したこと）

＜PCB不使用工場であることについて）
・電気絶縁油の屋外貯蔵タンク所の完成検査が国からのPCB入り機器生産終了の通達命令の後で行われており、常識的にPCB購入のは考えられない。また、これまでのアンケート結果で再生絶縁油の使用はないことが明らかとなっている。
・U2工場の生産機器は、高電圧（14.5万V以上）、大容量（6万KVA以上）の大型変圧器（外鉄型）の工場であり、このような大型の高電圧用変圧器にはPCBの使用が適していないことが、資料によって明らかである。
・U2工場での変圧器製造プロセスでは、資料によって油密部のシール用としてグリース等油脂性の物質は使用しておらず、機器加工品については、脱脂処理が行われていることが明らかである。
・U社 ケ地区統括事務所がコ県知事に平成16年6月28日付けで提出したPCB廃棄物の保管状況及び処分状況等届出書で、PCB油を取り扱うための製造設備や製造残油としてのPCBの保管は一切ないことがわかる。
＜U2工場の検出事例詳細＞
・U2工場で製造、電気絶縁油を注油して試験用に使用している変圧器3台に検出事例があり、この3台については、据付後油処理を伴うメンテナンスを行っていないことが資料によって明らかである。
＜購入電気絶縁油メーカーについて＞
・1970年代はk社、1980年以降は、k社及びc社、現地注油については客先指定（口答で説明あり）

☆以上のヒアリング結果に基づき、副主査同席の上、当日参加した委員及び専門委員においてU2工場で製造・使用されている3台の検出事例については、当時U2工場での機器製造工程等におけるPCB混入はなく、納入時点までの電気絶縁油にPCBが混入してい
た可能性が考えられることから、納入された電気絶縁油メーカーに遡及して、この検出事例に該当する電気絶縁油の追跡調査依頼を行った。

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ履歴（絶縁油交換あり）

U2工場にて受入の電気絶縁油注油後、抜油せず据付られたもの。
また、据付後油処理(足し油・絶縁油交換）を伴うﾒﾝﾃﾅﾝｽを実施していない。

2004年再分析結果 0.6ppm であった
（U社により実施）
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表6.1-3　M社・MLV製作所（PCB及び再生絶縁油の使用はなく、新油絶縁油のみを使用）における封じきり機器（計器用変成器）の微量PCB検出状況と追跡調査に関する現地ヒアリング結果概要
検出・ＮＤﾃﾞｰﾀ

検
出
デ
ー
タ

6～10ppm未満 1台
●9.9ppm

5～6ppm未満

4～5ppm未満

3～4ppm未満

2～3ppm未満

1～2ppm未満

0.5＜～1ppm未満

1台 1台 1台 1台 1台
●0.7ppm ●0.6ppm ●0.9ppm ●0.6ppm ●0.7ppm

年代 1970年 1971年 1972年 1973年 1974年 1975年 1976年 1977年 1978年 1979年 1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年

N
D
デ
ー
タ

○ ○ ○ ○○○○○ ●0.5ppm ○ ○ ○　○ ○　○ ○○○○ ●0.5ppm ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○　○ ○ ○ ○ ○ ●0.5ppm ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○○○○○ ○ ○ ○ ○　○ ○　○ ○○○○ ○　○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1台 ○ ○ ○ 1台 1台 1台
○ ○ ○ ○○○○○ ○ ○ ○ ○　○ ○　○ ○○○○ ○　○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2台 ○ 2台
○ ○ ○ ○○○○○ ○ ○ ○ ○　○ ○　○ ○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3台 3台
○ ○ ○ ○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○　○ ○○○○ ○ 4台 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○　○ ○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○○○○ ○ ○ ○ ○ ○　○ ○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6台 ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○○○○ ○ ○ ○ ○ ○　○ ○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7台 ○ ○ ○ ○ 7台 7台
○ ○ ○ ○○○○ ○ ○ ○ ○ ○　○ ○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8台
○ ○ ○ ○○○○ ○ ○ ○ ○ ○　○ ○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9台
○ ○ ○ ○○○○ ○ 10台 ○ ○ ○　○ ○○○○ ○ 10台 ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○○○○ ○ ○ ○ ○　○ ○○○○ ○ 11台 ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○○○○ ○ 12台 ○ ○　○ ○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○○○○ ○ ○ ○ ○○○○ ○ ○ 13台 ○ ○ ○
○ ○ ○ ○○○○ ○ ○ ○ ○○○ ○ 14台 ○ ○ ○
○ ○ ○ ○○○○ ○ ○ ○ ○○○ ○ ○ ○ ○
○ ○ 16台 ○○○○ 16台 ○ ○ ○○○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○○○○ ○ ○ ○○○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○○○○ ○ ○ ○ ○○○ ○ ○ 18台 ○
○ ○ ○○○○ ○ ○ ○○○ ○ ○ ○
20台 20台 86台 24台 33台 74台 22台 20台 21台

データカバー率 1970年 1971年 1972年 1973年 1974年 1975年 1976年 1977年 1978年 1979年 1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 合計
データ総数 20 20 17 87 17 10 12 24 33 74 23 4 10 11 14 13 21 7 18 21 6 9 8 7 7 3 1 2 3 3 1 0 1 1 508
検出データ数 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 6
NDデータ数 20 20 16 86 16 10 12 24 33 74 22 4 10 11 14 13 20 7 18 21 6 9 8 7 7 3 1 2 3 2 1 0 1 1 502

（ ータ）/ 1.6検出＋NDデ 国内生産台数 1.7 1.2 7.1 3.1 1.2 0.8 1.3 2.0 3.9 1.4 0.3 0.7 0.9 0.8 0.7 1.0 1.4 1.2 1.4 0.4 0.6 0.5 0.5 0.5 0.2 0.1 0.1 0.3 0.3 0.2 0.0 0.2

経緯・ 1970年ｲﾍﾞﾝﾄ 1971年 1972年 1973年 1974年 1975年 1976年 1977年 1978年 1979年 1980年 1981年 1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年
MLV工場での ▲'70年：計器用変成器を本社工場から移管し生産開始
出来事 ▲'90年：P 02年：PCB分析により電気絶縁油のPCB不含の確認 CB分析により電気絶縁油のPCB不含の確認開始▲

社会の動き

○'72年：PCB機器の製造中止の通達
○'73年：化審法制定（翌年よりPCB製造・輸入・使用を法的に禁止）

○'75年：全国石油工業協同組合等へPCB混入防止の通達文書発行
○'76年：電気事業法改正（PCB入り機器の電路への設置禁止）
○'76年：廃棄物処理法改正（PCB関係廃棄物処理基準設定）

現地ヒアリングの結果
（資料で確認したこと）

＜PCB不使用工場であることについて）
・JEMA報告書及びこれまでのアンケート結果により、PCB及び再生絶縁油を使用した機器を製造していないことは明確である。
＜購入電気絶縁油メーカーについて＞
・昭和53年3月27日の時点で、h社と蓄電器に標準として使用する電気絶縁油の品質について詳細な協定がなされている。
・昭和58年2月28日の時点で、h社及びz5社と変圧器及び遮断器等に標準として使用する電気絶縁油の品質について詳細な協定がなされている。
・昭和60年1月時点でのM社のコンデンサ形計器用変成器の品質保証計画書で、品質管理が詳細に決められおり、電気絶縁油の購入先としてh社（z5社）1社のみが明示されている。
＜当該機器の検出事例詳細＞
・資料及び現地見学により、当該機器は封じきり機器であり、修理・メンテナンスをする場合はM社が必ず行っている。M社での修理・メンテナンスの記録はなかったことから、ユーザーにおける絶縁油交換はないと考えられる。
＜その他＞
・昭和60年1月時点でのM社のコンデンサ形計器用変成器の品質保証計画書で、品質管理が詳細に決められており、その中の「外注・購入先一覧表」に主たる発注品目と購入先が明示されている。また、コンデンサ形計器用変成器品質管理工程図に作業工程と使用部品が明示してあ
る。
・品質保証計画書の調達品目について切削油等を使用したものがあるが、変成器の調達部材に油が付着していた場合、絶縁油特性が劣化するので脱脂等前処理のあとサ社でリン酸被覆の表面処理を行っているとの説明があった。

☆以上のヒアリング結果に基づき、主査同席の上、当日参加した委員及び専門委員でMLV製作所で製造された当該機器の検出事例については、当時MLV製作所での機器製造工程等におけるPCB混入はなく、納入時点までの電気絶縁油にPCBが混入していた可能性が考えられる
ことから、納入された電気絶縁油メーカーに遡及して、この検出事例に該当する電気絶縁油の追跡調査依頼を行った。

再分析結果 ND であった
（M社により実施）
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6.2 選定した検出事例の電気絶縁油メーカーにおけるＰＣＢ混入原因の追跡調査 

選定した検出事例のうち、U社・U2工場及び M社・MLV製作所の該当する
検出事例については、現地ヒアリングによって、当時工場に納入された時点まで

に電気絶縁油にＰＣＢが混入していた可能性があることを確認したことから、該

当機器に充填されている電気絶縁油メーカーにおけるＰＣＢ混入原因の究明に

関する追跡調査を実施した。調査対象となった電気絶縁油メーカー（表 6.1-1参
照）は、U 社・U2 工場の検出事例については k 社、M 社・MLV 製作所につい
ては g社である。 

 
１）k社における追跡調査結果 

 U社・U2工場における３件の検出事例機器に充填された当該電気絶縁油の追
跡調査に先立ち、k 社は U 社に対し３件の当該電気絶縁油の商品名及びロット
番号（不明の場合には、注油年月日等のデータ）の確認を行った。これに対して、

U社で調査をしたが、商品名及びロット番号等については確認できず、そこで、
k社では３件の検出事例のあった 1973～1975年当時の電気絶縁油の製造工程及
び物流過程等に範囲を広げＰＣＢ混入原因の究明に関する追跡調査を実施した。 
以下は k社が調査提示した資料に基づく結果の概要である。 

 
① 検出事例３件の当該期間である 1973～1975 年当時の電気絶縁油に関す

る製造記録は全て廃棄済みであるとの報告があり、また当時製造された

電気絶縁油のＰＣＢ分析結果等の資料も確認出来なかった。 
② 1973 年製造の検出事例２件について、現 k1 工場（新油絶縁油の生産は

1971年４月～現在、再生絶縁油の生産は 1974年４月～1990年１月）は
1971 年３月に竣工し、1971 年４月から鉱油系新油絶縁油の精製事業を
開始し、再生絶縁油の精製事業は 1974年４月から開始していたことから、
1971年４月から 1974年３月に製造した電気絶縁油について、新油絶縁
油と再生絶縁油が接触する可能性はなかったとの報告があった。 

③ 1975 年製造の検出事例１件について、現 k1 工場で電気絶縁油委託再生
事業を開始した時期は 1974年４月であり、再生絶縁油と新油絶縁油の製
造ラインのバルブ封印による系統隔離は 1974 年８月であった。従って
1974 年４月～８月の間に新油絶縁油と再生絶縁油の製造ラインが共用
していた可能性がある。しかし、電気絶縁油委託再生事業を k1工場で開
始するにあたり、同時期にバルブ封印を行った理由は、人為的ミスによ

る新油絶縁油への再生絶縁油のコンタミによる特性低下を防止するため

であった可能性が高く、実際に再生絶縁油の製造を開始したのはバルブ

封印以降であったと推定され、新油絶縁油への再生絶縁油のコンタミは

なかったものと考えるとの報告があった。 
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④ 1973年製造の検出事例２件の当時、現 k1工場（1971年から）は竣工後、
1974年３月までは新油絶縁油のみを製造していた。再生絶縁油事業を再
開した 1974年４月以降となる 1975年製造の検出事例１件における当時
の出荷について、新油絶縁油はドラム缶またはタンクローリー車で行っ

ており、常時取引（開始時期不明）を行っていた運送会社１社に電気絶

縁油出荷業務を委託し、新油絶縁油専用のタンクローリー車（資料で確

認は出来なかった）を使用していた。ただし、繁忙期には一部軽油等の

燃料を運搬しているタンクローリー車を傭車し、新油絶縁油にて洗浄後、

洗浄油試験にて確認後、充填・出荷する場合もあった。1974年４月以降
の委託再生事業再開後は、再生絶縁油は新油絶縁油とは別系統の設備に

て受入れ、製造、保管をし、再生絶縁油専用のドラム缶（1976年以降は
再生絶縁油専用タンクローリー車（固定）を併用）に充填し、か社の指

定場所に納品していたとの報告があった。 
 
以上、k社の調査及び提示資料に基づきワーキンググループ委員の現地ヒアリ
ングで追跡調査結果の確認を実施すべきである。現段階では、1975 年製造の検
出事例１件については、1974 年４月～８月の間に新油絶縁油と再生絶縁油の製
造ラインが共用していた可能性があること、当時製造した新油絶縁油及び再生絶

縁油のＰＣＢ分析結果を確認出来なかったこと、出荷に使用したタンクローリー

の運行記録等により、使用したタンクローリーが自社専用の新油絶縁油のみを輸

送していたことが確認出来なかったことにより、当時製造された電気絶縁油に、

製造工程及び物流過程でＰＣＢが混入する可能性は否定できないと考えられる。

1973 年製造の検出事例２件については、出荷に使用したタンクローリーの運行
記録等により、使用したタンクローリーが自社専用の新油絶縁油のみを輸送して

いたことが確認出来なかったことにより、当時製造された電気絶縁油に物流過程

でＰＣＢが混入する可能性は否定できないと考えられる。 
また、U社・U2工場における３件の検出事例である 1973年及び 1975年製の
変圧器に充填されている電気絶縁油について、原因究明ワーキンググループにお

いてＧＣ－ＭＳ（定量下限値：0.01mg/kg）及びＧＣ－ＥＣＤ（定量下限値：
0.1mg/kg）を用いて再分析を実施した結果（詳細については８章に記載）、全て
0.5mg/kg 超のＰＣＢが検出され、その濃度は 2.6～3.6mg/kg の範囲であったこ
とから該当の３件の検出事例についての変圧器に充填された電気絶縁油にはＰ

ＣＢが混入していることが明らかとなった。 
 

２）g社における追跡調査結果 
 M社・MLV製作所における６件の検出事例機器に充填された当該電気絶縁油
の追跡調査に先立ち、g 社は M 社に対し、６件の当該電気絶縁油の商品名とロ
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ット番号（不明の場合には、注油年月日等のデータ）の確認を行った。これに対

して M 社より、1999 年製の計器用変成器（ＰＣＢ濃度：0.7ppm）のみ注油年
月日は 1999年３月 16日、ロット番号は TG9B4（３月１日入荷、10KL）、TG9C1
（３月９日・11日入荷、各 10KL）、TG9C2（３月 15日入荷、10KL）の何れか
であるとの回答があったことから、g社では、検出事例６件中の１件ではあるが、
このロットの電気絶縁油の製造工程及び物流過程等についてＰＣＢ混入原因の

究明に関する追跡調査を実施した。 
以下は g社が調査提示した資料に基づく結果の概要である。 

 
① TG9C1及び TG9C2と同一製品についてのＰＣＢ分析結果が記載されて
いる平成 11 年３月 19 日付けの濃度計量証明書の提示があり、これによ
ると JEAC 1201-1991（定量下限値２mg/kg）で分析した結果、ＰＣＢは
不検出となっていた。 

② TG9B4と同じ２月中に製造された TG9B1についてのＰＣＢ分析結果が
記載されている平成 11年２月 24日付けの濃度計量証明書の提示があり、
これによると JEAC 1201-1991（定量下限値２mg/kg）で分析した結果、
ＰＣＢは不検出となっていた。 

③ 該当ロット番号の電気絶縁油を M 社・MLV 製作所に納入した際に使用
したタンクローリー（新油絶縁油専用）の 1999 年２月 16 日～３月 15
日の間の詳細な運行日報の提示があり、これによると全て自社の新油絶

縁油を扱っていた。 
④ なお該当ロット以外について 1972～1986 年製造の５件の検出事例機器
に該当する電気絶縁油ロットに関して、g社がM社・MLV製作所に納入
したシ蓄電器油（７種１号相当）のＰＣＢ分析結果が記載されている昭

和 50 年９月 16 日付けの試験検査成績書の提示があり、これによるとＰ
ＣＢは不検出（分析方法は不明、検出限界 0.05ppm）となっていた。 

 
以上、g社の調査及び提示資料に基づきワーキンググループ委員の現地ヒアリ
ングによって追跡調査結果の確認を実施すべきである。現段階では、1999 年製
の計器用変成器（ＰＣＢ濃度：0.7ppm）に充填されている電気絶縁油には、製
造工程及び物流過程でＰＣＢが混入する可能性はないと考えられる。 
また、M 社・MLV 製作所における６件の検出事例のうち２件である 1974 年

製の計器用変成器（ＰＣＢ濃度：9.9ppm）及び 1986年製の計器用変成器（ＰＣ
Ｂ濃度：0.6ppm）に充填されている電気絶縁油について、原因究明ワーキング
グループにおいてＧＣ－ＭＳ（定量下限値：0.01mg/kg）及びＧＣ－ＥＣＤ（定
量下限値：0.1mg/kg）を用いて再分析を実施した結果（詳細については８章に記
載）、何れも定量下限値未満であった。従って、M社・MLV製作所における 1999
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年製の計器用変成器も含めた６件の検出事例については、分析値の信頼性に問題

があり、実際にはＰＣＢが混入していない可能性もあり、原因究明ワーキンググ

ループで再分析を実施した２件を除く４件についても再分析をする必要性があ

り、再分析が不可能であれば、同一時期に同一電気絶縁油を注油した計器用変成

器が数百台は存在する（今回納入したされる電気絶縁油量から推定）と推定され

ることから、これらについてＰＣＢ混入の有無を確認する必要がある。 
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７．検出事例・ＮＤデータ整理・解析 
7.1 ＰＣＢ分析データの収集目的とデータの種類 

原因究明ワーキンググループでは、電気機器に使用されている電気絶縁油の低

濃度ＰＣＢ汚染の原因究明及び汚染範囲の特定や処理に必要な基礎的情報を収

集することを目的として、電気絶縁油のライフサイクル関係者の協力を得て、電

気機器に充填されている電気絶縁油中のＰＣＢの分析データを収集した。収集し

たデータは大別すると下記の３種類である。 
① ＪＥＭＡ報告書に記載されている検出及び NDデータ（以下「ＪＥＭＡ報
告書データ」とする） 

② ＪＥＭＡ報告書以降、ＪＥＭＡより提出された追加の検出及び NDデータ
（2003年８月～2004年４月）（以下「ＪＥＭＡ追加報告データ」とする） 

③ 平成 16年５月 28日付けで機器ユーザーである各業界（電気事業連合会、
ＪＲ、（社）自動車工業会、（社）日本鉄鋼連盟）宛に原因究明ワーキング

グループ主査より依頼した「ＰＣＢ分析データ提供に係わる件お願い」に

対して提出のあった各業界が保有している検出及び NDデータ（電気事業
連合会のデータの一部を除き、①及び②に記載のデータとは重複しないデ

ータ）（以下「ユーザー業界データ」とする） 
なお、上記データのＰＣＢ分析値については、「８．検出事例のサンプル再分

析結果」は反映していない。 
 
7.2 各種データの概要 

１）ＪＥＭＡ報告書データ及びＪＥＭＡ追加報告データ（以下「ＪＥＭＡ報告全デ

ータ」とする） 
ＪＥＭＡ報告全データは、以下の４つの調査により得られたデータである。 
① 微量ＰＣＢ混入可能性に関するサンプル調査 

ＰＣＢ不含見解書または不含証明書が得られていない再生絶縁油を使

用した電気機器メーカー6 社に対して行われた調査。上記不含見解等の得
られていない再生絶縁油を使用した期間に製造した機器について、電気機

器の種類、製造年、機器メーカー名、製造工場、型式、製造時に使用した

電気絶縁油のルートに応じた適切なロットについての調査を実施した。 
② 微量ＰＣＢ検出事例の原因究明に関するサンプル調査 

検出事例があった電気機器メーカー18 社に対してＪＥＭＡとりまとめ
のもとに行われた調査。検出事例があった製造年及びその前後年に製造さ

れた機器からサンプルを抽出し、過去の検出事例期間で電気機器の種類毎、

メーカー名毎、製造工場毎に 1検体以上／年の検体数を目標のもと、ＰＣ
Ｂ検出濃度、機種、製造年、電気機器メーカー名、製造工場、型式、電気

絶縁油メーカーについての調査を実施した。 
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③ 自主調査 
上記②に加えて、必要に応じて電気機器メーカー各社が行った自主調査。 

④ ユーザーからの連絡調査（ユーザー調査） 
ユーザーから連絡があった事例について電気機器メーカーが実施した

調査。 
 
以上より、ＪＥＭＡ報告全データの調査項目は、ＰＣＢ分析値、販売メーカ

ー、機種、客先、製造年、製造工場、電気絶縁油メーカー、油種、電気絶縁油

交換の有無等となっている。なおデータは全てＪＥＭＡ加盟会社の製造機器と

なっている。 
 
２）ユーザー業界データ 

各業界が平成16年５月28日付け原因究明ワーキンググループ主査より依頼
のあった「ＰＣＢ分析データ提供に係わる件お願い」に対して、その時点で可

能な限り調査し、得られた検出及び NDデータ（電気事業連合会のデータの一
部を除き、ＪＥＭＡ報告全データとは重複しないデータ）である。 
ユーザー業界データについては、機器ユーザー業界で保有しているＰＣＢ分

析データを全て提出して頂いた結果、機器ユーザー業界毎に調査項目が異なる

ケースが発生し、一部データの不足のため機器の特定が不可能な事例が存在す

ることとなった他、一部ＪＥＭＡ報告全データとの重複も存在することとなっ

た。 
そこで汚染電気機器の特定に重要であるデータの不足等を補う措置として、

1980年以降に製造された全機種及び 1979年以前については、ＪＥＭＡ報告全
データでデータが少ない変圧器以外の機種についてＪＥＭＡに追加の調査を

依頼し、少なくとも販売メーカー、機種、客先、製造年、製造工場について整

理した。 
最終的にユーザー業界データについては、ＪＥＭＡに非加盟会社の製造機器

も含めてＰＣＢ分析値、販売メーカー、客先、製造年が記載されている全デー

タを採用した。重複についてはＪＥＭＡの調査によって判明した 1980 年以降
に製造された全機種及び 1979 年以前に製造された変圧器以外の機種のデータ
については除いた。但し、1979 年以前に製造された変圧器については JEMA
報告書全データとの重複を含む。なお、以下の整理・解析についてはこれらデ

ータのうち適宜、情報が明らかとなっているデータを抽出して使用した。 
 
7.3 検出及びＮＤデータの整理結果 

１）製造年代及び機種別の整理 
全データ（24,028件）について、検出及び NDデータを機種毎に年代別に整
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理した一覧表を表 7.3-1 に、製造年代別の検出・ND データ数及び検出率を図
7.3-1に示す。 
全データにおける 1972 年以前（ＰＣＢ、新油絶縁油及び再生絶縁油使用時

期）製造機器の検出率は 58.1％、1973～1989 年（新油絶縁油及び再生絶縁油
使用時期）製造機器は 24.4％、1990年以降（新油絶縁油使用時期）製造機器は
1.8％であり、再生絶縁油の使用が中止となった（新油絶縁油のみ）1990 年以
降の製造機器の検出率は著しく低下した。 
また、国内でＰＣＢの製造が開始された 1954 年以降について製造年代毎の

検出率を単年度毎に見ると、1958年の約 75％をピークとして減少傾向にあり、
ＰＣＢの使用が禁止された 1972 年から 1973 年にかけて、検出率が 51％から
36％に、再生絶縁油の使用が中止となった 1989年から 1990年にかけて、検出
率が 23％から 5％になり、他の年代と比較して 1年間で検出率が著しく減少し
た。 
この 1989年から 1990年にかけて検出率が著しく減少したのは、1990年以

降は再生絶縁油の使用が中止されたことにより、ライフサイクル関係者の間で

再生絶縁油の流通が激減したことが主な理由として挙げられる。仮にＰＣＢ検

出事例全体の主な混入原因が電気絶縁油の交換・注ぎ足し及びメンテナンス等

によるものであるとすると、1989年以前に製造された多くの機器についても電
気絶縁油の交換・注ぎ足し及びメンテナンス時には 1990 年以降に購入した電
気絶縁油（ＰＣＢに汚染されていない新油絶縁油）を使用していることから、

再生絶縁油が中止となった年代を境に検出率が著しく減少することはない。従

って、ＰＣＢ検出事例の主要因は電気絶縁油の交換・注ぎ足し及びメンテナン

ス等によるものではない。 
機種別に見ると、変圧器、パルス変調器、直流高圧発生器、誘導電圧調整器、

コンデンサ、計器用変成器、リアクトル、放電コイル、油遮断器、油入開閉器、

空気遮断器用分圧コンデンサ、整流器、ブッシングと非常に多くの機器で検出

事例が認められ、コンデンサのように機器ユーザーが使用中に電気絶縁油の交

換等のメンテナンスをしない封じきり機器にも検出事例があった。 
機種毎の全年代の調査事例数が 500を超える変圧器、誘導電圧調整器、コン

デンサ、計器用変成器、リアクトル、油遮断器について、製造年代別の検出・

NDデータ及び検出率を図 7.3-2に示す。 
この中で調査事例数に差異があるものの、1990年以降製造機器における調査

事例があり、検出事例がなかったのが、コンデンサ、リアクトルであった。 
コンデンサは前述のとおり、機器ユーザーが使用中に電気絶縁油の交換及び

メンテナンスをしない封じきり機器であることから、コンデンサのＰＣＢ検出

状況は電気機器メーカーでの出荷時に充填された電気絶縁油のＰＣＢ汚染状況

を示している。従って、コンデンサについて 1990年以降機器に検出事例がなく、
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他の電気機器において検出事例があることから、1990年以降製造機器について
の検出事例については、電気絶縁油交換及びメンテナンス時に使用された電気

絶縁油やタンク等にＰＣＢか混入していた可能性がある。なお、計器用変成器

についても一部封じきり機器があるが、表 7.3-1の 1990年製造の検出事例７件
については、非封じきり機器であることが確認されている。一方、1999年製造
の検出事例１件については封じきり機器であることが確認されているが、６章

の追跡調査結果によると該当機器に充填された絶縁油の製造工程及び物流過程、

機器メーカーでの製造工程等においてＰＣＢが混入する可能性はないとの結論

が得られていることから、分析値の信頼性に問題があり、該当機器には実際に

はＰＣＢが混入していない可能性が高い。また、電気機器メーカーにおける現

地ヒアリングによって、1990年以降製造機器の一部の検出事例については、電
気機器メーカー１社において 1989 年以前に購入した新油絶縁油に微量ＰＣＢ
が混入しており、これを機器に封入したために検出されたと推定される検出事

例のあることが確認されている。 



表7.3-1　検出事例・NDデータ整理表

サンプル ユーザ 自主 ﾕｰｻﾞｰ業界 サンプル ユーザ 自主 ﾕｰｻﾞｰ業界 サンプル ユーザ 自主 ﾕｰｻﾞｰ業界 総数 検出 ND 検出率(%) 総数 検出 ND 検出率(%) 総数 検出 ND 検出率(%) 総数 検出 ND 検出率(%) 総数 検出 ND 検出率(%) 総数 検出 ND 検出率(%) 総数 検出 ND 検出率(%) 総数 検出 ND 検出率(%) 総数 検出 ND 検出率(%) 総数 検出 ND 検出率(%) 総数 検出 ND 検出率(%) 総数 検出 ND 検出率(%) 総数 検出 ND 検出率(%) 総数 検出 ND 検出率(%) 総数 検出 ND 検出率(%)

1925 8 8 0 100.0 1.8～43.1 0 0 0 8 0 0 0 0 0 0 0 8 8 8 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1926 9 9 0 100.0 0.8～2.3 0 0 0 9 0 0 0 0 0 0 0 9 9 9 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1927 6 6 0 100.0 1.5～12.1 0 0 0 6 0 0 0 0 0 0 0 6 6 6 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1928 1 1 0 100.0 55.2 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1929 1 1 0 100.0 39.4 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1935 2 2 0 100.0 19.2 0 1 0 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 - 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 2 2 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1936 4 1 3 25.0 5.4 0 0 0 1 0 0 0 3 0 0 0 4 4 1 3 25 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1937 5 5 0 100.0 8.3～17.2 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 0 5 5 5 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1938 17 17 0 100.0 1.1～71.3 0 4 0 13 0 0 0 0 0 4 0 13 17 17 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1939 12 12 0 100.0 0.98～28.8 0 0 0 12 0 0 0 0 0 0 0 12 12 12 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1940 3 3 0 100.0 7.2～900 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 3 3 3 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1941 11 11 0 100.0 20.9～64.3 0 0 0 11 0 0 0 0 0 0 0 11 11 11 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1943 2 2 0 100.0 3.3～36.4 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2 2 2 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1949 1 1 0 100.0 3.4 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1950 17 12 5 70.6 0.55～44.3 6 4 2 0 0 0 4 1 6 4 6 1 16 11 5 69 0 0 0 － 0 0 0 － 1 1 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1951 26 12 14 46.2 2.0～38.8 0 3 0 9 0 0 0 14 0 3 0 23 26 12 14 46 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1952 11 4 7 36.4 1.2～24.4 0 1 1 2 1 0 0 6 1 1 1 8 10 4 6 40 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 1 0 1 0 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1953 24 15 9 62.5 0.9～17 0 5 1 9 0 0 1 8 0 5 2 17 19 14 5 74 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 3 0 3 0 1 1 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 1 0 1 0 0 0 0 － 0 0 0 －

1954 48 18 30 37.5 1.4～46.8 1 0 0 17 0 5 0 25 1 5 0 42 29 16 13 55 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 7 0 7 0 11 1 10 9 1 1 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1955 41 24 17 58.5 0.55～582.0 2 4 0 18 0 0 0 17 2 4 0 35 28 13 15 46 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 2 0 2 0 7 7 0 100 1 1 0 100 0 0 0 － 3 3 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1956 56 24 32 42.9 0.6～102.2 0 7 0 17 0 2 0 30 0 9 0 47 32 19 13 59 0 0 0 － 0 0 0 － 2 1 1 50 5 0 5 0 12 0 12 0 1 0 1 0 0 0 0 － 3 3 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 1 1 0 100 0 0 0 － 0 0 0 －

1957 104 63 41 60.6 0.55～970 5 14 0 44 4 5 0 32 9 19 0 76 74 46 28 62 0 0 0 － 0 0 0 － 3 1 2 33 7 3 4 43 11 6 5 55 1 1 0 100 0 0 0 － 6 4 2 67 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 2 2 0 100 0 0 0 － 0 0 0 －

1958 123 92 31 74.8 0.6～708.0 12 21 0 59 0 1 0 30 12 22 0 89 94 67 27 71 0 0 0 － 0 0 0 － 2 2 0 100 1 0 1 0 17 16 1 94 3 3 0 100 0 0 0 － 1 1 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 5 3 2 60 0 0 0 － 0 0 0 －

1959 116 72 44 62.1 0.6～54.7 6 14 2 50 3 2 2 37 9 16 4 87 76 49 27 64 0 0 0 － 0 0 0 － 5 2 3 40 4 0 4 0 21 13 8 62 2 1 1 50 1 1 0 100 2 1 1 50 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 5 5 0 100 0 0 0 － 0 0 0 －

1960 293 199 94 67.9 0.6～82.0 20 29 2 148 14 14 6 60 34 43 8 208 194 139 55 72 0 0 0 － 0 0 0 － 7 2 5 29 4 1 3 25 57 49 8 86 7 1 6 14 1 0 1 0 16 4 12 25 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 7 3 4 43 0 0 0 － 0 0 0 －

1961 341 216 125 63.3 0.6～725.0 18 33 7 158 6 10 10 99 24 43 17 257 239 148 91 62 0 0 0 － 0 0 0 － 12 10 2 83 4 1 3 25 68 52 16 76 8 5 3 63 0 0 0 － 9 0 9 0 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 1 0 1 0 0 0 0 － 0 0 0 －

1962 410 236 174 57.6 0.6～270 14 49 5 168 13 28 11 122 27 77 16 290 286 158 128 55 0 0 0 － 0 0 0 － 11 5 6 45 3 0 3 0 39 31 8 79 10 4 6 40 0 0 0 － 9 1 8 11 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 52 37 15 71 0 0 0 － 0 0 0 －

1963 305 158 147 51.8 0.51～499 6 38 0 114 4 27 7 109 10 65 7 223 239 128 111 54 0 0 0 － 0 0 0 － 14 11 3 79 4 0 4 0 29 14 15 48 3 2 1 67 0 0 0 － 10 2 8 20 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 6 1 5 17 0 0 0 － 0 0 0 －

1964 484 289 195 59.7 0.6～1060 9 76 3 201 4 31 16 144 13 107 19 345 335 193 142 58 1 1 0 100 0 0 0 － 33 28 5 85 13 8 5 62 53 36 17 68 6 3 3 50 4 4 0 100 32 11 21 34 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 7 5 2 71 0 0 0 － 0 0 0 －

1965 561 345 216 61.5 0.6～597.0 5 66 10 264 7 16 8 185 12 82 18 449 417 250 167 60 0 0 0 － 0 0 0 － 19 14 5 74 14 5 9 36 64 50 14 78 11 10 1 91 0 0 0 － 28 9 19 32 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 8 7 1 88 0 0 0 － 0 0 0 －

1966 448 276 172 61.6 0.6～2810 2 79 5 190 5 19 4 144 7 98 9 334 349 214 135 61 0 0 0 － 0 0 0 － 29 21 8 72 7 3 4 43 29 22 7 76 5 3 2 60 0 0 0 － 26 10 16 38 2 2 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 1 1 0 100 0 0 0 － 0 0 0 －

1967 543 326 217 60.0 0.55～444.0 3 73 4 246 7 24 5 181 10 97 9 427 355 216 139 61 0 0 0 － 0 0 0 － 34 15 19 44 8 5 3 63 60 38 22 63 10 2 8 20 0 0 0 － 74 49 25 66 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 2 1 1 50 0 0 0 － 0 0 0 －

1968 618 351 267 56.8 0.54～2870 15 88 6 242 12 45 8 202 27 133 14 444 420 241 179 57 0 0 0 － 1 0 1 0 26 13 13 50 14 2 12 14 77 57 20 74 10 5 5 50 0 0 0 － 63 30 33 48 1 0 1 0 0 0 0 － 0 0 0 － 6 3 3 50 0 0 0 － 0 0 0 －

1969 817 472 345 57.8 0.6～264.0 12 124 12 324 16 39 6 284 28 163 18 608 539 345 194 64 0 0 0 － 1 1 0 ### 15 6 9 40 20 9 11 45 134 67 67 50 18 8 10 44 0 0 0 － 63 20 43 32 0 0 0 － 12 12 0 100 8 3 5 38 7 1 6 14 0 0 0 － 0 0 0 －

1970 946 541 405 57.2 0.52～1010 17 160 14 350 8 63 17 317 25 223 31 667 601 369 232 61 0 0 0 － 1 1 0 ### 20 6 14 30 26 7 19 27 133 84 49 63 21 16 5 76 5 4 1 80 109 39 70 36 1 0 1 0 0 0 0 － 3 2 1 67 26 13 13 50 0 0 0 － 0 0 0 －

1971 1045 583 462 55.8 0.59～2110 15 155 22 391 7 49 14 392 22 204 36 783 717 431 286 60 0 0 0 － 0 0 0 － 29 16 13 55 44 11 33 25 121 76 45 63 20 10 10 50 7 7 0 100 93 30 63 32 0 0 0 － 0 0 0 － 7 1 6 14 7 1 6 14 0 0 0 － 0 0 0 －

1972 1023 524 499 51.2 0.51～199.0 10 146 13 355 7 58 24 410 17 204 37 765 629 328 301 52 0 0 0 － 0 0 0 － 47 24 23 51 34 4 30 12 105 81 24 77 31 26 5 84 9 8 1 89 127 38 89 30 0 0 0 － 0 0 0 － 35 12 23 34 6 3 3 50 0 0 0 － 0 0 0 －

1973 1141 411 730 36.0 0.54～92.9 8 113 26 264 13 62 23 632 21 175 49 896 674 322 352 48 0 0 0 － 0 0 0 － 48 10 38 21 63 1 62 2 150 39 111 26 28 8 20 29 6 2 4 33 139 21 118 15 1 0 1 0 0 0 0 － 10 0 10 0 22 8 14 36 0 0 0 － 0 0 0 －

1974 992 357 635 36.0 0.58～150 7 94 12 244 9 59 20 547 16 153 32 791 631 247 384 39 0 0 0 － 0 0 0 － 35 4 31 11 36 0 36 0 112 74 38 66 26 8 18 31 2 1 1 50 129 19 110 15 2 0 2 0 0 0 0 － 12 1 11 8 7 3 4 43 0 0 0 － 0 0 0 －

1975 563 193 370 34.3 0.6～68.8 3 53 16 121 7 49 8 306 10 102 24 427 332 120 212 36 0 0 0 － 1 0 1 0 20 4 16 20 36 7 29 19 49 32 17 65 31 8 23 26 0 0 0 － 86 15 71 17 0 0 0 － 0 0 0 － 4 4 0 100 4 3 1 75 0 0 0 － 0 0 0 －

1976 717 218 499 30.4 0.52～64.11 5 60 25 128 10 58 11 420 15 118 36 548 411 170 241 41 0 0 0 － 0 0 0 － 16 1 15 6 38 0 38 0 46 21 25 46 46 11 35 24 0 0 0 － 140 15 125 11 3 0 3 0 0 0 0 － 16 0 16 0 1 0 1 0 0 0 0 － 0 0 0 －

1977 874 243 631 27.8 0.6～53.7 10 69 14 150 11 44 13 563 21 113 27 713 497 182 315 37 0 0 0 － 0 0 0 － 24 2 22 8 45 0 45 0 83 22 61 27 25 4 21 16 0 0 0 － 171 29 142 17 10 3 7 30 0 0 0 － 12 0 12 0 7 1 6 14 0 0 0 － 0 0 0 －

1978 1051 222 829 21.1 0.53～510.0 8 53 13 148 9 41 22 757 17 94 35 905 538 171 367 32 0 0 0 － 0 0 0 － 41 2 39 5 78 6 72 8 84 27 57 32 43 0 43 0 5 0 5 0 237 14 223 6 16 1 15 6 0 0 0 － 1 1 0 100 8 0 8 0 0 0 0 － 0 0 0 －

1979 964 158 806 16.4 0.51～44.5 9 24 9 116 20 43 20 723 29 67 29 839 465 117 348 25 0 0 0 － 0 0 0 － 26 0 26 0 33 2 31 6 133 24 109 18 16 1 15 6 0 0 0 － 274 13 261 5 10 0 10 0 0 0 0 － 0 0 0 － 7 1 6 14 0 0 0 － 0 0 0 －

1980 757 142 615 18.8 0.6～150 7 34 8 93 17 29 25 544 24 63 33 637 387 94 293 24 0 0 0 － 0 0 0 － 39 1 38 3 23 0 23 0 55 19 36 35 15 3 12 20 1 0 1 0 213 17 196 8 11 1 10 9 0 0 0 － 8 7 1 88 5 0 5 0 0 0 0 － 0 0 0 －

1981 567 66 501 11.6 0.6～75.0 6 18 5 37 9 22 52 418 15 40 57 455 317 55 262 17 0 0 0 － 0 0 0 － 25 2 23 8 16 0 16 0 38 2 36 5 19 0 19 0 0 0 0 － 139 6 133 4 9 0 9 0 0 0 0 － 1 1 0 100 1 0 1 0 0 0 0 － 2 0 2 0

1982 498 81 417 16.3 0.6～54.0 11 19 8 43 11 41 23 342 22 60 31 385 269 65 204 24 0 0 0 － 0 0 0 － 10 0 10 0 9 1 8 11 52 5 47 10 17 3 14 18 0 0 0 － 117 7 110 6 8 0 8 0 0 0 0 － 13 0 13 0 2 0 2 0 1 0 1 0 0 0 0 －

1983 402 64 338 15.9 0.6～47.0 12 13 26 13 9 16 23 290 21 29 49 303 220 60 160 27 0 0 0 － 0 0 0 － 15 0 15 0 11 0 11 0 31 4 27 13 11 0 11 0 0 0 0 － 92 0 92 0 3 0 3 0 0 0 0 － 0 0 0 － 19 0 19 0 0 0 0 － 0 0 0 －

1984 445 105 340 23.6 0.6～56.0 9 37 10 49 6 21 26 287 15 58 36 336 304 90 214 30 0 0 0 － 0 0 0 － 16 1 15 6 7 0 7 0 57 9 48 16 17 3 14 18 0 0 0 － 26 2 24 8 4 0 4 0 0 0 0 － 12 0 12 0 2 0 2 0 0 0 0 － 0 0 0 －

1985 473 81 392 17.1 0.6～56.0 9 33 8 31 13 21 12 346 22 54 20 377 293 65 228 22 0 0 0 － 0 0 0 － 14 1 13 7 22 1 21 5 44 6 38 14 21 3 18 14 0 0 0 － 46 1 45 2 10 0 10 0 0 0 0 － 16 4 12 25 3 0 3 0 0 0 0 － 4 0 4 0

1986 520 104 416 20.0 0.6～390.0 5 40 8 51 9 38 21 348 14 78 29 399 354 82 272 23 0 0 0 － 0 0 0 － 16 0 16 0 15 1 14 7 59 15 44 25 16 0 16 0 1 0 1 0 31 6 25 19 15 0 15 0 0 0 0 － 8 0 8 0 2 0 2 0 0 0 0 － 3 0 3 0

1987 531 123 408 23.2 0.6～46.1 7 66 10 40 12 47 16 333 19 113 26 373 359 101 258 28 0 0 0 － 0 0 0 － 12 0 12 0 25 0 25 0 84 20 64 24 12 0 12 0 1 0 1 0 23 0 23 0 4 0 4 0 0 0 0 － 2 2 0 100 4 0 4 0 0 0 0 － 5 0 5 0

1988 548 133 415 24.3 0.51～32.0 6 42 21 64 14 21 33 347 20 63 54 411 341 71 270 21 0 0 0 － 0 0 0 － 48 1 47 2 9 1 8 11 117 55 62 47 13 1 12 8 1 0 1 0 9 1 8 11 0 0 0 － 0 0 0 － 3 0 3 0 6 3 3 50 0 0 0 － 1 0 1 0

1989 463 108 355 23.3 0.6～28.0 9 33 15 51 13 31 20 291 22 64 35 342 285 68 217 24 0 0 0 － 0 0 0 － 16 0 16 0 13 0 13 0 93 33 60 35 19 1 18 5 0 0 0 － 8 2 6 25 10 0 10 0 0 0 0 － 8 4 4 50 8 0 8 0 0 0 0 － 3 0 3 0

1990 529 25 504 4.7 0.6～16.0 0 5 1 19 17 32 77 378 17 37 78 397 394 14 380 4 0 0 0 － 0 0 0 － 13 0 13 0 13 0 13 0 68 7 61 10 27 0 27 0 0 0 0 － 3 1 2 33 5 0 5 0 0 0 0 － 4 3 1 75 1 0 1 0 0 0 0 － 1 0 1 0

1991 589 20 569 3.4 0.6～10.0 0 14 0 6 14 20 40 495 14 34 40 501 477 20 457 4 0 0 0 － 0 0 0 － 30 0 30 0 8 0 8 0 36 0 36 0 19 0 19 0 1 0 1 0 8 0 8 0 2 0 2 0 0 0 0 － 0 0 0 － 2 0 2 0 0 0 0 － 6 0 6 0

1992 459 10 449 2.2 0.6～6.3 0 3 0 7 14 29 70 336 14 32 70 343 346 10 336 3 0 0 0 － 0 0 0 － 11 0 11 0 11 0 11 0 44 0 44 0 15 0 15 0 4 0 4 0 4 0 4 0 0 0 0 － 0 0 0 － 7 0 7 0 15 0 15 0 0 0 0 － 2 0 2 0

1993 251 8 243 3.2 0.7～1.6 0 2 0 6 9 10 35 189 9 12 35 195 197 8 189 4 0 0 0 － 0 0 0 － 11 0 11 0 4 0 4 0 24 0 24 0 11 0 11 0 0 0 0 － 3 0 3 0 1 0 1 0 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

1994 246 2 244 0.8 0.8～1.4 0 0 0 2 7 8 39 190 7 8 39 192 191 1 190 1 0 0 0 － 0 0 0 － 9 0 9 0 11 0 11 0 14 0 14 0 4 0 4 0 0 0 0 － 3 1 2 33 0 0 0 － 0 0 0 － 8 0 8 0 1 0 1 0 0 0 0 － 5 0 5 0

1995 198 1 197 0.5 0.6 0 0 0 1 14 16 31 136 14 16 31 137 139 1 138 1 0 0 0 － 0 0 0 － 1 0 1 0 13 0 13 0 7 0 7 0 15 0 15 0 5 0 5 0 2 0 2 0 0 0 0 － 0 0 0 － 8 0 8 0 6 0 6 0 0 0 0 － 2 0 2 0

1996 313 5 308 1.6 0.6～1.0 0 0 0 5 4 32 54 218 4 32 54 223 267 4 263 1 0 0 0 － 0 0 0 － 2 0 2 0 11 0 11 0 3 0 3 0 9 0 9 0 3 0 3 0 12 0 12 0 4 0 4 0 0 0 0 － 0 0 0 － 2 1 1 50 0 0 0 － 0 0 0 －

1997 301 0 301 0.0 － 0 0 0 0 5 13 62 221 5 13 62 221 253 0 253 0 0 0 0 － 0 0 0 － 4 0 4 0 7 0 7 0 16 0 16 0 11 0 11 0 0 0 0 － 9 0 9 0 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 1 0 1 0

1998 302 1 301 0.3 0.6 0 1 0 0 8 6 64 223 8 7 64 223 225 1 224 0 0 0 0 － 0 0 0 － 4 0 4 0 3 0 3 0 16 0 16 0 6 0 6 0 2 0 2 0 8 0 8 0 0 0 0 － 0 0 0 － 32 0 32 0 5 0 5 0 0 0 0 － 1 0 1 0

1999 184 1 183 0.5 0.7 0 0 0 1 5 5 62 111 5 5 62 112 140 0 140 0 0 0 0 － 0 0 0 － 7 0 7 0 1 0 1 0 15 1 14 7 10 0 10 0 0 0 0 － 6 0 6 0 0 0 0 － 0 0 0 － 4 0 4 0 0 0 0 － 0 0 0 － 1 0 1 0

2000 132 0 132 0.0 － 0 0 0 0 5 7 55 65 5 7 55 65 106 0 106 0 0 0 0 － 0 0 0 － 2 0 2 0 5 0 5 0 4 0 4 0 4 0 4 0 0 0 0 － 7 0 7 0 0 0 0 － 0 0 0 － 4 0 4 0 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

2001 96 0 96 0.0 － 0 0 0 0 1 1 54 40 1 1 54 40 81 0 81 0 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 3 0 3 0 3 0 3 0 0 0 0 － 7 0 7 0 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 2 0 2 0

2002 110 1 109 0.9 0.6 0 0 0 1 8 7 49 45 8 7 49 46 94 0 94 0 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 3 0 3 0 3 0 3 0 3 0 3 0 0 0 0 － 4 1 3 25 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 3 0 3 0

2003 240 0 240 0.0 － 0 0 0 0 15 16 176 33 15 16 176 33 223 0 223 0 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 4 0 4 0 3 0 3 0 3 0 3 0 3 0 3 0 4 0 4 0 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

2004 87 0 87 0.0 － 0 0 0 0 9 0 71 7 9 0 71 7 82 0 82 0 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 5 0 5 0 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

不明 3 3 0 100.0 1.3～36 0 3 0 - 0 0 0 - 0 3 0 - 0 0 0 - 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 3 3 0 100 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 － 0 0 0 －

合計 24028 7817 16211 － 309 2023 344 5141 445 1283 1450 13033 754 3306 1794 18174 15696 5627 10069 - 1 1 0 － 4 2 2 － 824 207 617 － 795 79 716 － 2597 1118 1479 － 687 159 528 － 62 27 35 － 2639 426 2213 － 132 7 125 － 12 12 0 － 246 45 201 － 290 107 183 － 1 0 1 － 42 0 42 －

＜データの前提＞
・このデータは2004年4月までにJEMAから報告されたデータと各機器ユーザー業界から委員会の要望により自主的に提供されたデータの合計である。
・各機器ユーザー業界から提供されたデータについては、機器製造メーカー、製造年、PCB濃度が判明しているデータのみ採用した（1979年以前の変圧器を除くデータについては、既にJEMAで報告されたデータとの重複は原則として除去）。
・各機器ユーザー業界のデータについては、機種等の情報に間違っているデータが含まれている可能性がある。
・JEMA報告全データについては、一部、電圧調整器や計器用変成器を変圧器として、記載しているデータがある。
・各機器ユーザー業界から提供されたデータの一部には、検出台数の欄に「－」あるいは「空欄」が存在しており、それらのデータについては「検出台数；1件」とみなして整理した。
・各機器ユーザー業界からの提供されたデータの一部には検出台数が1件で製造番号が3つある場合、検出台数3件で製造番号が3つある場合等が存在していたが、これらについては、記載されている検出台数を採用した。

誘導電圧調整器 ブッシング及びその他変圧器 パルス変調器 油遮断器リアクトル 空気遮断器用分圧コンデンサ
年

検出事
例件数

検出事例の濃度
（最小～最大）ppm

調査総数
ND事
例件数

検出率
（％）

検出事例元 避雷器 中性点抵抗器ND事例検出元 検出＋ND事例元 放電コイル計器用変成器コンデンサ 整流器直流高圧発生器 油入開閉器
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２）製造年代別の濃度分布整理 
全データ（24,028 件）を対象として、製造年代毎の平均ＰＣＢ検出濃度分
布を図 7.3-3に示す。 
全データにおける平均ＰＣＢ検出濃度について、1972年以前（ＰＣＢ、新

油絶縁油及び再生絶縁油使用時期）製造機器は 17.3ppm、1973～1989年（新
油絶縁油び再生絶縁油使用時期）製造機器は 7.4ppm、1990 年以降（新油絶
縁油使用時期）製造機器は 1.5ppm であり、再生絶縁油が使用中止となった

1990年以降のＰＣＢ検出濃度は減少した。 
 

 
 

図 7.3-3 全データ（24,028 件）における製造年代別のＰＣＢ濃度分布 
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３）検出濃度別の検出台数の整理 
検出事例をＰＣＢ濃度別に整理した結果を表 7.3-2及び図 7.3-4に示す。検
出事例は、全体に対して、50ppm以下が 97.2％、20ppm以下が 87.4％、10ppm
以下が 76.6％、５ppm以下が 65.0％、２ppm以下が 44.6％、１ppm以下が
23.4％を占めていた。また、100ppm超～1000ppm以下は 1.3％、1000ppm
超は 0.1％であった。 

 
 
 

表 7.3-2 検出事例の濃度別分布 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3-4 検出事例濃度別の累積台数割合 
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４）電気絶縁油メーカー別の整理 
ＪＥＭＡによって電気絶縁油メーカーが特定できているデータ（ＪＥＭＡ

報告全データ）を対象として、電気絶縁油メーカー別にＰＣＢ検出状況を整

理した一覧表を図 7.3-5に示す。但し、電気機器ユーザーにおける電気絶縁油
交換の有無、現地注油の有無については、考慮していない。 
図 7.3-5の結果を整理すると主に以下のような特徴があった。 
 
＜新油絶縁油について＞ 
① 100ppm以上のデータあり：h社 
② 1972年以前の検出事例が 60％以上：g社、h社、c社、 Up社 U、Um社 U 
③ 1972年以前の検出率が 70％以上：h社、c社、d社、Up社 U、Um社 U、 Uk社 U 
④ 1972年前後に検出事例が集中：d社、Uk社 U 
⑤ 1973～1989年の検出事例が 60％以上：f社、d社、a社、Uk社 U 
⑥ 1973～1989年の検出率が 70％以上：h社、d社、a社、Um社 U 
⑦ 1990年以降の検出事例あり：h社、i社（ただし、検出事例は１件で

あり、本ワーキングによる再分析で 0.5mg/kg以下が確認されている） 
 

＜再生絶縁油について＞ 
① 100ppm以上のデータあり：Us社 
② 1972年以前の検出事例が 60％以上：Um社 
③ 1972年以前の検出率が 70％以上：Us社 
④ 1973～1989年の検出事例が 60％以上：Un社 U、Uq社 U、Us社U、Ur社 U、Uu社 
⑤ 1973～1989年の検出率が 70％以上：Uq社U、Us社U、 Ur社 U、 Uu社 
 
注）下線は再生絶縁油（新油絶縁油併産も含む）メーカーを示し、その他

は新油絶縁油のみのメーカーを示す。 
 
 



図7.3-5　電気絶縁油メーカー別のPCB検出状況

補足説明：－

　　　①対象データ：JEMA報告全データの中で、電気絶縁油メーカーが１社に特定されたデータ
　　　②各グラフの□の中のP；は1972年以前、R；は1973～1989年、N；は1990年以降を示し、○／△の○は該当期間における検出数、△は該当期間における調査全数を示す
　　　③m社のグラフの中の□の中の青字は新油絶縁油、赤字は再生絶縁油を示す
　　　④PCB濃度は 0.5ppm以下をＮＤ扱いとし、グラフは”０”としてプロットした
　　　⑤PCB濃度は調査報告時の値であり、本ワーキングによる再分析の結果は反映していない
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検出：144　ND：35
検出平均濃度：9.1ppm

検出：58　ND：206
検出平均濃度：4.3ppm

検出：121　ND：63
検出平均濃度：3.1ppm

検出：3　ND：3
検出平均濃度：56.0ppm

検出：22　ND：42
検出平均濃度：3.9ppm

検出：113　ND：53
検出平均濃度：10.6ppm

検出：8　ND：1
検出平均濃度：8.4ppm

検出：1　ND：309
検出平均濃度：0.6ppm

検出：1　ND：17
検出平均濃度：1.8ppm

検出：76　ND：254
検出平均濃度：4.1ppm
注）再生絶縁油の製造は行っているが、
JEMA加盟会社への納入実績はない

新油絶縁油検出：0　ND：0
再生絶縁油検出：20　ND：13
再生絶縁油検出平均濃度：10.1ppm

新油絶縁油検出：22　ND：11
新油絶縁油検出平均濃度：17.4ppm
再生絶縁油検出：8　ND：8
再生絶縁油検出平均濃度：4.6ppm
全検出平均濃度：14.0ppm

検出：34　ND：44
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注）再生絶縁油の製造は行っている
が、JEMA加盟会社への納入実績はな
い

検出：21　ND：3
検出平均濃度：9.3ppm
注）新油絶縁油の製造は行っているが、
JEMA加盟会社への納入実績はない

検出：165　ND：21
検出平均濃度：
17.6ppm

検出：9　ND：1
検出平均濃度：20.2ppm

検出：25　ND：4
検出平均濃度：14.4ppm

P; 92/100 R; 51/72 N; 1/7

P; 53/144 R; 5/112 N; 0/8
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R; 9/10
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５）電気機器メーカー工場毎の整理 
変圧器等電気機器に使用されている電気絶縁油の低濃度ＰＣＢ汚染範囲の

特定を行うために、製造工場が特定出来たデータを対象として、電気機器メ

ーカーの製造工場別にＰＣＢ検出状況を整理した一覧表を図 7.3-6に示す。 
図 7.3-6の結果を整理すると主に以下のような特徴があった。 

 
＜新油絶縁油について＞ 
① 100ppm以上のデータあり：D社 D工場、F社 F1、F4工場、J社 JM、

JT工場、M社MC、MT工場、Q社 Q工場、U社 U1工場 
② 1972年以前の検出事例が 60％以上：A社 A11、A12工場、B社 B工
場、C社 C工場、E社 E工場（全検出事例は１件）、F社 F1工場、G
社 G2工場、J社 JM、JT工場、M社MC、MT、MV工場、N社 N工
場、P社 PF、PK工場、U社 U1工場、V社 V2工場 

③ 1972年以前の検出率が 70％以上：A社 A11、B社 B工場、C社 C工
場、F社 F1工場、G社 G1、G2工場、I社 I1工場、J社 JM、JT工場、
N社 N工場、P社 PA、PK工場、Q社 Q工場、V社 V1、V2工場 

④ 1972年前後に検出事例が集中：A社 A14工場 
⑤ 1973～1989年の検出事例が 60％以上：A社 A13、A14工場、F社 F3
（全検出事例は１件）、F4 工場、H 社 H 工場、I 社 I2 工場、J 社 JH
工場、Q社 Q工場、S社 S工場、U社 U2、U3工場、W社W工場、
X社 X工場 

⑥ 1973～1989年の検出率が 70％以上：A社 A14工場、B社 B工場、G
社 G1工場、I社 I2工場、Q社 Q工場 

⑦ 1990年以降の検出事例あり：A社 A13工場、F社 F4工場、G社 G1
（1994年の１件は本ワーキングによる再分析で 0.5mg/kg以下を確認）、
G2工場、I社 I2工場、J社 JH工場、JM工場（1990年の１件を除く
４件は本ワーキングによる再分析で 0.5mg/kg 以下を確認）、M 社 ML
工場、N社 N工場、O社 O2工場（1994年の１件は本ワーキングによ
る再分析で 0.5mg/kg以下を確認）、P社 PA工場、U社 U2、U3工場
（本ワーキングによる再分析で 0.5mg/kg以下を確認）、V社 V1工場 

 
＜再生絶縁油について＞ 
① 100ppm以上のデータあり：Q社 Q工場 
② 1972年以前の検出事例が 60％以上：G社 G2工場 
③ 1972年以前の検出率が 70％以上：該当なし 
④ 1973～1989年の検出事例が 60％以上：A社 A11、A14、A2工場、H
社 H工場、K社 K工場、P社 PA工場、Q社 Q工場、U社 U3工場、
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W社W工場 
⑥ 1973～1989年の検出率が 70％以上：A社 A11、A14、A2工場、K社

K工場、P社 PA工場、Q社 Q工場、W社W工場 
 

また、調査事例があり、全ての製造年代で検出事例のなかった工場は全て

再生絶縁油を使用していない工場であり、F 社 F2 工場（ND 事例：10）、M
社MH工場（ND事例：19）、R社 R工場（ND事例：１）であった。 
調査事例があり、1973年以降検出事例のなかった工場は、再生絶縁油を使

用していない工場であり、E社 E工場（ND事例：143）であった。 
新油絶縁油と再生絶縁油を使用しており、調査事例があり、全ての製造年

代で新油絶縁油に検出事例がなかった工場は、A社 A2工場（ND事例：11）、
K社 K工場（ND事例：25）であった。一方、新油絶縁油と再生絶縁油を使
用しており、調査事例があり、全ての製造年代で再生絶縁油に検出事例がな

かった工場は、U社 U1工場（ND事例：1）であった。 
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再 生 油 再 生油 再 生油 再 生油
新 油 新 油 新 油 新 油
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Ｐ Ｃ Ｂ Ｐ Ｃ Ｂ Ｐ Ｃ Ｂ Ｐ Ｃ Ｂ
再 生 油 再 生油 再 生油 再 生油
新 油 新 油 新 油 新 油

検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND
新 油 0 0 0 0 3 46 1 103 130.4 新 油 0 0 6 150 9 318 0 72 7.6 新 油 0 0 9 13 41 105 1 127 2.3 新 油 0 0 0 0 0 0 0 25 -
再生油 0 0 0 0 0 0 0 0 - 再生油 0 0 5 3 16 10 0 0 9.8 再生油 0 0 0 0 0 0 0 0 - 再生油 0 0 0 0 27 6 0 0 14.2

全検出平均濃度 130.4 全検出平均濃度 8.9 全検出平均濃度 2.3 全検出平均濃度 14.2
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Ｐ Ｃ Ｂ Ｐ Ｃ Ｂ Ｐ Ｃ Ｂ Ｐ Ｃ Ｂ
再 生 油 再 生油 再 生油 再 生油
新 油 新 油 新 油 新 油

検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND
新 油 0 0 1 67 4 526 2 75 2.0 新 油 1 6 339 53 64 164 2 48 6.7 新 油 6 1 55 46 9 199 0 0 24.4 新 油 0 0 0 0 0 1 0 0 -
再生油 0 0 0 0 0 0 0 0 - 再生油 0 0 0 0 0 0 0 0 - 再生油 0 0 0 0 0 0 0 0 - 再生油 0 0 0 0 0 0 0 0 -

全検出平均濃度 2.0 全検出平均濃度 6.7 全検出平均濃度 24.4 全検出平均濃度 -
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検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND
新 油 5 1 95 96 34 226 0 78 27.5 新 油 0 0 0 0 0 15 2 10 0.8 新 油 0 0 24 5 0 0 0 0 14.2 新 油 0 0 3 5 11 11 0 0 3.0
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全検出平均濃度 27.5 全検出平均濃度 0.8 全検出平均濃度 14.2 全検出平均濃度 3.0
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新 油 0 0 6 35 3 45 0 0 10.5 新 油 0 0 47 15 92 124 24 66 2.7 新 油 2 0 38 14 92 28 0 74 12.2 新 油 4 3 304 301 86 285 0 25 8.8
再生油 0 0 0 0 0 0 0 0 - 再生油 0 0 0 0 33 3 0 0 6.3 再生油 0 0 0 0 172 21 0 0 16.0 再生油 0 0 0 0 0 1 0 0 -

全検出平均濃度 10.5 全検出平均濃度 3.3 全検出平均濃度 14.3 全検出平均濃度 8.8
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Ｐ Ｃ Ｂ Ｐ Ｃ Ｂ
再 生 油 再 生油
新 油 新 油

検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND
新 油 0 0 1 7 17 56 1 138 1.2 新 油 0 0 7 0 0 0 0 0 4.2
再生油 0 0 0 0 0 0 0 0 - 再生油 0 0 0 0 0 0 0 0 -

全検出平均濃度 1.2 全検出平均濃度 4.2

Ｐ Ｃ Ｂ Ｐ Ｃ Ｂ
再 生 油 再 生油
新 油 新 油

検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND
新 油 15 20 43 43 103 95 1 67 14.5 新 油 0 0 1 5 10 6 0 7 8.6
再生油 0 0 0 0 13 10 0 0 7.9 再生油 0 0 0 0 1 0 0 0 1.0

全検出平均濃度 14.1 全検出平均濃度 8.0

補足説明：－

① 対象データ：ＪＥＭＡ報告全データ及びユーザー業界データの中で、電気機器メーカーの製造工場が特定されたデータ
② 製造時期は下記とした
Ａ時期：PCB使用機器並行生産前（注１）
Ｂ時期：PCB使用機器並行生産時期（（注１）～1972年）
Ｃ時期：PCB使用機器生産中止後（1973～1989年）

Ｐ Ｃ Ｂ Ｐ Ｃ Ｂ Ｄ時期：同上＋再生絶縁油使用中止後（1990年以降）
再 生 油 再 生油 （注１）：電気機器ﾒｰｶｰによってＰＣＢ使用機器の生産開始時期が異なる（1953年～1964年）
新 油 新 油 （注２）：PCB不使用の工場は、Ｂ時期欄に1972年以前の件数で記載した

③ PCB濃度は 0.5ppm以下をＮＤ扱いとし、グラフは”０”としてプロットした
検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND 検出 ND ④ PCB濃度は調査報告時の値であり、本ワーキングによる再分析の結果は反映していない

新 油 0 0 118 24 112 522 2 311 9.6 新 油 0 0 0 0 5 4 0 0 5.2 ⑤ 表中の新油とは”新油絶縁油”、再生油とは”再生絶縁油”を示す
再生油 0 0 0 0 0 0 0 0 - 再生油 0 0 0 0 0 0 0 0 - ⑥

全検出平均濃度 9.6 全検出平均濃度 5.2

図7.3-6　電気機器メーカーの製造工場別ＰＣＢ検出状況(4)

B時期 Ｃ時期 Ｄ時期Ａ時期 Ｄ時期 検出平均濃度
(ppm)

グラフの下のPCB　　　　　、再生油　　　　　、新油　　　　　の横棒は、各々の電気機器メーカー・工場におけるPCB、再生油、新
油の使用期間を示す
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６）保守履歴別の整理 
ＪＥＭＡによって保守履歴（電気絶縁油の交換の有無）が確認出来たデー

タ（ＪＥＭＡ報告全データ）を対象として、保守履歴別にＰＣＢ検出状況を

整理した結果を図 7.3-7に示す。 
電気絶縁油交換あり（記録あり、記録なし）の検出事例は 1960～1980 年
に集中しており、一方、電気絶縁油交換なし（記録あり、記録なし）の検出

事例は 1960～1990年までほぼ均一に分布していた。 
電気絶縁油交換ありの検出事例が 1980 年以降少ない理由の１つとして、

1980年以降製造機器は総じて電気絶縁油を交換している事例が少なくなって
いることによるものと推察できる。 
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８．検出事例の再分析結果 
8.1 再分析の目的と対象サンプル 

1990 年以降は再生絶縁油の製造及び使用が中止され、その当時から電気絶縁
油メーカーでの製品出荷時におけるＰＣＢの自社分析が実施される等、電気絶縁

油メーカー、電気機器メーカー及び機器ユーザーでＰＣＢ混入に対する管理が強

化されたにもかかわらず、少数ながら検出事例がある。一方、これまでの検出事

例におけるＰＣＢの分析法は主に底質調査法、ＪＥＡＣ法等のＧＣ－ＥＣＤ法が

用いられているが、油中のＰＣＢをＧＣ－ＥＣＤ法によって、現状におけるＰＣ

Ｂ含有の有無の判定基準である 0.5mg/kgを定量するのは困難であるため、分析
法や分析機関でバラツキがあると考えられる。そこで原因究明ワーキンググルー

プでは、低濃度ＰＣＢ汚染電気機器の特定（機種、製造年代等）を明確にするに

あたって、測定法ワーキンググループ指導のもと、検出事例のＰＣＢ分析値を確

実な精度で確認するために、現時点における最も精度の高い分析方法であるＨＲ

ＧＣ－ＨＲＭＳ法を用いてＪＥＭＡ報告全データの 1990年以降製造機器におけ
る検出事例の再分析を実施した。この再分析の結果、1990～1993年製造機器に
おいて 0.5mg/kg超のＰＣＢが検出された（1994年以降製造機器について検出事
例はなかった）ことにより、少なくとも 1993年までに製造された機器について
は 0.5mg/kg超の検出事例があると判断されたことから、その後、収集したユー
ザー業界データについては同様の観点から 1994年以降製造機器について再分析
を実施した。 
また、追跡調査の対象となった検出事例についてもその分析値が原因究明を行

う上で非常に重要となることから、これら検出事例の一部についてＰＣＢ分析値

を再確認するために、上記と同様、現時点における最も精度の高い分析方法であ

るＨＲＧＣ－ＨＲＭＳ法によって再分析を実施した。 
なお、これら全ての再分析については、塩素分布のパターンが今後何らかの原

因究明の一助となる可能性を期待し、同族体分析を実施した。 
再分析の対象となったサンプルは次の 3通りであり、詳細は表 8.1-1に示す。 
① 1990年以降製造機器の検出事例（ＪＥＭＡ報告全データを対象）について 
② 1994年以降の製造機器の検出事例（ＪＥＭＡ報告全データ及びユーザー業
界データを対象）（採油が不可能であった事例を除く）について 

③ 原因究明のために追跡調査対象となった検出事例の一部について 
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、
消
防
指
導
に
よ
り
抜
油
後
、
他
の
油
と
混
合
保
管
の
理
由
に
よ
り
、
再
分
析
が
不
可
能
で
あ
っ
た
。

　
　
　
注
）
上
記
の
1
9
9
6
年
J
社
製
造
の
ブ
ッ
シ
ン
グ
に
つ
い
て
は
、
現
在
使
用
中
で
あ
り
、
今
後
再
分
析
を
行
う
予
定
で
あ
る
。

　
　
　
注
）
交
換
等
の
欄
は
●
；
絶
縁
油
交
換
等
あ
り
（
記
録
あ
り
）
、
○
；
絶
縁
油
交
換
等
あ
り
（
記
録
な
し
）
、
△
；
絶
縁
油
交
換
等
な
し
（
記
録
な
し
）
、
×
；
絶
縁
油
交
換
等
な
し
（
記
録
あ
り
）
を
示
す
。
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等
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等
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査
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っ
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っ
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値
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）
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西
暦
）
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）

サ
ン
プ
ル
N
o
.

ユ
ー
ザ
ー
名

機
器
種
別

製
造
メ
ー
カ
ー

サ
ン
プ
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N
o
.

ユ
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ザ
ー
名

検
査
年

（
西
暦
）

製
造
メ
ー
カ
ー

機
器
種
別

製
造
年

（
西
暦
）

結
果

(p
pm
)
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-
1
　
検
出
事
例
の
再
分
析
サ
ン
プ
ル
対
象
一
覧
表
(1
)

容
量

絶
縁
油

メ
ー
カ
ー

総
油
量

(L
)

総
油
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(L
)

絶
縁
油

メ
ー
カ
ー

102



表
8
.1
-
1
　
検
出
事
例
の
再
分
析
サ
ン
プ
ル
対
象
一
覧
表
(2
)

３
．
原
因
究
明
の
た
め
に
追
跡
調
査
対
象
と
な
っ
た
検
出
事
例
の
一
部
に
つ
い
て

O
F
-
①

電
力
会
社

Z
A
社

O
F
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞﾙ
（
外
油
）

1
9
6
6

4
.0

2
0
0
3

-
－

6
3
0

－
×

－

O
F
-
②

電
力
会
社

Z
社

O
F
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞﾙ

（
終
端
部
、
接
続
部
）

1
9
7
4

0
.8
0
.6

2
0
0
3

-
－

6
,4
6
4

－
○
(補
充
）

－

J
E
M
A
追
跡
-
①

電
力
会
社

M
社

M
L
V
製
作
所

計
器
用
変
成
器

1
9
7
4

9
.9

2
0
0
4

7
7

5
0
V
A

3
0

g
△

ﾕ
ｰ
ｻ
ﾞｰ
（
業
界
)

J
E
M
A
追
跡
-
②

電
力
会
社

M
社

M
L
V
製
作
所

計
器
用
変
成
器

1
9
8
6

0
.6

ﾄﾗ
ﾝ
ｽ
部

2
0
0
2

1
1
0

0
.0
0
2
μ
F

5
0
V
A

1
9
0

g
△

ﾕ
ｰ
ｻ
ﾞｰ

J
E
M
A
追
跡
-
③

U
社
U
2
工
場

U
社
U
2
工
場

変
圧
器

1
9
7
4
.3

0
.5

2
0
0
4
.9

1
3
.2
/
2
4

～
1
6
6

7
0
M
V
A

T
R
（
N
o
7
)
2
7
,3
0
0

k
●

（
自
主
）

J
E
M
A
追
跡
-
④

U
社
U
2
工
場

U
社
U
2
工
場

変
圧
器

1
9
7
3
.1
2

0
.9
0
.6

2
0
0
4
.9

1
3
.2
/
2
4

～
1
6
6

2
0
M
V
A

T
R
(N
o
8
）

1
8
,0
0
0

k
●

ユ
ー
ザ
ー

J
E
M
A
追
跡
-
⑤

U
社
U
2
工
場

U
社
U
2
工
場

変
圧
器

1
9
7
5
.1

0
.3

2
0
0
4
.9

1
3
.2
/
2
4

～
1
6
6

7
0
M
V
A

T
R
(N
o
9
)

2
9
,0
0
0

k
×

（
自
主
）

J
E
M
A
追
跡
-
⑥

U
社
U
1
工
場

U
社
U
2
工
場

変
圧
器

1
9
7
7

6
.5

2
0
0
0

7
5

6
0
M
V
A

1
0
,7
0
0

k
●

ユ
ー
ザ
ー

　
　
　
注
）
交
換
等
の
欄
は
●
；
絶
縁
油
交
換
等
あ
り
（
記
録
あ
り
）
、
○
；
絶
縁
油
交
換
等
あ
り
（
記
録
な
し
）
、
△
；
絶
縁
油
交
換
等
な
し
（
記
録
な
し
）
、
×
；
絶
縁
油
交
換
等
な
し
（
記
録
あ
り
）
を
示
す
。

調
査
の
き
っ

か
け

交
換
等

容
量

総
油
量

(L
)

電
圧
（
ｋ
Ｖ
）

検
査
年

（
西
暦
）

絶
縁
油

メ
ー
カ
ー

結
果

(p
pm
)

Ｎ
ｏ

ユ
ー
ザ
ー
名

製
造
メ
ー
カ
ー

製
造
年

（
西
暦
）

機
器
種
別
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8.2 再分析の分析方法と分析値の評価 

原因究明ワーキンググループでの再分析については、低濃度ＰＣＢ汚染物対策

検討委員会の下部組織である測定法ワーキンググループ指導のもと対象となる

サンプルの採油、輸送及び分析においてコンタミ等のないよう細心の注意を払っ

て実施した。また、分析結果についても分析値の正確さを評価するために、ＨＲ

ＧＣ－ＨＲＭＳ法（厚生省告示第 192号別表第２、定量下限値 0.01mg/kg）とＧ
Ｃ－ＥＣＤ法（厚生省告示 192号別表第３の第１準拠、定量下限値 0.1mg/kg）
を用いて分析を実施し、測定法ワーキンググループによって分析に関するクロマ

トグラフ等の生データの確認を行い、分析値の評価を行った。 
なお、ＨＲＧＣ－ＨＲＭＳにおける分析については同族体分析も実施した。 

 
8.3 再分析の結果 

１）1990年以降製造機器の検出事例（ＪＥＭＡ報告全データを対象） 
ＪＥＭＡ報告全データにおける 1990 年以降製造機器の検出事例における再
分析結果について、表 8.3-1 に示す。ユーザー分析値とはＪＥＭＡ報告全デー
タの中で、ユーザーからの連絡の検出事例を示す。また、ワーキングＧＣ－Ｅ

ＣＤ値は今回ワーキンググループで実施したＧＣ－ＥＣＤ分析の結果を、ワー

キングＧＣ－ＭＳ値はＨＲＧＣ－ＨＲＭＳによる分析結果を表している。 
サンプル電事連-①～⑭については、ワーキンググループで実施したＧＣ－Ｅ
ＣＤ値及びＧＣ－ＭＳ値の両者で 0.5mg/kg超のＰＣＢが検出され、両者の値は
ほぼ一致していた。一方、サンプル自工会-①～⑥について、ワーキンググルー
プで実施したＧＣ－ＥＣＤ値及びＧＣ－ＭＳ値は何れも定量下限値未満（ただ

し、サンプル自工会-⑥のＧＣ－ＭＳ値のみ 0.014mg/kg）で一致していたのに
対し、ユーザー分析値は 0.6～1.8mg/kg であった。これらの結果について測定
法ワーキンググループで評価したところ、分析に関するクロマトグラフ等の生

データのチェックにおいても問題がなかったことから、ワーキンググループの

分析結果は正確な分析値であるとの結論に至った。また、ワーキンググループ

の分析値とユーザー分析値との差異について、サンプル電事連-①～⑭について
は、両者が同時サンプルで分析された結果でないことや前処理方法等が異なる

ことを考慮すると許容できる濃度値の範囲内であり、自工会-①～⑥については、
許容できる濃度値の範囲内であるとは考えにくく、ユーザー分析値は、そのサ

ンプルの採油、輸送及び分析などのいずれかの過程において問題があった可能

性が高いと判断された。 
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0
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以
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造
機
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の
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検
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事
例
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A
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デ
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を
対
象
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に
対
す
る
再
分
析
結
果
一
覧

サ
ン
プ
ル
名

電
事
連

-
①
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事
連
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③
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⑪
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種
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造
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圧
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9
9
1
年
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圧
器
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9
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1
年
変
圧
器

1
9
9
1
年
変
圧
器

1
9
9
1
年
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器

1
9
9
1
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圧
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9
1
年
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成
器
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9
9
0
年
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成
器

1
9
9
0
年
変
成
器

1
9
9
0
年
変
成
器

1
9
9
0
年
変
圧
器

1
9
9
1
年
変
圧
器

1
9
9
3
年
変
圧
器

1
9
9
2
年
変
圧
器

1
9
9
2
年
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ザ
ー
分
析
値
（
m
g/
kg
）

1
.0

1
.1

1
.1

1
.0

1
.0

1
.1

1
.0

1
.0

1
.1

1
.1

1
0
.0

1
.6

0
.8

1
.7

ﾜ
ｰ
ｷ
ﾝ
ｸ
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C
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E
C
D
値
（
m
g/
kg
）

1
.9

1
.6

2
.2

1
.6

1
.9

2
1
.3

1
1
.3

1
.2

6
.8

0
.9

0
.9

0
.8

ﾜ
ｰ
ｷ
ﾝ
ｸ
ﾞG
C
-
M
S
値
（
m
g/
kg
）

1
.8

1
.7

1
.9

1
.7

1
.7

1
.7

1
.2

1
.2

1
.3

1
.3

6
.6

0
.9
4

0
.8
8

0
.8
8
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ン
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名

自
工
会

－
①

自
工
会

－
②

自
工
会

－
③

自
工
会

－
④

自
工
会

－
⑤
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会

－
⑥
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1
9
9
8
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9
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9
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圧
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9
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年
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9
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圧
器

1
9
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年

ユ
ー
ザ
ー
分
析
値
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m
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kg
）

0
.6

0
.7

0
.6

1
.8

0
.6

0
.6

ﾜ
ｰ
ｷ
ﾝ
ｸ
ﾞG
C
-
E
C
D
値
（
m
g/
kg
）

<
0
.1

<
0
.1

<
0
.1

<
0
.1

<
0
.1

<
0
.1

ﾜ
ｰ
ｷ
ﾝ
ｸ
ﾞG
C
-
M
S
値
（
m
g/
kg
）

<
0
.0
1
<
0
.0
1
<
0
.0
1
<
0
.0
1
<
0
.0
1
0
.0
1
4

 注
 １
．
ユ
ー
ザ
ー
分
析
値
は
全
て
G
C
-
E
C
D
法
に
よ
る
分
析
値
で
あ
り
、
回
収
率
補
正
は
行
っ
て
い
な
い
。

　
　
 ２
．
原
因
究
明
ワ
ー
キ
ン
グ
の
分
析
に
お
け
る
G
C
-
E
C
D
法
に
よ
る
測
定
値
は
回
収
率
補
正
は
行
っ
て
い
な
い
。
但
し
、
平
均
回
収
率
は
8
7
％
で
あ
っ
た
。

  
  
  
３
．
G
C
-
M
S
法
は
、
C
1
3
ラ
ベ
ル
体
を
用
い
た
同
位
体
希
釈
分
析
法
を
用
い
、
内
部
標
準
に
よ
る
回
収
率
補
正
を
行
っ
て
い
る
。
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２）1994年以降製造機器の検出事例（ＪＥＭＡ報告全データ＋ユーザー業界データ
を対象）（採油が不可能であった事例を除く） 
ＪＥＭＡ報告全データ＋ユーザー業界データにおける 1994 年以降製造機器
の検出事例における再分析結果について、表 8.3-2 に示す。ユーザー分析値と
はユーザー業界データの中で、ユーザーが自主的に測定し、原因究明ワーキン

ググループに報告した値を示す。また、ワーキングＧＣ－ＥＣＤ値は今回実施

したＧＣ－ＥＣＤ分析の結果を、ワーキングＧＣ－ＭＳ値はＨＲＧＣ－ＨＲＭ

Ｓによる分析結果を表している。 
サンプル電事連 94’-②､④､⑤､⑥については、ワーキンググループで実施した
ＧＣ－ＥＣＤ値及びＧＣ－ＭＳ値の両者で 0.5mg/kg 超のＰＣＢが検出され、
両者の値はほぼ一致していた。また、サンプル電事連 94’-③については、ワー
キングＧＣ－ＥＣＤ値（0.4mg/kg）及びワーキングＧＣ－ＭＳ値（0.44mg/kg）
の両者で 0.5mg/kg 未満であり、両者の値はほぼ一致していた。これらの結果
について測定法ワーキンググループで評価したところ、分析に関するクロマト

グラフ等の生データのチェックにおいても問題がなかったことから、ワーキン

ググループの分析結果は正確な分析値であったとの結論に至った。また、ワー

キンググループの分析値とユーザー分析値を比較すると、電事連 94’-②､④､⑤､
⑥については良く一致しており、電事連 94’-③についての差異は、両者が同時
サンプルで分析された結果でないことや前処理方法等が異なることを考慮する

と許容できる濃度値の範囲内であると判断された。 
一方、サンプル電事連 94’-①については、ワーキンググループで実施したＧ

Ｃ－ＥＣＤ値及びＧＣ－ＭＳ値は何れも定量下限値未満で一致していたのに対

し、ユーザー分析値は 0.8mg/kgであった。この結果について測定法ワーキング
グループで評価したところ、分析に関するクロマトグラフ等の生データのチェ

ックにおいても問題がなかったことから、ワーキンググループの分析結果は正

確な分析値であり、ＰＣＢは不含であると判断され、ユーザー分析値は、その

サンプルの採油、輸送及び分析などのいずれかの過程において問題があった可

能性が高いとの結論に至った。 
 以上の結果から、1994年以降の製造機器についても、検出事例数は非常に少
ないものの、0.5mg/kg超の検出事例が存在していた。 

 
 



表
8
.3
-
2
　
1
9
9
4
年
以
降
製
造
機
器
の
P
C
B
検
出
事
例
（
J
E
M
A
報
告
全
デ
ー
タ
及
び
ユ
ー
ザ
ー
業
界
デ
ー
タ
を
対
象
）
に
対
す
る
再
分
析
結
果
一
覧

サ
ン
プ
ル
名

電
事
連
9
4
'-
①

電
事
連
9
4
'-
②

電
事
連
9
4
'-
③

電
事
連
9
4
'-
④

電
事
連
9
4
'-
⑤

電
事
連
9
4
'-
⑥

機
器
種
別

製
造
年

変
圧
器

1
9
9
4
年

変
圧
器

1
9
9
6
年

変
圧
器

1
9
9
6
年

変
圧
器

1
9
9
5
年

遮
断
器

2
0
0
2
年

遮
断
器

1
9
9
4
年

ユ
ー
ザ
ー
分
析
値
（
m
g/
kg
）

0
.8

0
.6

0
.6

0
.6

0
.6

1
.4

ﾜ
ｰ
ｷ
ﾝ
ｸ
ﾞG
C
-
E
C
D
値
（
m
g/
kg
）

<
0
.1

0
.6

0
.4

0
.6

0
.6

1
.4

ﾜ
ｰ
ｷ
ﾝ
ｸ
ﾞG
C
-
M
S
値
（
m
g/
kg
）

<
0
.0
1

0
.5
6

0
.4
4

0
.6
3

0
.6
4

1
.5

 注
 １
．
ユ
ー
ザ
ー
分
析
値
は
全
て
G
C
-
E
C
D
法
に
よ
る
分
析
値
で
あ
り
、
回
収
率
補
正
は
行
っ
て
い
な
い
。

　
　
 ２
．
原
因
究
明
ワ
ー
キ
ン
グ
の
分
析
に
お
け
る
G
C
-
E
C
D
法
に
よ
る
測
定
値
は
回
収
率
補
正
は
行
っ
て
い
な
い
。
但
し
、
平
均
回
収
率
は
8
7
％
で
あ
っ
た
。

  
  
  
３
．
G
C
-
M
S
法
は
、
C
1
3
ラ
ベ
ル
体
を
用
い
た
同
位
体
希
釈
分
析
法
を
用
い
、
内
部
標
準
に
よ
る
回
収
率
補
正
を
行
っ
て
い
る
。
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３）原因究明のために追跡調査対象となった検出事例について 
電気機器メーカー及びＯＦケーブルメーカーの追跡調査における検出事例に

ついての再分析結果一覧を表 8.3-3 に示す。ユーザー分析値とはユーザーが自
主的に測定し、原因究明ワーキンググループに報告した値を示す。また、ワー

キングＧＣ－ＥＣＤ値は今回実施したＧＣ－ＥＣＤ分析の結果を、ワーキング

ＧＣ－ＭＳ値はＨＲＧＣ－ＨＲＭＳによる分析結果を表している。 
サンプルＯＦ-①については、ワーキンググループで実施したＧＣ－ＥＣＤ値

及びＧＣ－ＭＳ値の両者で 0.5mg/kg 超のＰＣＢが検出され、両者の値はほぼ
一致していた。一方、サンプルＯＦ-②（ワーキンググループでの測定時にはユ
ーザー分析値が 0.8mg/kgと 0.6mg/kgである 2つがドラム缶に混合保管されて
いたサンプルを採取）については、ワーキンググループで実施したＧＣ－ＥＣ

Ｄ値及びワーキングＧＣ－ＭＳ値の何れも 0.1mg/kg 未満で一致していた。ま
た、サンプルＪＥＭＡ追跡-①及び②については、ワーキンググループで実施し
たＧＣ－ＥＣＤ値及びＧＣ－ＭＳ値は何れも定量下限値未満で一致していたの

に対し、ユーザー分析値はそれぞれ 9.9mg/kg、0.6mg/kg であった。一方、サ
ンプルＪＥＭＡ追跡-③～⑥については、ワーキンググループで実施したＧＣ－
ＥＣＤ値及びＧＣ－ＭＳ値の両者で 0.5mg/kg 超のＰＣＢが検出され、両者の
値はほぼ一致していた。これらの結果について測定法ワーキンググループで評

価した結果、分析に関するクロマトグラフ等の生データのチェックにおいても

問題がなかったことから、ワーキンググループの分析結果は全て正確な分析値

であるとの結論に至った。また、ワーキンググループの分析値とユーザー分析

値との差異について、ＯＦ-①については、両者が同時サンプルで分析された結
果でないことや前処理方法等が異なることを考慮すると許容できる濃度値の範

囲内であり、ＯＦ-②及びＪＥＭＡ追跡-①～⑥については、許容できる濃度値の
範囲内であるとは考えにくく、何れもユーザー分析値は、そのサンプルの採油、

輸送及び分析などのいずれかの過程において問題があった可能性が高いと判断

された。 
以上のことから、ＯＦケーブルの追跡調査検出事例については、ＯＦ-①のみ
が 0.5mg/kg超のＰＣＢが検出された。また、M社・MLV製作所の追跡調査検
出事例については、ＪＥＭＡ追跡-①及び②の両者ともにＰＣＢは検出されなか
った。一方、U 社・U2 工場の追跡調査検出事例については、ＪＥＭＡ追跡③
～⑥の何れも 0.5mg/kg超のＰＣＢが検出された。 
従って、追跡調査検出事例のうち、現地ヒアリングを実施した U 社・U2 工

場の該当する検出事例については、何れも 0.5mg/kg 超のＰＣＢが含まれてい
ることを原因究明ワーキンググループで確認した。 
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ザ
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。
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９．同族体分析データ解析 
低濃度ＰＣＢ汚染電気機器とＰＣＢ製品の同族体分布を比較することにより、

低濃度ＰＣＢ汚染電気機器のＰＣＢ混入原因を明らかにすることを目的として、

同族体分布の解析を行った。同族体分析データの解析については、電気事業連合

会から提供して頂いたユーザー業界データのうち、同族体分析を行った 360件の
データ及び本委員会で再分析を実施したデータを用いた。 

9.1 ＰＣＢ製品及び各種電気機器における電気絶縁油中のＰＣＢ同族体分布 

図 9.1-1に「平成 14年度 保管ＰＣＢ廃棄物の化学的性状等に関する調査業
務報告書、平成 15年３月 環境事業団」より引用したＰＣＢ製品及び各種電気
機器における電気絶縁油中のＰＣＢ同族体分布結果を示す。 
この表より、製品 KC-300は塩素数３が全体の 50％以上を占め、KC-400は

塩素数４が全体の 50％以上を占め、KC-500は塩素数５が全体の 50％程度、塩
素数６が全体の 30％程度を占め、KC-600 は塩素数６と７が全体のそれぞれ
40％ずつを占め、KC-1000 は、KC-500 と同様、塩素数５が全体の 50％程度、
塩素数６が全体の 30％程度を占めていることがわかる。 
また、ＰＣＢ高圧変圧器には、一般的に KC-1000が用いられており、ＰＣＢ

の同族体分布の特徴は塩素数 5 が全体の 50％程度、塩素数 6 が全体の 30％を
占めており、ＰＣＢ高圧コンデンサには、一般的に KC-300と 400の２種類が
用いられており、ＰＣＢ蛍光灯安定器には、一般的に KC-300 と KC-500 が用
いられていることがわかる。 
なお、「4.6 ＰＣＢメーカーアンケート」の結果、ＰＣＢの用途として、熱媒
体には塩素数３または４のＰＣＢが、潤滑油には塩素数２、３、４、５、６のＰ

ＣＢが商品として推奨されていた。なお、「4.5 ＰＣＢ含有製品メーカー及び潤
滑油等の再生事業メーカーアンケート」により、潤滑油添加剤としては KC-500
（塩素数５）のみの販売であったことが確認されている。 

 



○PCB製品の同族体分布※ ○PCB高圧変圧器の同族体分布例※ ○PCB高圧コンデンサーの同族体分布例※ ○PCB蛍光灯安定器の同族体分布例※ ○PCBナトリウム灯安定器の同族体分布例※

※；平成14年度　保管PCB廃棄物の化学的性状等に関する調査業務報告書、平成15年3月、環境事業団より、引用

図9.1-1　PCB製品及び各種電気機器における電気絶縁油中のＰＣＢ同族体分布
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製品KC-300は塩素数3が全体の50％以上を占
め、KC-400は塩素数4が全体の50％以上を占
め、KC-500は塩素数5が全体の50％程度、塩素
数6が全体の30％程度を占め、KC-600は塩素数
6と7が全体のそれぞれ40％ずつを占め、KC-
1000は、KC-500と同様、塩素数5が全体の50％
程度、塩素数6が全体の30％程度を占めてい
た。

PCB高圧変圧器には、PCBは一般的にKC-1000
が用いられており、従って、PCB高圧変圧器の
同族体分布の特徴は塩素数5が全体の50％程
度、塩素数6が全体の30％程度を占めていた。

PCB高圧コンデンサーには、PCBは一般的に
KC-300と400の2種類が用いられている。、従っ
て、KC-300を用いたコンデンサーの同族体分布
は、製品KC-300と同様の傾向を示しており、
KC-400を用いたコンデンサーは、製品KC-400と
同様の傾向を示していた。

PCB蛍光灯安定器には、PCBは一般的にKC-
300と500の2種類が用いられている。、従って、
KC-300を用いた蛍光灯安定器の同族体分布
は、製品KC-300と同様の傾向を示しており、
KC-400を用いた蛍光灯安定器は、製品KC-500
と同様の傾向を示していた。
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PCBナトリウム安定器には、PCBは一般的に
KC-500が用いられている。、従って、蛍光灯安
定器の同族体分布は、製品KC-500と同様の傾
向を示していた。
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9.2 機種別の低濃度ＰＣＢ汚染電気機器における電気絶縁油中のＰＣＢ同族体分布 

360件の低濃度ＰＣＢ汚染電気機器における電気絶縁油中のＰＣＢ同族体分析
結果を機種別に整理した結果を図 9.2-1に示す。S 

何れの機種にも本来使用されていたＰＣＢ油種のみの同族体分布ではなく（例

えば変圧器では KC-500 のみの分布とはならずコンデンサ等で使用された
KC-300 の分布と重なっている）、変圧器、コンデンサ、熱媒体等多様な用途に
使用されたＰＣＢが混合あるいは混在した分布を示していた。 

 
 
 
 
 
 



図9.2-1　機種別の低濃度PCB汚染電気機器における電気絶縁油中のPCB同族体分布
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9.3 製造年代時期別の低濃度ＰＣＢ汚染電気機器における電気絶縁油中のＰＣＢ同

族体分布 

360件の低濃度ＰＣＢ汚染電気機器における電気絶縁油中のＰＣＢ同族体分析
結果を製造年代時期別に整理した結果を図 9.3-1に示す。 
ＰＣＢ、新油絶縁油及び再生絶縁油使用時期である 1954～1972年と新油絶縁
油及び再生絶縁油使用時期である 1973～1989年に製造された低濃度ＰＣＢ汚染
電気機器における電気絶縁油中のＰＣＢ同族体分布を比較したところ、何れの時

期にも 3塩素化、5塩素化及び６塩素化にピークがあった。 
また、1954年～1972年には 4塩素化及び７塩素化のピークがあったが、1973

年～1989年にはなかった。 
 



1954～1972年（PCB、新油絶縁油及び再生絶縁油使用時期）

1973～1989年（新油絶縁油及び再生絶縁油使用時期）

図9.3-1　製造年代時期別の低濃度ＰＣＢ汚染電気機器における電気絶縁油中のＰＣＢ同族体分布
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9.4 濃度別の低濃度ＰＣＢ汚染電気機器における電気絶縁油中のＰＣＢ同族体分布 

低濃度ＰＣＢ汚染電気機器における電気絶縁油中のＰＣＢ濃度の違いによっ

て、混入原因が異なる可能性があることから、濃度別で同族体分布に違いがある

かどうか整理した。360件の低濃度ＰＣＢ汚染電気機器における電気絶縁油中の
ＰＣＢ同族体分析結果を濃度別に整理した結果を図 9.4-1に示す。 
何れの濃度群においても変圧器、コンデンサ、熱媒体等多様な用途に使用され

たＰＣＢが混合あるいは混在された同族体分布となっており、濃度の違いによっ

て特徴的な差異は認められなかった。 
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9.5 電気絶縁油メーカー別の低濃度ＰＣＢ汚染電気機器における電気絶縁油中のＰ

ＣＢ同族体分布 

360件の同族体分析結果のうち、ＪＥＭＡによって該当機器に充填された電気
絶縁油メーカーが１社に特定できているデータを対象にして、図 9.5-1に電気絶
縁油メーカー別の低濃度ＰＣＢ汚染電気機器における電気絶縁油中のＰＣＢ同

族体分布を示す。ただし、メンテナンスによる電気絶縁油の交換の有無につい

ては考慮していない。 
h 社の電気絶縁油を充填したとされる電気機器中の同族体分布は、全て塩素

数３にピークがあり、割合に差があるものの KC-300 に KC-400 がわずかに混
合していると推定される分布を示していた。 g社の電気絶縁油を充填したとさ
れる電気機器の絶縁油中の同族体分布は、塩素数３にピークがある分布、塩素

数５にピークがある分布、塩素数６にピークがある分布が存在し、1971年以前
の製造機器は全て塩素数３にピークがあり、KC-300 のＰＣＢに類似していた。
また、機種別ではコンデンサに KC-500の PCBに類似した分布が、計器用変成
器に KC-300 に類似した分布が存在し、本来使用されたとされるＰＣＢ油種以
外のＰＣＢと類似した分布が存在していた。 c 社の電気絶縁油を充填したとさ
れる電気機器の絶縁油中の同族体分布は、塩素数３あるいは塩素数５にピーク

があり、ほとんどが KC-300に KC-500が、あるいは KC-500に KC-300がわ
ずかに混合していると推定される分布を示していた。また、塩素数３にピーク

を示していた分布は全て 1973 年及び 1974 年製造機器の電気絶縁油であった。
機種別では電圧調整器のみ KC-500 に KC-600 が混合していると推定される分
布を示していた。 m社の電気絶縁油を充填したとされる電気機器の絶縁油中の
同族体分布は、全て塩素数３及び５の２つのピークがあり、KC-300と KC-500
をほぼ均等に混合したと推定される分布を示していた。 p社の電気絶縁油を充
填したとされる電気機器の絶縁油中の同族体分布は、概ね塩素数５にピークが

あり、KC-500に KC-400及び KC-600が混合していると推定される分布を示し
ていた。また、これら全てが 1980年製造の遮断器のデータであることから同一
ロットであった可能性がある。 

 
 



h社：計器用変成器及び電力用ｺﾝﾃﾞﾝｻ g社：電力用ｺﾝﾃﾞﾝｻ、計器用変成器、リアクトル

c社：計器用変成器及び電圧調整器 m社：計器用変成器

p社：遮断器

図9.5-1　電気絶縁油メーカー別の低濃度PCB汚染電気機器における電気絶縁油中のPCB同族体分布

　　凡例；電圧調整器：○
　　　　　　コンデンサ：×
　　　　　　計器用変成器：▲
　　　　　　遮断器：＊
　　　　　　リアクトル：△
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9.6 電気機器メーカー別及び工場別の低濃度ＰＣＢ汚染電気機器における電気絶縁

油中のＰＣＢ同族体分布 

360 件の低濃度ＰＣＢ汚染電気機器における電気絶縁油中のＰＣＢ同族体分
析結果を電気機器メーカー別に整理した結果を図 9.6-1に示す。何れの電気機器
メーカーにおいても、特徴的な同族体分布の傾向は認められなかった。 
次に 360 件の同族体分析結果のうち、該当機器を製造した電気機器メーカー

の工場が特定できているデータを対象にして、図 9.6-2に電気機器メーカー工場
別の低濃度ＰＣＢ汚染電気機器における電気絶縁油中のＰＣＢ同族体分布を示

す。 
データ数は少ないものの、ほとんどの工場において工場毎にかなり類似した

同族体分布を示していた。 
A社A11工場及びA13工場で製造された電気機器中の同族体分布は類似して

おり、何れも塩素数５あるいは６にピークがあり、割合に差があるものの

KC-500に KC-300、KC-400、KC-600が混合したと推定される分布を示してい
た。G 社 G1 工場で製造された電気機器中の同族体分布は、塩素数５にピーク
がある分布、あるいは塩素数３及び５の２つにピークがある分布が存在してお

り、そのほとんどが割合に差があるものの KC-500 に KC-300 が混合したと推
定される分布を示していた。また、機種別では 1966年製造を除く全ての計器用
変成器は塩素数３及び５の２つにピークがあり、変圧器は全て塩素数５にピー

クがあった。一方、G社 G2工場では、G1工場と比較して傾向は類似していた
が、一部 G1 工場と比較して KC-500 に KC-400 及び KC-600 が混合している
と推定される分布が存在していた。また、機種別では遮断器が全て塩素数５に

ピークがあった。I 社 I1 工場で製造された電気機器中の同族体分布は、塩素数
３にピークがある分布、あるいは塩素数３及び５の２つにピークがある分布が

存在しており、前者はKC-300にわずかにKC-400が混合していると推定され、
後者は KC-500 に KC-300 が比較的多く混合していると推定される分布を示し
ていた。一方、I2 工場では、全て塩素数３及び５の２つにピークがある分布が
存在しており、KC-500に KC-300が比較的多く混合していると推定される分布
を示していた。P社 PA工場で製造された電気機器中の同族体分布は、塩素数５
にピークがある分布、あるいは塩素数３及び５の２つにピークがある分布が存

在しており、前者は KC-500 に KC-300 及び KC-400 が混合していると推定さ
れ、後者はKC-500にKC-300が混合していると推定される分布を示していた。
また、塩素数３及び５の２つにピークがある分布は全て 1988年製造の計器用変
成器のデータであることから同一ロットであった可能性がある。J社 JM工場で
製造された電気機器中の同族体分布は、全て塩素数３にピークがあり、割合に

差があるものの KC-300 に KC-400 がわずかに混合していると推定される分布
を示していた。M社MT工場及びML工場で製造された電気機器中の同族体分
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布は、塩素数５あるいは塩素数６にピークがあり、KC-500に KC-600が混合し
ていると推定される分布を示していた。MV 工場では塩素数５あるいは塩素数
６にピークがあり、KC-500に KC-400及び KC-600が混合していると推定され
る分布を示していた。MC 工場では塩素数３にピークがある分布、塩素数５に
ピークがある分布が存在し、1971年以前の製造機器は全て塩素数３にピークが
あり、KC-300のＰＣＢに類似していた。また、コンデンサに本来使用されたと
されるＰＣＢ油種以外のＰＣＢ（KC-500）と類似した分布が存在していた。V
社 V1工場で製造された電気機器中の同族体分布は、概ね塩素数５にピークがあ
り、KC-500に KC-400及び KC-600が混合していると推定される分布を示して
いた。また、これら全てが 1980年製造の遮断器のデータであることから同一ロ
ットであった可能性がある。N社 N工場で製造された電気機器中の同族体分布
は、塩素数３にピークがある分布、塩素数５にピークがある分布、塩素数６に

ピークがある分布が存在しており、KC-300あるいは KC-500の PCBに類似し
ている分布やこの両者が混合していると推定される分布あるいはこの両者に

KC-400及び KC-600が混合していると推定される分布等、多様な分布を示して
いた。また、機種別では計器用変成器に KC-300 に類似した分布が存在し、本
来使用されたとされるＰＣＢ油種以外のＰＣＢと類似した分布が存在していた。

O 社で製造された電気機器中の同族体分布は、全て塩素数３にピークがあり、
KC-300に KC-400及び KC-500を混合したと推定される分布を示していた。ま
た、これら全てが 1962年製造の変圧器のデータであることから同一ロットであ
った可能性がある。U 社 U1 工場で製造された電気機器中の同族体分布は、塩
素数３、４、５、６、７それぞれにピークがある分布が存在しており、非常に

多様な分布を示していた。 



A社（データー数；65） I社（データー数；12） O社（データー数；3）

ZC社（データー数；10） J社（データー数；22） P社（データー数；24）

F社（データー数；16） M社（データー数；20） U社（データー数；41）

G社（データー数；48） N社（データー数；49） V社（データー数；33）

図9.6-1　電気機器メーカー別の低濃度ＰＣＢ汚染電気機器における電気絶縁油中のＰＣＢ同族体分布
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A社A11工場（データー数；6）全て電圧調整器 I社I1工場（データー数；8）全て計器用変成器 M社MT工場（データー数；2）全てリアクトル V社V1工場（データー数；10）全て遮断器

A社A13工場（データー数；7）全て変圧器 I社I2工場（データー数；4）全て計器用変成器 M社MV工場（データー数；3）全て遮断器 N社N工場（データー数；49）変圧器、計器用変成器、電圧調整器

G社G1工場（データー数；8）計器用変成器及び変圧器 P社PA工場（データー数；4）計器用変成器及び変圧器 M社MC工場（データー数；7）全て電力用ｺﾝﾃﾞﾝｻｰ O社（データー数；3）全て変圧器

G社G2工場（データー数；7）計器用変成器及び遮断器 J社JM工場（データー数；2）計器用変成器及び電力ｺﾝﾃﾞﾝｻｰ M社ML工場（データー数；1）計器用変成器 U社U1工場（データー数；9）計器用変成器及び遮断器

凡例； 変圧器●、電圧調整器：○、コンデンサ：×、計器用変成器：▲、遮断器：＊、リアクトル：△

図9.6-2　電気機器メーカー工場別の低濃度ＰＣＢ汚染電気機器における電気絶縁油中のＰＣＢ同族体分布
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9.7 機器ユーザー別の低濃度ＰＣＢ汚染電気機器における電気絶縁油中のＰＣＢ同族

体分布 

図 9.7-1 に機器ユーザー別の低濃度ＰＣＢ汚染電気機器における電気絶縁油中
のＰＣＢ同族体分布を示す。う社から提供された分析事例では主に塩素数３、４、

５のそれぞれピークがある同族体分布か、あるいはこれらの組み合わせからなる

同族体分布で構成されていたが、え社から提供された分析事例では、塩素数３、

４、５に加えて、塩素数６及び７の割合が多い同族体分布が存在していた。これ

らの結果はえ社から提供された分析事例の電気機器に充填された電気絶縁油に塩

素数７にピークがある KC-600 等が混入したことを示唆しているが、通常、変圧
器等の電気機器に使用されていない KC-600 等がどの過程で混入したのかは不明
である。 

 
 
 



う社

え社

図9.7-1　機器ユーザー別の低濃度ＰＣＢ汚染電気機器における電気絶縁油中のＰＣＢ同族体分布
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9.8 原因究明ワーキンググループで実施した再分析結果におけるＰＣＢ同族体分布 

図 9.8-1 に原因究明ワーキンググループで実施した低濃度ＰＣＢ汚染電気機器
における電気絶縁油中のＰＣＢ再分析結果の同族体分布を示す。1990年以降に製
造されたＰＣＢ汚染電気機器における電気絶縁油中のＰＣＢ同族体分布は、全て

塩素数５にピークがあり、KC-500（KC-1000）の製品の同族体分布に類似してい
た。 
また、電気機器メーカーの追跡調査における 1966年～1977年製のＰＣＢ検出

事例再分析結果について、変圧器のＰＣＢ同族体分布は全て塩素数５にピークが

あり、KC-500（KC-1000）の製品の同族体分布に類似していた。一方、ＯＦケー
ブルのＰＣＢ同族体分布は塩素数４にピークがあり、KC-400の製品の同族体分布
に類似していた。 

 
 
 



図
9
.8
-
1
　
原
因
究
明
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
で
実
施
し
た
再
分
析
結
果
に
お
け
る
Ｐ
Ｃ
Ｂ
同
族
体
分
布

J
E
M
A
報
告
全
デ
ー
タ
＋
業
界
デ
ー
タ
に
お
け
る
1
9
9
4
年
以
降
製
造
機
器
の

P
C
B
検
出
事
例
に
対
す
る
再
分
析

05

1
0

1
5

2
0

2
5

3
0

3
5

4
0

4
5

CL1

CL2

CL3

CL4

CL5

CL6

CL7

CL8

CL9

CL10

塩
素
数

割合（％）

1
9
9
6
年
製

変
圧
器

0
.5
6
pp
m

G
社
G
1
工
場

fh 交
換
等
有
､記
録
有

1
9
9
6
年
製

G
1
工
場

交
換
等
有
､記
録
有

変
圧
器

0
.4
4
pp
m

G
社
fh

1
9
9
5
年
製

変
圧
器

0
.6
3
pp
m

G
社
G
1
工
場

fh 交
換
等
有
､記
録
有

2
0
0
2
年
製

G
2
工
場

交
換
等
有
､記
録
有

遮
断
器

0
.6
4
pp
m

G
社
fh

1
9
9
4
年
製

遮
断
器

1
.5
pp
m

Z
C
社

－ 交
換
等
有
､記
録
有

J
E
M
A
報
告
全
デ
ー
タ
に
お
け
る
1
9
9
0
年
以
降
製
造
機
器
の

P
C
B
検
出
事
例
に
対
す
る
再
分
析

05

1
0

1
5

2
0

2
5

3
0

3
5

4
0

4
5

5
0

C
L
1
C
L
2
C
L
3
C
L
4
C
L
5
C
L
6
C
L
7
C
L
8
C
L
9
C
L
1
0

塩
素
数

割合（％）

1
9
9
1
年
製

変
圧
器

1
.8
pp
m

P
社
P
A
工
場

c
df
h
i

交
換
等
無
､記
録
有

1
9
9
1
年
製

変
圧
器

1
.7
pp
m

P
社
P
A
工
場

c
df
h
i

交
換
等
無
､記
録
有

1
9
9
1
年
製

変
圧
器

1
.9
pp
m

P
社
P
A
工
場

c
df
h
i

交
換
等
無
､記
録
有

1
9
9
1
年
製

変
圧
器

1
.7
pp
m

P
社
P
A
工
場

c
df
h
i

交
換
等
無
､記
録
有

1
9
9
1
年
製

変
圧
器

1
.7
pp
m

P
社
P
A
工
場

c
df
h
i

交
換
等
無
､記
録
有

1
9
9
1
年
製

変
圧
器

1
.7
pp
m

P
社
P
A
工
場

c
df
h
i

交
換
等
無
､記
録
有

1
9
9
0
年
製

計
器
用
変
成
器

1
.2
pp
m

I社
I2
工
場

e
m
交
換
等
無
､記
録
無

1
9
9
0
年
製

計
器
用
変
成
器

1
.2
pp
m

I社
I2
工
場

e
m
交
換
等
無
､記
録
無

1
9
9
0
年
製

計
器
用
変
成
器

1
.3
pp
m

I社
I2
工
場

e
m
交
換
等
無
､記
録
無

1
9
9
0
年
製

計
器
用
変
成
器

1
.3
pp
m

I社
I2
工
場

e
m
交
換
等
無
､記
録
無

1
9
9
1
年
製

変
圧
器

6
.6
pp
m

F
社
F
4
工
場

h 交
換
等
有
､記
録
有

1
9
9
3
年
製

変
圧
器

0
.9
4
pp
m

P
社
P
A
工
場

c
df
h
i

交
換
等
有
､記
録
有

1
9
9
2
年
製

変
圧
器

0
.8
8
pp
m

P
社
P
A
工
場

c
df
h
i

交
換
等
無
､記
録
有

1
9
9
2
年
製

変
圧
器

0
.8
8
pp
m

P
社
P
A
工
場

c
df
h
i

交
換
等
無
､記
録
有

電
気
機
器
メ
ー
カ
ー
及
び
O
F
ケ
ー
ブ
ル
メ
ー
カ
ー
の

追
跡
調
査
に
お
け
る
P
C
B
検
出
事
例
の
再
分
析

05

1
0

1
5

2
0

2
5

3
0

3
5

4
0

4
5

5
0

CL1

CL2

CL3

CL4

CL5

CL6

CL7

CL8

CL9

CL10

塩
素
数

割合（％）

1
9
7
4
年
製

変
圧
器

3
.6
pp
m

U
社
U
2
工
場

k 交
換
等
有
､記
録
有

1
9
7
3
年
製

U
2
工
場

交
換
等
有
､記
録
有

変
圧
器

3
.3
pp
m

U
社
k

1
9
7
5
年
製

変
圧
器

2
.6
pp
m

U
社
U
2
工
場

k 交
換
等
無
､記
録
有

1
9
7
7
年
製

U
2
工
場

交
換
等
有
､記
録
有

変
圧
器

2
4
pp
m

U
社
k

1
9
6
6
年
製

油
槽
外
油

5
.0
pp
m

Z
A
－ 交
換
等
無
、
記
録
有

130



 

10. 原因究明の結果と考察 
10.1 原因究明について 

アンケート調査、現地ヒアリング等によって確認されたＰＣＢの絶縁油への主な

混入原因は以下のとおりである。 
なお、1989 年（平成元年）、柱上変圧器の再生絶縁油の一部にＰＣＢ混入が認め
られたことから通商産業省（当時）が全国石油工業協同組合等に対して廃油の再生

事業におけるＰＣＢ不使用と不含確認による汚染防止を通知した以前においては、

ほとんどの関係者が電気絶縁油中のＰＣＢ分析を行っておらず、また当時の製造、

流通等関係資料も少ないことが明らかとなった。これらの情報の欠落を補完するた

め一部は当時の関係者への聞き取りや主として関係団体を通じて各企業の協力のも

とでのアンケート調査等も行ったが関係者が多岐にわたっているため、原因究明に

は困難をともなった。以下の内容は現時点において可能な限りの範囲においての調

査結果に基づいて取りまとめたものである。 
 
１）ＰＣＢの製造が中止された1972年以前にはＰＣＢは各方面で広く使用されており、そ

の有害性は認識されていなかったため、既にあった再生絶縁油の回収ルートにのって

使用済み絶縁油の抜油・回収過程で一部ＰＣＢが誤って混合回収され、再生絶縁油原

料にＰＣＢが混入した可能性があり、また機器組立等の作業上の不注意に起因してＰ

ＣＢが誤って新油絶縁油、再生絶縁油、合成絶縁油に混入した可能性がある。 
 
２）1973年以降はＰＣＢの使用が制限され、その有害性は各方面で認識されたが、使用済

み絶縁油の抜油・回収過程で一部ＰＣＢ使用機器と認識出来なかった機器からＰＣＢ

が誤って混合回収され、1989年の再生絶縁油が使用されなくなるまでの間、再生絶縁
油の回収ルートにのって再生絶縁油原料にＰＣＢが混入した可能性があり、また1975
年（昭和50年）に一部潤滑油中にＰＣＢが混入していた疑いから通商産業省（当時）
から全国石油工業協同組合等に対して廃油再生事業におけるＰＣＢ不含確認による汚

染防止について通知が発出されたが、廃油再生事業を行う事業場内でＰＣＢを取り

扱っていないことから対象外と認識した事業場があったこと、また当時一般に認知さ

れていたＰＣＢ分析方法がなかったとは言え原料受入時にＰＣＢ有無について代替分

析確認等実施されていなかった事業場があったこと等から、再生絶縁油への汚染が拡

大（ＰＣＢ混入を含む）した可能性がある。 
 
３）再生絶縁油事業は1941年から行われ、1955年には日本工業規格C 2320（電気絶縁

油）に再生絶縁油の概念が盛り込まれたが、機器メーカーにおいては、再生絶縁油を

使用したのは1968年からとの認識がある。このため、機器メーカーおよびＯＦケーブ
ルメーカーは、この年次以前に製造された再生絶縁油について日本工業規格を満たせ

ば新油絶縁油と区分しておらず、ＰＣＢの混入については全く念頭になかった可能性

があり、一方再生絶縁油メーカーは再生絶縁油と新油絶縁油についての認識はあった

とは言え、再生絶縁油へのＰＣＢ混入については全く念頭になかった可能性があり、
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そのため機器メーカーおよびＯＦケーブルメーカーにおいては受入タンク等の区分が

なく、再生絶縁油メーカーにおいては新油絶縁油と再生絶縁油のライン共用や製品タ

ンクの共用があったことからＰＣＢが混入した再生絶縁油から新油絶縁油等へ汚染が

拡大した可能性がある。 
 
４）ＰＣＢが使用制限された1973年から再生絶縁油の使用がなくなった1989年までの間、

再生絶縁油を製造する業界の一部では原料となる使用済み絶縁油にＰＣＢが混入して

いないとの認識であったため分析等で不含確認しないまま使用し、1988年まで新油絶
縁油と再生絶縁油の製造設備を共用しており、また当時、輸送再生絶縁油のローリー

洗浄も不十分であった。一方再生絶縁油を使用した機器を製造する業界の一部ではＪ

ＩＳ鉱油にはＰＣＢが含有されていないという認識があり、1989年まで新油絶縁油と
再生絶縁油を使用する機器製造設備を共用していた。これらのため、再生絶縁油にＰ

ＣＢが含有されていた場合、それぞれの過程において汚染が拡大した可能性がある。 
 

各ライフサイクル別にＰＣＢの混入原因及びＰＣＢの汚染拡大原因について整理す

ると次のとおりである。 
 

（１）絶縁油メーカーによる混入・汚染拡大 
イ．油へのＰＣＢ混入 
① 再生絶縁油事業は1941年から1990年まで行われたことから、当然ながら使用済
み絶縁油の回収ルートがあったと考えられる。その間、ＰＣＢの使用が禁止さ

れていなかった1972年までは、ＰＣＢは各方面で広く使用されており、その有
害性は認識されていなかったため、使用済み絶縁油の抜油・回収過程で一部の

再生絶縁油メーカーにおいて再生用として回収した使用済み絶縁油にＰＣＢが

混入した可能性がある。 
 

なお、鉱油成分の新油絶縁油及び再生絶縁油を製造する工程ではＰＣＢを使

用していないことから、新油絶縁油及び再生絶縁油にＰＣＢそのものが直接混

入した可能性はない。 
 
また、一部メーカーでは潤滑油にＰＣＢを添加剤として使用していたが、絶

縁油製造ラインが別ラインであるとの現地説明があった。 
 

ロ．ＰＣＢ汚染の拡大 
② 1975年（昭和50年）に通商産業省(当時)から全国石油工業協同組合等に対して
廃油の再生事業におけるＰＣＢによる汚染防止について通知が発出されたが、

受領した当該メーカーは、過去に絶縁油としてＰＣＢを使用しなかったことも

あって対象外であると認識していたこと、また、当時一般に認知されていたＰ

ＣＢ分析方法がなかったとは言え原料受入時にＰＣＢ有無について代替分析確
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認等実施されていなかった事業場があったこと、また、大半は受託再生であっ

たが、再生絶縁油メーカーが再生原料へのＰＣＢの混在を確認しなかったこと

から、再生絶縁油への汚染が拡大（ＰＣＢの混入を含む）した可能性がある。 
③ 一部の絶縁油メーカー（1955年～1965年で1社、1966年～1973年で1社、1980
年～1988年で1社）では新油絶縁油と再生絶縁油の製造ラインが共有されてい
たため、仮にＰＣＢが混入していた場合、再生絶縁油から新油絶縁油へ、汚染

が拡大した可能性がある。また、1973年以降に製造された検出事例機器の追跡
調査において、機器メーカーには混入の原因がなく、納入された絶縁油に遡っ

て調査したところ、新油絶縁油を納入した当該絶縁油メーカーにおいて新油絶

縁油と再生絶縁油の製造ラインを共用していたことが否定出来ないことから当

該絶縁油メーカーにおいてＰＣＢ汚染の可能性が否定出来なかった事例１件が

あった。 
④ 一部の輸送会社あるいは再生絶縁油メーカーでは、再生絶縁油を輸送した後に
必ずしも洗浄をしていなかったため（６社）、ローリー車に残っていた再生絶

縁油等にＰＣＢが混入していた場合、次に輸送した絶縁油に汚染が拡大した可

能性がある。 
⑤ 再生絶縁油の原料として受け入れた一部の使用済み絶縁油にＰＣＢが混入して
いた場合、受け入れタンク内等においてＰＣＢが混入していない使用済み絶縁

油へ汚染が拡大した可能性がある。 
⑥ 一部の絶縁油メーカーでは新油絶縁油と再生絶縁油の製品貯槽が共用されてい
た（1955年～1965年まで1社）ため、仮に再生絶縁油にＰＣＢが混入していた
場合、新油絶縁油へ汚染が拡大した可能性がある。 

⑦ 一部の絶縁油メーカー（１社）では、ＰＣＢ添加潤滑油（ＰＣＢ濃度は数パー
セント程度）も製造していたが、ＰＣＢ使用禁止時期以前に添加剤として使用

していたことから、当該製品にＰＣＢが添加されているとの表示をしていな

かった。一方、絶縁油等の一部再生事業者（1971年～1986年まで1社）では、
再生絶縁油と再生潤滑油の製造ラインが洗浄の上共用されていたが、ＰＣＢ添

加の使用済み潤滑油から再生絶縁油へ汚染が拡大した可能性がある。 
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絶縁油メーカー

における混入 

原料調達 

製造ライン

絶縁油の出

荷・輸送 

原油 

①②再生油原料 

⑤原料タンク受入～タンク 

③再生設備 

③⑦配管系統 

⑥製品タンク 

出荷設備 

④ローリー等輸送設備 

④原料輸送 

③白土処理 

③蒸留処理 

    注）  図中の①～⑦は本文中の当該項目をいう。 
 
（２）合成絶縁油メーカーによる混入・汚染拡大 
イ．油へのＰＣＢ混入 

ＰＣＢ混入の可能性は確認するに至らなかった。 
ロ．ＰＣＢ汚染の拡大 
① 再生合成絶縁油メーカー（１社）では、新油絶縁油の製造設備で再生合成絶縁
油（２種１号）を製造していたが、新油絶縁油と再生絶縁油の半製品送油ライ

ンが繋がっていた可能性は否定できないとの説明があったことから、仮に再生

絶縁油にＰＣＢが混入していた場合、再生合成絶縁油及び再生合成絶縁油の貯

蔵タンク等が汚染され再生合成絶縁油へ汚染が拡大した可能性がある。 
② 合成絶縁油メーカー（１社）では、再生絶縁油の蒸留製造設備で新油合成絶縁
油（２種４号）も製造しており、仮に再生絶縁油にＰＣＢが混入していた場合、
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新油合成絶縁油へ汚染が拡大した可能性がある。 
 
（３）電気機器メーカーによる混入・汚染拡大 
イ．油へのＰＣＢ混入 
① 1972年以前にはＰＣＢを使用（26社中22社）しており、その有害性は認識され
てなかったため、機器組立、注油、試験作業等の作業上の不注意に起因して新

油絶縁油及び再生絶縁油並びに合成絶縁油にＰＣＢが混入した可能性がある。 
 

なお、ＰＣＢと新油絶縁油、ＰＣＢと再生絶縁油使用の機器製造ラインは分

離されており、ＰＣＢ製造ライン撤去後に合成絶縁油使用の機器製造ラインを

設置したとＪＥＭＡ報告書で報告されている。 
 

ロ．ＰＣＢ汚染の拡大 
② 絶縁油メーカーの再生絶縁油製造は1941年から行われ、日本工業規格C 2320
（電気絶縁油）に再生絶縁油についての概念が盛り込まれたのは1955年である。
一方、機器メーカーが再生絶縁油を使用開始したと認識したのは1968年である
ことから、それ以前においては、絶縁油の委託再生を行っていなかった機器

メーカーでは再生絶縁油と新油絶縁油の区分認識がなかったと考えられる。こ

のため、再生絶縁油として製造された絶縁油であったとしてもその特性が日本

工業規格を満たしていれば新油絶縁油と認識し、受け入れタンクを区分するこ

となく受け入れしたと考えられ、再生絶縁油にＰＣＢが混入していた場合、タ

ンクおよび機器製造ラインで新油絶縁油に汚染が拡大した可能性がある。 
③ ＪＩＳ電気絶縁油にはＰＣＢが混入しているとの認識がないことから、一部の
電気機器メーカー（７工場）では1968年から1989年までの間（1968年～1969
年1社、1974年～1984年1社、1977年～1984年1社、1978年～1988年1社、197
8年～1989年1社、1982年～1986年1社、1984年～1989年1社）、新油絶縁油と
再生絶縁油使用の機器製造ラインが共有されていたため（油タンクは分離され

ていた）、再生絶縁油にＰＣＢが混入していた場合、新油絶縁油へ汚染が拡大

した可能性がある。 
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機器メーカー 
における混入 

使用材料 

製造ライン

人的要因 

加工用使用潤滑油 

内部構成部品・材料 

②絶縁油ローリー受入口～配管 

②貯蔵タンク ドラム缶 

②③油配管 ②③送り配管 

②③戻り配管 

②③浄油機 

②③注入口 

①組立作業 

①注油作業 

①試験作業 

①工具 

 
（４）ＯＦケーブルメーカーによる混入・汚染拡大 
イ．油へのＰＣＢ混入 

ＰＣＢ混入の可能性は確認するに至らなかった。 
 

ロ．ＰＣＢ汚染の拡大 
① 絶縁油メーカーの再生絶縁油製造は1941年から行われ、日本工業規格C 2320
（電気絶縁油）に再生絶縁油についての概念が盛り込まれたのは1955年である。
一方、ＯＦケーブルメーカーは全年代で新油絶縁油のみの使用であったと認識

している。このことから、1955年以前は、再生絶縁油メーカーにおいて再生絶
縁油として製造された絶縁油であったとしてもその検査成績値が各社の購入仕
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様を満たしていれば新油絶縁油と認識し、受け入れしたと考えられ、その場合

タンクおよび機器製造ラインでＰＣＢが混入した再生絶縁油から新油絶縁油に

汚染が拡大した可能性がある。 
② 1955年以降1972年までの間において、ＰＣＢは広く使用されその有害性は認識
されておらず、何らかの原因でＰＣＢに汚染された新油絶縁油がＯＦケーブル

メーカーに入荷した場合、その製品性能が各社の購入仕様を満足すれば通常の

新油として受け入れたと考えられ、その場合、タンク及び製造ラインにＰＣＢ

が混入し、汚染が拡大した可能性がある。 
③ 新油絶縁油がＰＣＢに汚染されていた場合、ケーブル増設による割入れやケー
ブル引き替えの際に、汚染新油絶縁油に使用された工事用油槽等を通じて他の

新油絶縁油に汚染が拡大した可能性がある。また、汚染されていた既設ライン

との接続により汚染が伝播した可能性がある。 
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ＯＦｹｰﾌﾞﾙﾒｰｶｰ

における混入 

使用材料 

製造ライン

ＯＦｹｰﾌﾞﾙ 
設備施工 

加工用使用潤滑油 

導体・絶縁体・金属被

ＯＦケーブル製造 

ＯＦｹｰﾌﾞﾙ輸送 

施工 

③割入れ、引き替

え 

③工事用資機材 

③既存ライン伝播 

ＯＦｹｰﾌﾞﾙ設備製造

①②絶縁油入荷～配管 

絶縁油脱気処理 

紙巻～注油～防食層被覆 

給油設備製造 油槽・バルブパネル・給油管

工事用機材製造

／組立 

作業用油槽・給油管 

絶縁油給油工具類 

 
 

（５）機器ユーザーによる混入・汚染拡大 
イ．油へのＰＣＢ混入 

ＰＣＢ混入の可能性は確認するに至らなかった。 
ロ．ＰＣＢ汚染の拡大 
① 絶縁油メーカーの再生絶縁油製造は1941年から行われていたが、日本工業規格

C 2320（電気絶縁油）に再生絶縁油についての概念が盛り込まれたのは1955年
である。このため1955年以前において機器ユーザーでは、委託再生を行ってい
なかった絶縁油について、日本工業規格を満たしている絶縁油であれば再生絶
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縁油と新油絶縁油の区分認識がなく受入使用したと考えられる。その場合、封

じ切り機器以外の機器に対して注油した再生絶縁油にＰＣＢが混入していれば、

結果的に既に充填されていた新油絶縁油へ汚染が拡大した可能性がある。 
また1955年以降においても、機器ユーザーは絶縁油メーカーから直接購入し

たり、または電気機器メーカー等に対して絶縁油メーカー・製品名を指定購入

してきた。従って封じ切り機器以外の機器に対して結果的に注油した再生絶縁

油にＰＣＢが混入していれば既に充填されていた新油絶縁油へ汚染が拡大した

可能性がある。 
② 機器ユーザーでは、一部の機器において電気絶縁油が劣化した場合、電気絶縁
油の交換を行い、機器トラブルがある場合、補修作業等を行っている。機器中

の新油絶縁油を抜出し機器をメンテナンスする際、機器ユーザーはＪＩＳを満

たしている絶縁油を電気機器メーカー等に対し指定して購入しており、仮にＰ

ＣＢが混入した再生絶縁油を入れたことのあるタンク等を使用したとすれば結

果的に新油絶縁油へ汚染が拡大した可能性がある。 
 

なお、電力用コンデンサ等、ユーザーがメンテナンスを行わない封じ切り機

器では、ユーザーによる汚染の可能性はない。 
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 機器ユーザー
における混入 

現地注油 

油交換・注ぎ足し 

メンテナンス 

輸送設備 

絶縁油 

①絶縁油 

脱気処理 

②タンク 

工具等 

②脱気処理等設備 

②タンク 

 
 
（６）機器廃棄及び廃油回収等における混入・汚染拡大 
イ．油へのＰＣＢ混入 
① ＰＣＢが使用禁止になる1972年まで、ＰＣＢは各方面で広く使用されており、
その有害性は認識されていなかったため、ＰＣＢを使用した電気機器メーカー、

ＰＣＢ電気機器ユーザー、その他ＰＣＢ使用メーカー等においては廃棄時に必

ずしも廃油種類毎に区分することなく収集保管をし、廃油処理業者または廃油

回収業者に委託していたと考えられる。また廃油回収業者においても、特に小

口の廃油排出メーカー等からの回収については数カ所の事業所からの混合回収

がされたと推定されることから、再生絶縁油メーカーに原料油として販売され

た使用済み絶縁油には廃棄されたＰＣＢが混入していたことが想定される。 
② ＰＣＢが使用禁止された1973年以降においても、使用済みとなったＰＣＢ使用
電気機器が機器銘板の脱落等ＰＣＢ入の有無が判別出来なかった理由により解

体業者に廃棄委託したと考えられる。また機器から絶縁油を抜油して廃油回収

業者に委託する際、排出メーカー・ユーザーが廃棄する廃油のＰＣＢ分析や内

容確認のないまま委託したと考えられる。一方、廃油回収業者においても、特
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に小口の廃油排出メーカー等からの回収については数カ所の事業所からの混合

回収がされたと推定されることから、再生絶縁油メーカーに原料油として販売

された使用済み絶縁油中に廃棄されたＰＣＢが混入していたことが想定される。 
 

ロ．ＰＣＢ汚染の拡大 
③ 機器メーカー、機器ユーザー及び再生絶縁油メーカーにはＰＣＢが混入してい
るという認識はなかったものの、仮に再生絶縁油にＰＣＢが混入していた場合、

ＰＣＢが混入した再生絶縁油から新油絶縁油に汚染が拡大した可能性は否定で

きない。その場合には、機器メーカー及び機器ユーザー等から廃棄された新油

絶縁油の使用機器から回収・製造された再生絶縁油にもＰＣＢが混入していた

ことになり、結果的に1990年までは再生絶縁油メーカーの原料から汚染が拡大
した可能性がある。 
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10.2 汚染範囲の特定について 

10.2-1 電気機器の製造年代について 

アンケート調査、現地ヒアリング、検出事例等によって確認された混入原因か

らＰＣＢが混入していないと考えられる製造年代および電気機器の範囲は以下の

とおりである。 
 
１）ＰＣＢが製造されていなかった1953年以前に製造された国内メーカー製の電気機器の

新油絶縁油、再生絶縁油にＰＣＢが混入する可能性はないことから、封じきり機器

（コンデンサ、変成器のコンデンサ部分）については、その後の油入替え、メンテナ

ンスの実施もないことから混入の可能性はない。 
２）1953年以前に製造された機器で封じきり機器以外については、製造後に油交換が行わ

れておらず、かつ機器を開放した状態でのメンテナンスも実施されなかったことが明

確なものについては混入の可能性はない。 
３）1990年以降に製造された機器については、全て新油絶縁油により製造された機器であ

るが、そのうち次記に該当する機器については混入の可能性はない。 
イ．1990年以前から新油絶縁油（再生絶縁油も製造していたメーカーから調達され

た新油絶縁油及び輸送時における再生絶縁油との接触の可能性がある新油絶縁

油を除く）のみを購入していた機器メーカー・事業場の機器であって 
① 封じきり機器 
② 封じきり機器以外であって、製造後の油交換が行われておらず、かつ機器を開
放した状態でのメンテナンスも実施されなかったことが明確な機器 

③ 封じきり機器以外であって、製造後の油交換はあったが、事前に交換油のＰＣ
Ｂ分析を行い混入のないことを確認しており、かつ機器開放した状態でのメン

テナンスも実施されなかったことが明確な機器 
また、機器開放した状態でのメンテナンスを実施したが、メンテナンスで使

用するタンクや浄油機等使用資機材について事前に洗浄した結果、ＰＣＢの存

在が確認されなかったことが明確である機器 
ロ．1990年以前において、再生絶縁油を購入していた機器メーカー・事業場、ある

いは再生絶縁油も併産していたメーカーから調達された新油絶縁油を購入して

いた機器メーカー・事業場において、1990年時点で新油絶縁油の受入タンクが
ＰＣＢに汚染されていた可能性があると想定し、その後の新油絶縁油受入に

よってタンク内で0.5ppm以下に入れ替わると想定される年数を加えた時期以降
に製造された機器であって 

① 封じきり機器 
② 封じきり機器以外であって、製造後の油交換が行われておらず、かつ、機器を
開放した状態でのメンテナンスも実施されなかったことが明確な機器 

③ 封じきり機器以外であって、製造後の油交換はあったが、事前に交換油のＰＣ
Ｂ分析を行い混入のないことを確認しており、かつ、機器開放した状態でのメ

ンテナンスも実施されなかったことが明確な機器 
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また、機器開放した状態でのメンテナンスを実施したが、メンテナンスで使

用するタンクや浄油機等使用資機材について事前に洗浄した結果、ＰＣＢの存

在が確認されなかったことが明確である機器 
ハ．1990年２月以降製造された新油絶縁油を購入し、従来から新油絶縁油専用車と

して使用されている輸送車を使用する等輸送時での混入がなく、絶縁油メー

カーから直接現地に運搬し、現地注油した機器であって、 
① 現地注油後の油交換が行われておらず、かつ、機器を開放した状態でのメンテ
ナンスも実施されなかったことが明確な機器 

② 現地注油後の油交換はあったが、事前に交換油のＰＣＢ分析を行い、混入のな
いことを確認しており、かつ、機器開放した状態でのメンテナンスも実施され

なかったことが明確な機器 
また、機器開放した状態でのメンテナンスを実施したが、メンテナンスで使

用するタンクや浄油機等使用資機材について事前に洗浄した結果、ＰＣＢの存

在が確認されなかったことが明確である機器 
ただし、輸送時においてＰＣＢが混入しないこと及び過去の油交換やメンテ

ナンス等の確認方法については、今後の議論が必要である。 
 

一方、1954年以降1989年までの製造年代の機器についてはＰＣＢ使用電気機器、
再生絶縁油使用電気機器が存在していた年代であるため、いちがいに新油絶縁油

使用機器と言えども混入の可能性がないとは言い切れず電気機器メーカー・事業

場における使用絶縁油の種類、購入先等確認し、検出事例実態も踏まえて今後の

議論が必要である。 
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10.2-2 電気絶縁油の製造年代について 

アンケート調査、現地ヒアリング、検出事例等によって確認された混入原因か

ら、ＰＣＢが混入していない電気絶縁油は以下のとおりである。 
 
１）再生絶縁油について、ＰＣＢ国内生産が開始されていない1953年以前に製造された再

生絶縁油は、原料としての使用済み絶縁油に廃ＰＣＢ等が回収・混入されることもな

いことから混入の可能性はない。 
 
２）新油絶縁油について、ＰＣＢ国内生産が開始されていない1953年以前に製造された新

油絶縁油および再生絶縁油が生産停止された1990年２月以降に製造された新油絶縁油
は、製造段階においてＰＣＢが混入する可能性はない。 

 
上記以外の新油絶縁油について、単独設備で新油絶縁油を製造する場合、原料およ

び製造工程でＰＣＢが生成され、あるいはＰＣＢが混入する可能性はない。 
しかし、ＰＣＢが生産開始された1954年以降から再生絶縁油が生産停止された199

0年までの間、新油絶縁油メーカーにおいては、ＰＣＢ混入の可能性のある再生絶縁
油製造設備との設備共用（1955年～1965年で1社、1966年～1973年で1社、1980年
～1988年で1社）や機器メーカーにおいては、再生絶縁油使用機器との製造ライン共
用（７事業場）がある。また再生絶縁油を製造しているメーカーから調達していた新

油絶縁油メーカーもある。再生絶縁油にＰＣＢが混入していた場合は、これらメー

カーで製造あるいは使用された新油絶縁油に、ＰＣＢ混入の可能性がある。 
 
３）合成絶縁油について、合成絶縁油メーカー（１社）が1974年から1990年までの間、

再生絶縁油の製造設備と新油合成絶縁油の製造設備を共用しており、また再生合成絶

縁油メーカー（１社）は1971年頃から1975年頃までの間、新油絶縁油の製造設備で
再生合成絶縁油（２種１号）を製造していたが、新油絶縁油と再生絶縁油の半製品送

油ラインが繋がっていた可能性は否定できないとの説明があったことから、仮に再生

絶縁油にＰＣＢが混入していた場合、再生合成油の貯蔵タンク等が汚染され再生合成

絶縁油へ汚染が拡大した可能性がある。 
これら２社の合成絶縁油メーカー以外で輸送においても合成絶縁油専用車で輸送し

ていたメーカーが製造した合成絶縁油にはＰＣＢ混入の可能性はない。 
 

なお、現地ヒアリングの結果を受け、現在も使用されている再生潤滑油へのＰＣＢ混

入の可能性についてあらためて経済産業省より潤滑油協会等に確認した結果は以下のと

おりである。 
一般に潤滑油そのものが使用時に酸化、熱劣化により数年程度の寿命しかなく、繰り

返し再生されることが殆どないこと、再生潤滑油そのものは基本的に受託再生であるこ

となどから、仮に過去ＰＣＢ添加の潤滑油が一般潤滑油に混入する可能性があったとし

ても、30年以上経過した現在、再生潤滑油へのＰＣＢ混入はないと言える。 
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（以上の結果より、潤滑油アンケートで、再生潤滑油と再生絶縁油の製造設備を1971
年から1986年まで共用し、1990年まで再生潤滑油を製造していたメーカーがあったが、
このメーカーの再生潤滑油は受託再生であり、仮に設備共用以降の1990年の再生潤滑油
にＰＣＢが混入していた場合でも、既に潤滑油の機能を維持出来ず現在廃棄されている

ものと思われる。） 
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